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審査意見への対応を記載した書類（６月） 

（目次） 理工学部 電気電子工学科 

【設置の趣旨・目的等】 

１．設置の必要性、養成する人材像、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシー、アドミッション・ポリシーをいう。以下同じ。）について、以下の点を明確にすると

ともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

（１）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「①設置の趣旨及び必要性」において、学部を

設置する理由及び理工学部を設置する必要性について説明している。しかしながら、本学部に数

理・データサイエンス学科、機械工学科、電気電子工学科及び情報工学科の４つの専門分野から

なる学科を置くことの必要性についての具体的な説明は見受けられない。そのため、本学部の教

育研究上の目的である「理学と工学の両方の立場から、科学技術に関する研究と教育を実践する」

を踏まえて、本学部に当該４つの学科を置く必要性が明確になるよう適切に改めること。【学部

共通】・・・・・・５ 

 

（２）本学科の養成する人材像について、「電気電子工学の専門領域に係る教育研究から、基本

原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能力をもって社会に貢献する職業人」を掲げているが、

「電気電子工学」の素養をどのように定義しているのか具体的な説明がないため、本学科の養成

する人材像が判然としない。このため、本学科の養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素

養について明確かつ具体的に説明するとともに、本学科の掲げる養成する人材像を適切に改め

ること。・・・・２１ 

 

（３）審査意見１（２）のとおり、養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素養をどのよう

に定義しているか不明確であるため、本学科の掲げるディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・

ポリシーの妥当性についても判断することができない。このため、関連する審査意見への対応を

踏まえつつ、養成する人材像に整合したディプロマ・ポリシーや、ディプロマ・ポリシーに整合

したカリキュラム・ポリシーが適切に設定されていることについて、図や表を用いつつ具体的に

説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。・・・２３ 

 

（４）審査意見１（２）及び１（３）のとおり、本学科の養成する人材像及びディプロマ・ポリ

シー、カリキュラム・ポリシーの妥当性が判断できないことから、アドミッション・ポリシーの

妥当性も判断できないため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の教育をうけるた

めに必要な資質・能力等が明確になるよう、アドミッション・ポリシーを適切に改めること。そ

の際、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」において説明されている本学科のアドミッション・

ポリシーについて、「高等学校で履修した主要科目について、教科書レベルの基本的な知識を有

している者」と説明されているが、「主要科目」の内容が判然としないため、明確にすること。・・・

３５ 



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−2− 

 

 

【教育課程等】 

２．審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があることから、教育

課程全体が妥当であるとの判断をすることができない。このため、審査意見１への対応や以下に

例示する点を踏まえて、本学科の教育課程が適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ

リシーに基づき、修得すべき知識や能力等に係る教育が網羅され、体系性が担保された上で、適

切に編成されていることを明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。【是正事

項】 

 

（１）本学のカリキュラム・ポリシーにおいて、例えば、「知識や技能を実践に応用する能力の

修得を目的とする教育内容は、演習形式及び実習形式による授業形態を採る」ことを掲げている

が、科目区分「専門基礎科目」「専門基幹科目」「専門発展科目」「専門展開科目」のうち「演習」

形式で実施する計画となっている授業科目はなく、「実験・実習」形式で実施する計画となって

いる授業科目は「電気電子工学実験Ⅰ」及び「電気電子工学実験Ⅱ」の 2科目のみであり、ディ

プロマ・ポリシーに掲げる「機械工学の専門的知識・技能を駆使」できる能力を修得できる教育

課程が適切に編成されているのか疑義があることから、本学科のディプロマ・ポリシー及びカリ

キュラム・ポリシーに基づく適切な教育課程が編成されているとは判断することができない。こ

のため、ディプロマ・ポリシーに掲げる「電気電子工学の専門的知識・技能を駆使」できる能力

について、具体的にどのような能力を想定しているのか明確にしつつ、関連する審査意見への対

応も踏まえた上で、当該能力を身に付けるために必要な科目が適切に配置され、体系的な教育課

程が編成されていることについて、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めるこ

と。・・・３７ 

 

（２）審査意見２（１）への対応を踏まえ、「実験・実習」形式の授業科目について、実験・実

習室等の施設・設備や指導補助者・技術職員の有無等の教育体制が十分に整備されていることに

ついて、改めて具体的に説明すること。・・・７７ 

 

（３）教育課程について、例えば「日本語読解中級１」「日本語聴解中級１」「留学生キャリア形

成演習１」のように外国人留学生を対象としているように見受けられる授業科目が配置されて

いる。しかしながら、留学生の受け入れについては、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」を

確認する限り説明されていないため、留学生の受け入れを想定している場合には、「大学の設置

等に係る提出書類の作成の手引（令和７年度開設用）（以下、「手引」という。）に従い、「設置の

趣旨等に記載した書類（本文）」において、在籍管理の方法や入学後の履修指導、生活指導等に

ついて説明するとともに、入学者選抜において留学生を対象とした特別選抜を設ける場合には、

選抜方法等を明確に説明すること。【学部共通】・・・８５ 
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（４）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の p.19 において、本学科の「教育・研究を通し

て、『幅広い職業人養成』の機能を重点的に担うことによる特色の明確化を図る」と説明してい

るが、「幅広い職業人」を養成するための職業に関連する教育課程が判然としない。このため、

どのような授業科目でどのような「幅広い職業人」を養成するのか、ディプロマ・ポリシー及び

カリキュラム・ポリシーに基づき具体的に説明すること。【学部共通】・・・８７ 

 

３．科目区分「専門展開科目」について、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「２ 教育

課程の編成の考え方」において、「電気電子工学分野との関連性や応用性が深い情報分野や工業

分野に関する基礎的な教育内容を取り扱うための科目」と説明しているが、「基本計画書」の「教

育課程等の概要」を確認すると、他の学科と同様の授業科目が配置しており、当該授業科目が「電

気電子工学分野との関連性や応用性が深い」科目であることの説明がないことから、学生にとっ

て当該科目区分を履修する意義が伝わりにくいことが懸念される。このため、学生に対して、当

該科目を学修する意義が明確に伝わるよう、シラバス等において「電気電子工学分野との関連性

や応用性」について明示すること。（改善事項）・・・・１０８ 

 

 

【入学者選抜】 

４．審査意見１（４）のとおり、アドミッション・ポリシーが判然としないことから、入学者の

選抜方法の妥当性も判断できないため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学が掲げる

アドミッション・ポリシーに基づき、本学科の教育を受けるために必要な資質・能力を適切に評

価・判定できる選抜方法になっていることについて明確に説明するとともに、必要に応じて適切

に改めること。（是正事項）・・・・１０９ 

 

【施設・設備等】 

５．校舎等施設の整備計画について、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「２ 校舎等施

設の整備計画」において、本学部全体としての整備状況について説明しているものの、学科ごと

に必要な施設・設備やその整備計画が説明されていない。特に、各学科のカリキュラム・ポリシ

ーにおいて、「知識や技能を実践に応用する能力の修得を目的とする教育内容は、演習形式及び

実習形式による授業形態を採る」ことを掲げているが、そのための必要な施設・設備が十分に整

備されているのか、判然としない。このため、学科ごとの教育内容、教育方法等を踏まえた上で、

それぞれに必要な施設・設備が整備されていることを明確かつ具体的に説明すること。【学部共

通】（是正事項）・・・１２０ 

 

【その他】 

６．「基本計画書」における基幹教員の配置状況について、既設分として「共通教育機構」に 27

名の基幹教員を配置しているが、「共通教育機構」は学位プログラムを有する組織ではないこと
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から、当該 27 名について、基幹教員として算入する学科において計上するよう適切に改めるこ

と。【学部共通】・・・１２８ 

 

【学生確保の見通し・人材需要の社会的動向】 

７．「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」において、「（３）①学生確保に向けた具体的

な取組と見込まれる効果」について、「イ 新設組織における取組とその目標」及び「ウ 当該

取組の実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者の見込み数」が「該当なし」として説明が

ないが、手引において必須で説明を求めている項目であるため、改めて説明すること。また、学

生確保の見通しに関する分析・説明が、関連する審査意見への対応によって明らかにされる各学

科の特色等を踏まえたものになっているか、全体的に確認し、必要に応じて改めること。【学部

共通】・・・１２９ 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

１．－（１） 

設置の必要性、養成する人材像、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシーをいう。以下同じ。）について、以下の点を明確にすると

ともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（１）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「①設置の趣旨及び必要性」において、学部

を設置する理由及び理工学部を設置する必要性について説明している。しかしながら、本学部

に数理・データサイエンス学科、機械工学科、電気電子工学科及び情報工学科の４つの専門分

野からなる学科を置くことの必要性についての具体的な説明は見受けられない。そのため、本

学部の教育研究上の目的である「理学と工学の両方の立場から、科学技術に関する研究と教育

を実践する」を踏まえて、本学部に当該４つの学科を置く必要性が明確になるよう適切に改め

ること。【学部共通】 

 

（対応） 

 当初は「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「①設置の趣旨及び必要性」において、学

部を設置する理由及び理工学部を設置する必要性について説明していたが、本学部に数理・デー

タサイエンス学科、機械工学科、電気電子工学科及び情報工学科の４つの専門分野からなる学科

を置くことの必要性についての具体的な説明をしていなかった。そのため、今般の審査意見に基

づき、「設置の趣旨等を記載した書類」（本文）の「①設置の趣旨及び必要性」において、本学部

に数理・データサイエンス学科、機械工学科、電気電子工学科及び情報工学科の４つの専門分野

からなる学科を置くことの必要性についての具体的な説明をすることとした。 

 

（説明） 

現代社会を取り巻く状況として、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「①設置の趣旨及び

必要性」のうち「（２）現代社会を取り巻く状況」において下記の通りの対応を行った。 

 

 現代社会を取り巻く状況として、補正前においては文部科学省による「理工学人材育成戦略」

および「成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金による継続的支援」を根拠と

して理工学部の設置の必要性を説明していたが、これに加えて次のように説明を加えることと

した。 

 

①内閣府が提言する『第５期科学技術基本計画』において、「超スマート社会」における競争⼒

向上と基盤技術の戦略的強化のうち、基盤技術については「超スマート社会サービスプラットフ

ォームに必要となる技術（サイバーセキュリティ、ＩｏＴシステム構築、ビッグデータ解析、Ａ

Ｉ、デバイスなど）と、新たな価値創出のコアとなる強みを有する技術（ロボット、センサ、バ
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イオテクノロジー、素材・ナノテクノロジー、光・量⼦など）について、中⻑期視野から高い達

成⽬標を設定し、その強化を図る」とされていることを踏まえたものである。 

 

②経済産業省が２０１８年４月に発表した「理工系人材需給状況に関する調査結果概要」による

と、企業アンケートにおいて「５年後に技術者が不足すると予測される分野」は機械工学、電力、

通信・ネットワーク、ハード・ソフトプログラム系などとされており、これらの分野については

引き続き技術者が不足することが懸念される。 

 

③今後の産業基盤を支えていく生産現場を作り操業する機械工学、それを駆動し制御する電気

電子工学、そしてそれらを計測分析とコンピュータシステムでＤＸ統合する情報工学の三分野

およびこれらの三分野による情報通信技術やセンサ技術の発達で得られたデータのみならずマ

ーケティングなど様々なデータに内在する本質的構造を見極め、数理的思考に基づいて解析・問

題解決に導くデータサイエンスを活用できる人材の育成・輩出していくことで現代社会への貢

献を図っていくものである。 

 

また、人文社会科学系大学である追手門学院大学に理工学部と４つの専門分野からなる学科

を設置する必要性についても次のように改めた。 

 

④本学が、中枢中核都市における高等教育機関として長年にわたり人文社会科学系大学として

培ってきた教育研究実績を基盤として、現代社会が抱える理工学部分野における諸課題への対

応にむけた教育研究組織を設置することにより、内閣府が掲げる「自然科学のみならず、人文・

社会科学も含めた『総合知』を活用」できる理工系人材の育成・輩出を通して、地域社会へのさ

らなる貢献を目指すものである。 

 

⑤本学が教育理念として掲げている「独立自彊・社会有為」における「確固たる個性をもち、自

他の人格を尊重し、節度をわきまえ、社会の秩序と平安を乱す有形無形の暴力を排除する、勇気

のある民主的人物」の育成のさらなる具現化を目指すものと同時に理学分野、工学分野において

も倫理的規範をもつ人材を輩出することとするのは「美的、倫理的価値に対し、鋭敏で健康な感

受性をもち、真に自由な精神と強い意志をもった責任感のある人物」の育成を目指すものであり、

現代社会において求められる倫理的規範をあわせもつ人材の養成に目指すものである。 

 

⑥本学が位置する茨木市および隣接する高槻市は、名神高速道路茨木インターチェンジ、新名神

高速道路高槻ジャンクション・インターチェンジ、茨木千提寺インターチェンジなど日本の大動

脈となる交通網があるとともに、令和９年には新名神高速道路が全線開通となる予定であるこ

とから、物流の新拠点として重要な地理に所在している。また、経済産業省「工業統計調査」に

よると、茨木市、高槻市の製造業の事業所数は令和４年に大幅に増加しており、これに伴い従業
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者数も増加している。 

 

 

⑦「第２期茨木市総合戦略」（令和３年３月策定）において「生産技術量や研究開発力にさらな

る高度化を目指す一方で、産学の連携についてはさらなる推進の余地があり、創意工夫を凝らし

た取組を進める」とされている。またこの中で「産学連携は一般的に理系の方が親和性が高く、

本市に立地する文系との連携は限られて」くると課題感を挙げている。さらに、「新名神高速道

路など交通利便性の高い立地特性を生かし、本市経済の成長・発展や雇用創出による地域の活性

化」などを支える企業の誘致を進める計画とされており、重要業績評価指標（ＫＰＩ）として「研

究施設・生産施設・物流施設等の新規立地件数」を２０２４年度までに累計１０件として、地域

特性をいかした産業施策と雇用促進を明確に打ち出している。 

また、「高槻市産業・観光振興ビジョン（令和３年４月～令和１３年３月）」においては、新名

神高速道路の高槻ジャンクション・インターチェンジ設置等に伴い、周辺沿道における土地利活

用を促進するとしたうえで、「企業の進出動向や移転情報の収集に努め、企業立地促進条例に基

づく奨励制度を活用して企業誘致を図っていく」として企業誘致のＫＰＩとして企業立地促進

条例に基づく事業者指定数を「令和１２年度までに５０件」としている。 

 

⑧こうした茨木市、高槻市の企業誘致や産業振興を実現するには、生産年齢人口の減少による将

来的な労働力不足、ＩＴ人材の不足、データサイエンスの技能を持つ人材需要の増大など地域社

会が抱える課題に対応しなければならない。ところが、茨木市、高槻市においては、主に製造業

を支えるための人材を養成する機械工学、電気電子工学を専門分野とする理系大学は所在しな

いとともに、これらの技術と密接な関係にある情報工学分野をあわせて設置する大学も所在し

ないこと、さらに理学、特にデータサイエンス学を専門分野とする大学もないことから、地域社

会での人材需要を十分に満たさないことが想定され、本学が４つの専門分野からなる理工学部

を設置することは地域社会が抱える課題に対応するためのものである。 

 

 

以上、①～⑧の審査意見への対応により、本学部に当該４つの学科を置く必要性について明確

に説明ができているものと考える。 

表．茨木市、高槻市における製造業の状況

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

茨木市 182 175 192 234

高槻市 182 185 174 230

茨木市 7923 7565 8787 9042

高槻市 9944 9798 10410 11225

経済産業省 2019年～2022年「工業統計調査」より

各年6月1日現在

事業所数

従業者数



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−8− 

 

 

設置等の趣旨を記載した書類（資料）５ページ 第５期科学技術基本計画（概要） 

設置等の趣旨を記載した書類（資料）７ページ 理工系人材需給状況に関する調査結果概要

（抜粋） 

設置等の趣旨を記載した書類（資料）１３ページ 第２期茨木市総合戦略（抜粋） 

設置等の趣旨を記載した書類（資料）２１ページ 高槻市産業・観光振興ビジョン 

 

（新旧対照表）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」３ページ 

新 旧 

①設置の趣旨及び必要性 

１ 学部を設置する理由 

（略） 

 

２ 理工学部を設置する必要性 

（１）地域社会への貢献と教育研究組織の充

実 

 

追手門学院大学は、「独立自彊・社会有為」

という学院の教育理念のもと、昭和４１年

４月に経済学部と文学部の２学部をもって

開学し、令和５年４月には、文学部、国際

学部、心理学部、社会学部、法学部、経済

学部、経営学部及び地域創造学部の８学部

を擁する人文社会科学系大学へと成長を遂

げている。 

今般、設置を計画している理工学部は、

中枢中核都市における高等教育機関として

長年にわたり人文社会科学系大学として培

ってきた教育研究実績を基盤として、現代

社会が抱える理工学部分野における諸課題

への対応にむけた教育研究組織を設置する

ことにより、内閣府が掲げる「自然科学の

みならず、人文・社会科学も含めた『総合

知』を活用」できる理工系人材の育成・輩

出を通して、地域社会へのさらなる貢献を

①設置の趣旨及び必要性 

１ 学部を設置する理由 

（略） 

 

２ 理工学部を設置する必要性 

（１）地域社会への貢献と教育研究組織の充

実 

 

追手門学院大学は、「独立自彊・社会有為」

という学園の教育理念のもと、昭和４１年

４月に経済学部と文学部の２学部をもって

開学し、令和５年４月には、文学部、国際

学部、心理学部、社会学部、法学部、経済

学部、経営学部及び地域創造学部の８学部

を擁する人文社会科学系大学へと成長を遂

げている。 

今般、設置を計画している理工学部は、

中枢中核都市における高等教育機関として

長年にわたり培ってきた教育研究実績を基

盤として、現代社会が抱える理工学分野に

おける諸課題への対応にむけた教育研究組

織を設置することにより、理工系人材の育

成・輩出を通して、地域社会へのさらなる

貢献を目指すものであり、併せて、様々な

分野の教育や研究を行う大学として教育研

究組織の一層の整備と充実を図るものであ
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目指すものであり、併せて、様々な分野の

教育や研究を行う大学として教育研究組織

の一層の整備と充実を図るものである。 

なお、今般の理工学部の設置計画は、２

０１９年（令和元年）以降推進している「追

手門学院 長期構想２０４０」に基づく教育

研究組織の整備計画の一環であると同時

に、長年にわたる高等教育機関としての実

績をもとに、今後さらなる充実を図るもの

でもあり、本学が教育理念として掲げてい

る「独立自彊・社会有為」における「確固

たる個性をもち、自他の人格を尊重し、節

度をわきまえ、社会の秩序と平安を乱す有

形無形の暴力を排除する、勇気のある民主

的人物」の育成のさらなる具現化を目指す

ものと同時に理学分野、工学分野において

も倫理的規範をもつ人材を輩出することと

するのは「美的、倫理的価値に対し、鋭敏

で健康な感受性をもち、真に自由な精神と

強い意志をもった責任感のある人物」の育

成を目指すものであり、現代社会において

求められる倫理的規範をあわせもつ人材の

養成を目指すものである。 

（２）現代社会を取り巻く状況 

文部科学省では、豊かさを実感できる社

会の実現に向けて、「未来を築く最先端研究

開発から、グローバルに人々の生活を一変

させる全く新しい商品開発、日常生活を堅

実に支える製品開発・運用まで、新しいア

イデアと高い技術力を駆使し実用へと導く

ことのできる付加価値の高い理工系人材

は、欠くことのできない存在であり、理工

系人材の質的充実・量的確保に向け、戦略

的に人材育成に取り組んでいく必要があ

る」として、理工系人材の戦略的育成の必

要性を掲げている。（資料１「理工系人材育

る。 

 

 

なお、今般の理工学部の設置計画は、２

０１９年（令和元年）以降推進している「追

手門学院 長期構想２０４０」に基づく教育

研究組織の整備計画の一環であると同時

に、長年にわたる高等教育機関としての実

績をもとに、今後さらなる充実を図るもの

でもあり、本学が教育理念として掲げてい

る「独立自彊・社会有為」における「確固

たる個性をもち、自他の人格を尊重し、節

度をわきまえ、社会の秩序と平安を乱す有

形無形の暴力を排除する、勇気のある民主

的人物」の育成のさらなる具現化を目指す

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現代社会を取り巻く状況 

文部科学省では、豊かさを実感できる社

会の実現に向けて、「未来を築く最先端研究

開発から、グローバルに人々の生活を一変

させる全く新しい商品開発、日常生活を堅

実に支える製品開発・運用まで、新しいア

イデアと高い技術力を駆使し実用へと導く

ことのできる付加価値の高い理工系人材

は、欠くことのできない存在であり、理工

系人材の質的充実・量的確保に向け、戦略

的に人材育成に取り組んでいく必要があ

る」として、理工系人材の戦略的育成の必

要性を掲げている。（資料１「理工系人材育
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成戦略」（抜粋）） 

また、我が国では、「デジタル、グリーン

等の成長分野の人材不足や理工系の学生割

合が諸外国に比べて低い状況にあり、成長

分野をけん引する高度人材の育成・輩出を

担う大学の機能強化が喫緊の課題である」

として、成長分野への学部再編等の取組に

対する新たな基金の創設による機動的かつ

継続的な支援にむけて、独立行政法人大学

改革支援・学位授与機構の目的及び業務の

追加に係る法改正を行うとともに、令和４

年度第２次補正予算において３，００２億

円の措置がなされている。（資料２「成長分

野をけん引する大学・高専の機能強化に向

けた基金による継続的支援」） 

さらに、内閣府が提言する『第５期科学

技術基本計画』において、「超スマート社会」

における競争力向上と基盤技術の戦略的強

化のうち、基盤技術については「超スマー

ト社会サービスプラットフォームに必要と

なる技術（サイバーセキュリティ、ＩｏＴ

システム構築、ビッグデータ解析、ＡＩ、

デバイスなど）と、新たな価値創出のコア

となる強みを有する技術（ロボット、セン

サ、バイオテクノロジー、素材・ナノテク

ノロジー、光・量子など）について、中⻑

期視野から高い達成目標を設定し、その強

化を図る」とされている。（資料３：「第５

期科学技術基本計画 概要」）このことか

ら、「超スマート社会サービスプラットフォ

ームに必要となる技術」とされるサイバー

セキュリティ、ＩｏＴシステム構築などを

担う「情報工学」分野、ビッグデータ解析、

ＡＩなどを扱う「数理科学、データサイエ

ンス」分野と、「新たな価値創出のコアとな

る強みを有する技術」のうちロボット、素

成戦略」（抜粋）） 

また、我が国では、「デジタル、グリーン

等の成長分野の人材不足や理工系の学生割

合が諸外国に比べて低い状況にあり、成長

分野をけん引する高度人材の育成・輩出を

担う大学の機能強化が喫緊の課題である」

として、成長分野への学部再編等の取組に

対する新たな基金の創設による機動的かつ

継続的な支援にむけて、独立行政法人大学

改革支援・学位授与機構の目的及び業務の

追加に係る法改正を行うとともに、令和４

年度第２次補正予算において３，００２億

円の措置がなされている。（資料２「成長分

野をけん引する大学・高専の機能強化に向

けた基金による継続的支援」） 
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材・ナノテクノロジーなどを扱う「機械工

学」分野、センサ、光・量子、デバイスなど

を扱う「電気電子工学」分野について相互

的に理論と技術を身に付けた人材の育成を

行うことは『第５期科学技術基本計画』を

踏まえたものである。（資料３「第５期科学

技術基本計画概要」） 

一方で、経済産業省が２０１８年４月に

発表した「理工系人材需給状況に関する調

査結果概要」によると、企業アンケートに

おいて「５年後に技術者が不足すると予測

される分野」は機械工学、電力、通信・ネ

ットワーク、ハード・ソフトプログラム系

などとされており、これらの分野について

は引き続き技術者が不足することが懸念さ

れることから、今後の産業基盤を支えてい

く生産現場を作り操業する機械工学、それ

を駆動し制御する電気電子工学、そしてそ

れらを計測分析とコンピュータシステムで

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

統合する情報工学の三分野およびこれらの

三分野による情報通信技術やセンサ技術の

発達で得られたデータのみならずマーケテ

ィングなど様々なデータに内在する本質的

構造を見極め、数理的思考に基づいて解析・

問題解決に導くデータサイエンスを活用で

きる人材の育成・輩出していくことで現代

社会への貢献を図っていくものである。（資

料４「理工系人材需給状況に関する調査結

果概要」抜粋） 

本学の数理・データサイエンス学科、機

械工学科、電気電子工学科、情報工学科か

らなる理工学部の設置計画は、教育未来創

造会議第一次提言をはじめとする社会的な

背景や動向等を踏まえたものであり、本学

では、今般の理工学部の設置にあたり、文

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本学の理工学部の設置計画は、教育未来

創造会議第一次提言をはじめとする社会的

な背景や動向等を踏まえたものであり、本

学では、今般の理工学部の設置にあたり、

文部科学省の「大学・高専機能強化支援事

業（支援１）」の初回公募に応募し、選定さ
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部科学省の「大学・高専機能強化支援事業

（支援１）」の初回公募に応募し、選定され

ている。（資料５「「大学・高専機能強化支

援事業」審査結果について」（抜粋）） 

（３）地域社会を取り巻く状況 

本学が位置する茨木市および隣接する高

槻市は、名神高速道路茨木インターチェン

ジ、新名神高速道路高槻ジャンクション・

インターチェンジ、茨木千提寺インターチ

ェンジなど日本の大動脈となる交通網があ

るとともに、令和９年には新名神高速道路

が全線開通となる予定であることから、物

流の新拠点として重要な地理に所在してい

る。また、経済産業省「工業統計調査」に

よると、茨木市、高槻市の製造業の事業所

数は令和４年に大幅に増加しており、これ

に伴い従業者数も増加している。 

 

「第二期茨木市総合戦略」（令和３年３月

策定）において「生産技術量や研究開発力

にさらなる高度化を目指す一方で、産学の

連携についてはさらなる推進の余地があ

り、創意工夫を凝らした取組を進める」と

されている。またこの中で「産学連携は一

般的に理系の方が親和性が高く、本市に立

地する文系との連携は限られて」くると課

題感を挙げている。さらに、「新名神高速道

路など交通利便性の高い立地特性を生か

し、本市経済の成長・発展や雇用創出によ

る地域の活性化」などを支える企業の誘致

を進める計画とされており、重要業績評価

指標（ＫＰＩ）として「研究施設・生産施

設・物流施設等の新規立地件数」を２０２

れている。（資料３「「大学・高専機能強化

支援事業」審査結果について」（抜粋）） 

 

 

（３）地域社会を取り巻く状況 

 

 

（４）関連企業等からの要請 －人材需要に

関する調査結果から－ 

 （略） 

表．茨木市、高槻市における製造業の状況

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

茨木市 182 175 192 234

高槻市 182 185 174 230

茨木市 7923 7565 8787 9042

高槻市 9944 9798 10410 11225

経済産業省 2019年～2022年「工業統計調査」より

各年6月1日現在

事業所数

従業者数
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４年度までに累計１０件として、地域特性

をいかした産業施策と雇用促進を明確に打

ち出している。（資料６「第２期茨木市総合

戦略」（抜粋）） 

また、「高槻市産業・観光振興ビジョン（令

和３年４月～令和１３年３月）」において

は、新名神高速道路の高槻ジャンクション・

インターチェンジ設置等に伴い、周辺沿道

における土地利活用を促進するとしたうえ

で、「企業の進出動向や移転情報の収集に努

め、企業立地促進条例に基づく奨励制度を

活用して企業誘致を図っていく」として企

業誘致のＫＰＩとして企業立地促進条例に

基づく事業者指定数を「令和１２年度まで

に５０件」としている。（資料７「高槻市産

業・観光振興ビジョン（令和３年４月～令

和１３年３月）」（抜粋）） 

こうした茨木市、高槻市の企業誘致や産

業振興を実現するには、生産年齢人口の減

少による将来的な労働力不足、ＩＴ人材の

不足、データサイエンスの技能を持つ人材

需要の増大など地域社会が抱える課題に

対応しなければならない。ところが、茨木

市、高槻市においては、主に製造業を支え

るための人材を養成する機械工学、電気電

子工学を専門分野とする理系大学は所在

しないとともに、これらの技術と密接な関

係にある情報工学分野をあわせて設置す

る大学も所在しないこと、さらに理学、特

にデータサイエンス学を専門分野とする

大学もないことから、地域社会での人材需

要を十分に満たさないことが想定され、本

学が４つの専門分野からなる理工学部を

設置することは地域社会が抱える課題に

対応するためのものである。 

すなわち、今般設置を計画する理工学部
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においては、６０年近く茨木市に位置する

本学と地域の深い関係をもって、地域の経

済競争力の維持・向上、特に中小企業にお

けるＤＸ促進やデータドリブンな改善・革

新を後押しする人材を輩出することでこれ

らの活動の裾野を広げていき地域経済のボ

トムアップを図り、地域社会全体の競争力

向上を図ることを目指すものである。 

このような背景もあり、本学が位置する

茨木市、地域経済団体である茨木商工会議

所及び大阪商工会議所、さらに一般社団法

人関西経済同友会からは、資料８，９，１

０，１１の通り、本学理工学部の設置に対

する要望がなされている。（資料８「茨木市

からの追手門学院大学理工学部設置に関

する要望書」、資料９「茨木商工会議所から

の追手門学院大学理工学部設置に関する

要望書」、資料１０「大阪商工会議所からの

追手門学院大学理工学部設置に関する要

望書」、資料１１「関西経済同友会からの追

手門学院大学理工学部設置に関する要望

書」） 

さらに、公益社団法人関西経済連合会か

らは、資料１２の通り、本学理工学部に対

する期待が寄せられている。（資料１２「関

西経済連合会からの追手門学院大学理工

学部設置への期待」） 

（４）関連企業等からの要請 －人材需要

に関する調査結果から－ 

（略） 

 

 

（新旧対照表）「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」４ページ 

新 旧 

（２）人材需要の社会的な動向等 

① 新設組織で養成する人材の全国的、地域

（２）人材需要の社会的な動向等 

 ① 新設組織で養成する人材の全国的、地
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的、社会的動向の分析 

 １ 新設組織で養成する人材の全国的、

社会的動向 

文部科学省では、豊かさを実感できる社会

の実現に向けて、「未来を築く最先端研究開

発から、グローバルに人々の生活を一変させ

る全く新しい商品開発、日常生活を堅実に支

える製品開発・運用まで、新しいアイデアと

高い技術力を駆使し実用へと導くことのでき

る付加価値の高い理工系人材は、欠くことの

できない存在であり、理工系人材の質的充

実・量的確保に向け、戦略的に人材育成に取

り組んでいく必要がある」として、理工系人

材の戦略的育成の必要性を掲げている。（資

料１「理工系人材育成戦略」（抜粋）） 

また、我が国では、「デジタル、グリーン

等の成長分野の人材不足や理工系の学生割合

が諸外国に比べて低い状況にあり、成長分野

をけん引する高度人材の育成・輩出を担う大

学の機能強化が喫緊の課題である」として、

成長分野への学部再編等の取組に対する新た

な基金の創設による機動的かつ継続的な支援

にむけて、独立行政法人大学改革支援・学位

授与機構の目的及び業務の追加に係る法改正

を行うとともに、令和４年度第２次補正予算

において３，００２億円の措置がなされてい

る。（資料２「成長分野をけん引する大学・

高専の機能強化に向けた基金による継続的支

援」） 

さらに、内閣府が提言する『第５期科学技

術基本計画』において、「超スマート社会」

における競争⼒向上と基盤技術の戦略的強化

のうち、基盤技術については「超スマート社

会サービスプラットフォームに必要となる技

術（サイバーセキュリティ、ＩｏＴシステム

構築、ビッグデータ解析、ＡＩ、デバイスな

域的、社会的動向の分析 

 １ 新設組織で養成する人材の全国的、社

会的動向 

文部科学省では、「豊かさを実感できる社会の

実現に向けて、未来を築く最先端研究開発か

ら、グローバルに人々の生活を一変させる全

く新しい商品開発、日常生活を堅実に支える

製品開発・運用まで、新しいアイデアと高い

技術力を駆使し実用へと導くことのできる付

加価値の高い理工系人材は、欠くことのでき

ない存在であり、理工系人材の質的充実・量

的確保に向け、戦略的に人材育成に取り組ん

でいく必要がある」として、理工系人材の戦

略的育成の必要性を掲げている。（資料１「理

工系人材の戦略的育成の必要性」（抜粋）） 

また、我が国では、「デジタル、グリーン等の

成長分野の人材不足が顕著で、理工系の学生

割合が諸外国に比べて低い状況にあり、これ

らの分野をけん引する高度人材の育成・輩出

を担う大学の機能強化は喫緊の課題である」

として、成長分野への学部再編等の取組に対

する新たな基金の創設による機動的かつ継続

的な支援にむけて、独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構の目的及び業務の追加に係

る法改正を行うとともに、令和４年度第２次

補正予算において 3,002 億円の措置がなされ

ている。（資料２「成長分野をけん引する大学・

高専の機能強化に向けた基金による継続的支

援」） 
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ど）と、新たな価値創出のコアとなる強みを

有する技術（ロボット、センサ、バイオテク

ノロジー、素材・ナノテクノロジー、光・量

⼦など）について、中⻑期視野から高い達成

⽬標を設定し、その強化を図る」とされてい

る。（資料３：「第５期科学技術基本計画 概

要」）このことから、「超スマート社会サービ

スプラットフォームに必要となる技術」とさ

れるサイバーセキュリティ、ＩｏＴシステム

構築などを担う「情報工学」分野、ビッグデ

ータ解析、ＡＩなどを扱う「数理科学、デー

タサイエンス」分野と、「新たな価値創出の

コアとなる強みを有する技術」のうちロボッ

ト、素材・ナノテクノロジーなどを扱う「機

械工学」分野、センサ、光・量⼦、デバイス

などを扱う「電気電子工学」分野について

相互的に理論と技術を身に付けた人材の育成

を行うことは『第５期科学技術基本計画』を

踏まえたものである。（資料３「第５期科学

技術基本計画概要」） 

一方で、経済産業省が２０１８年４月に発

表した「理工系人材需給状況に関する調査結

果概要」によると、企業アンケートにおいて

「５年後に技術者が不足すると予測される分

野」は機械工学、電力、通信・ネットワー

ク、ハード・ソフトプログラム系などとされ

ており、これらの分野については引き続き技

術者が不足することが懸念されることから、

今後の産業基盤を支えていく生産現場を作り

操業する機械工学、それを駆動し制御する電

気電子工学、そしてそれらを計測分析とコン

ピュータシステムでデジタルトランスフォー

メーション（ＤＸ）統合する情報工学の三分

野およびこれらの三分野による情報通信技術

やセンサ技術の発達で得られたデータのみな

らずマーケティングなど様々なデータに内在
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する本質的構造を見極め、数理的思考に基づ

いて解析・問題解決に導くデータサイエンス

を活用できる人材の育成・輩出していくこと

で現代社会への貢献を図っていくものであ

る。（資料４「理工系人材需給状況に関する

調査結果概要」抜粋） 

本学の数理・データサイエンス学科、機械

工学科、電気電子工学科、情報工学科からな

る理工学部の設置計画は、教育未来創造会議

第一次提言をはじめとする社会的な背景や動

向等を踏まえたものであり、本学では、今般

の理工学部の設置にあたり、文部科学省の

「大学・高専機能強化支援事業（支援１）」

の初回公募に応募し、選定されている。（資

料５「「大学・高専機能強化支援事業」審査

結果について」（抜粋）） 

２ 地域社会を取り巻く状況 

本学が位置する茨木市および隣接する高槻

市は、名神高速道路茨木インターチェンジ、

新名神高速道路高槻ジャンクション・インタ

ーチェンジ、茨木千提寺インターチェンジな

ど日本の大動脈となる交通網があるととも

に、令和９年には新名神高速道路が全線開通

となる予定であることから、物流の新拠点と

して重要な地理に所在している。また、経済

産業省「工業統計調査」によると、茨木市、

高槻市の製造業の事業所数は令和４年に大幅

に増加しており、これに伴い従業者数も増加

している。 

 

「第２期茨木市総合戦略」（令和３年３月

策定）において「生産技術量や研究開発力に

 

 

 

 

 

 

本学の理工学部の設置計画は、教育未来創造

会議第一次提言をはじめとする社会的な背景

や動向等を踏まえたものであり、本学では、

今般の理工学部の設置にあたり、文部科学省

の「大学・高専機能強化支援事業（支援１）」

の初回公募に応募し、選定されている。（資料

３「「大学・高専機能強化支援事業」審査結果

について」（抜粋）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、本学が位置する大阪府茨木市では、

「第２期茨木市総合戦略」（令和３年３月策

表．茨木市、高槻市における製造業の状況

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

茨木市 182 175 192 234

高槻市 182 185 174 230

茨木市 7923 7565 8787 9042

高槻市 9944 9798 10410 11225

経済産業省 2019年～2022年「工業統計調査」より

各年6月1日現在

事業所数

従業者数
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さらなる高度化を目指す一方で、産学の連携

についてはさらなる推進の余地があり、創意

工夫を凝らした取組を進める」とされてい

る。またこの中で「産学連携は一般的に理系

の方が親和性が高く、本市に立地する文系と

の連携は限られて」くると課題感を挙げてい

る。さらに、「新名神高速道路など交通利便

性の高い立地特性を生かし、本市経済の成

長・発展や雇用創出による地域の活性化」な

どを支える企業の誘致を進める計画とされて

おり、重要業績評価指標（ＫＰＩ）として

「研究施設・生産施設・物流施設等の新規立

地件数」を２０２４年度までに累計１０件と

して、地域特性をいかした産業施策と雇用促

進を明確に打ち出している。（資料６「第２

期茨木市総合戦略」（抜粋）） 

また、「高槻市産業・観光振興ビジョン

（令和３年４月～令和１３年３月）」におい

ては、新名神高速道路の高槻ジャンクショ

ン・インターチェンジ設置等に伴い、周辺沿

道における土地利活用を促進するとしたうえ

で、「企業の進出動向や移転情報の収集に努

め、企業立地促進条例に基づく奨励制度を活

用して企業誘致を図っていく」として企業誘

致のＫＰＩとして企業立地促進条例に基づく

事業者指定数を「令和１２年度までに５０

件」としている。（資料７「高槻市産業・観

光振興ビジョン（令和３年４月～令和１３年

３月）」（抜粋）） 

こうした茨木市、高槻市の企業誘致や産業

振興を実現するには、生産年齢人口の減少に

よる将来的な労働力不足、ＩＴ人材の不足、

データサイエンスの技能を持つ人材需要の増

大など地域社会が抱える課題に対応しなけれ

ばならない。ところが、茨木市、高槻市にお

いては、主に製造業を支えるための人材を養

定）において「生産技術力や研究開発力のさ

らなる高度化をめざす一方で、産学の連携に

ついてはさらなる推進の余地があり、創意工

夫を凝らした取組を進める」とされている。

またこの中で「産学連携は一般的に理系の方

が親和性が高く、本市に立地する文系との連

携は限られて」くると課題感に言及されてい

る。（資料４「第２期茨木市総合戦略」（抜粋）） 
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成する機械工学、電気電子工学を専門分野と

する理系大学は所在しないとともに、これら

の技術と密接な関係にある情報工学分野をあ

わせて設置する大学も所在しないこと、さら

に理学、特にデータサイエンス学を専門分野

とする大学もないことから、地域社会での人

材需要を十分に満たさないことが想定され、

本学が４つの専門分野からなる理工学部を設

置することは地域社会が抱える課題に対応す

るためのものである。 

すなわち、今般設置を計画する理工学部に

おいては、６０年近く茨木市に位置する本学

と地域の深い関係をもって、地域の経済競争

力の維持・向上、特に中小企業におけるＤＸ

促進やデータドリブンな改善・革新を後押し

する人材を輩出することでこれらの活動の裾

野を広げていき地域経済のボトムアップを図

り、地域社会全体の競争力向上を図ることを

目指すものである。 

このような背景もあり、本学が位置する茨

木市、地域経済団体である茨木商工会議所及

び大阪商工会議所、さらに一般社団法人関西

経済同友会からは、資料８，９，１０，１１

の通り、本学理工学部の設置に対する要望が

なされている。（資料８「茨木市からの追手

門学院大学理工学部設置に関する要望書」、

資料９「茨木商工会議所からの追手門学院大

学理工学部設置に関する要望書」、資料１０

「大阪商工会議所からの追手門学院大学理工

学部設置に関する要望書」、資料１１「関西

経済同友会からの追手門学院大学理工学部設

置に関する要望書」） 

さらに、公益社団法人関西経済連合会から

は、資料１２の通り、本学理工学部に対する

期待が寄せられている。（資料１２「関西経

済連合会からの追手門学院大学理工学部設置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような背景もあり、本学が位置する大

阪府茨木市、地域経済団体である茨木商工会

議所及び大阪商工会議所、さらに一般社団法

人関西経済同友会からは、資料５、６、７、８

の通り、本学理工学部の設置に対する要望が

なされている。（資料５「茨木市からの追手門

学院大学理工学部設置に関する要望書」、資料

６「茨木商工会議所からの追手門学院大学理

工学部設置に関する要望書」、資料７「大阪商

工会議所からの追手門学院大学理工学部設置

に関する要望書」、資料８「関西経済同友会か

らの追手門学院大学理工学部設置に関する要

望書」） 

さらに、公益社団法人関西経済連合会から

は、資料９の通り、本学理工学部に対する期

待が寄せられている。（資料９「関西経済連合

会からの追手門学院大学理工学部設置への期
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への期待」） 待」） 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

１．－（２） 

設置の必要性、養成する人材像、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシーをいう。以下同じ。）について、以下の点を明確にすると

ともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（２）本学科の養成する人材像について、「電気電子工学の専門領域に係る教育研究から、基

本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能力をもって社会に貢献する職業人」を掲げている

が、「電気電子工学」の素養をどのように定義しているのか具体的な説明がないため、本学科

の養成する人材像が判然としない。このため、本学科の養成する人材像に掲げる「電気電子工

学」の素養について明確かつ具体的に説明するとともに、本学科の掲げる養成する人材像を適

切に改めること。 

 

（対応） 

本学科の養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素養について明確かつ具体的に説明した

うえで、本学科の掲げる養成する人材像を適切に改めた。 

 

（説明） 

本学科の養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素養は、「電気電子工学に関する「電磁

気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信理論」

など」を身に付けることと定義している。 

また、審査意見１（１）への対応から、理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点と、理学

分野、工学分野においても倫理的規範をもつ人材を輩出することを目指すとしたことを踏まえ

て、当初計画において養成する人材像として掲げていた「幅広く深い教養及び主体的な判断力と

豊かな人間性を身に付け、電気電子工学の専門領域に係る教育研究から、基本原理の理解と基礎

的な技術力、問題解決能力をもって社会に貢献する職業人」について見直し、「幅広く深い教養

及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付け、倫理観をもって理学と工学の両方の立場から

の基礎的な視点をもち、電気電子工学に関する「電磁気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電

気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信理論」などの専門領域に係る教育研究から、基

本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能力をもって、現代社会の諸課題に対して電気電子の

技術をもって取り組むことで社会に貢献する職業人」として、本学科の養成する人材像が判然と

なるよう改めた。 

 

（新旧対照表）「設置等の趣旨を記載した書類（本文）」９ページ 

新 旧 

①設置の趣旨及び必要性 ①設置の趣旨及び必要性 
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３ 研究対象とする学問分野及び養成する人

材像 

（１）理工学部 

（略） 

（２）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（３）機械工学科 

（略） 

（４）電気電子工学科 

電気電子工学科では、組織として研究対

象とする中心的な学問分野を「工学分野」

として、電気電子工学分野に関する教育研

究を通して、「電気電子工学に関する基礎

的・基本的な知識と技能の修得のもと、電

気電子工学の理論や手法を活用し、電気電

子工学に関する諸活動を主体的・合理的に

行うことのできる能力と態度を育成するこ

とを教育研究上の目的とする」こととする。 

また、電気電子工学科では、「幅広く深い

教養及び主体的な判断力と豊かな人間性を

身に付け、倫理観をもって理学と工学の両

方の立場からの基礎的な視点をもち、電気

電子工学に関する「電磁気学」「電気電子回

路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力

工学」「制御工学」「情報通信理論」などの

専門領域に係る教育研究から、基本原理の

理解と基礎的な技術力、問題解決能力をも

って、現代社会の諸課題に対して電気電子

の技術をもって取り組むことで社会に貢献

する職業人」を養成する。 

 

３ 研究対象とする学問分野及び養成する人

材像 

（１）理工学部 

（略） 

（２）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（３）機械工学科 

（略） 

（４）電気電子工学科 

電気電子工学科では、組織として研究対

象とする中心的な学問分野を「工学分野」

として、電気電子工学分野に関する教育研

究を通して、「電気電子工学に関する基礎

的・基本的な知識と技能の習得のもと、電

気電子工学の理論や手法を活用し、電気電

子工学に関する諸活動を主体的・合理的に

行うことのできる能力と態度を育成するこ

とを教育研究上の目的とする」こととする。 

また、電気電子工学科では、「幅広く深い

教養及び主体的な判断力と豊かな人間性を

身に付け、電気電子工学の専門領域に係る

教育研究から、基本原理の理解と基礎的な

技術力、問題解決能力をもって社会に貢献

する職業人」を養成する。 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

１．－（３） 

設置の必要性、養成する人材像、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシーをいう。以下同じ。）について、以下の点を明確にすると

ともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（３）審査意見１（２）のとおり、養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素養をどのよ

うに定義しているか不明確であるため、本学科の掲げるディプロマ・ポリシー及びカリキュラ

ム・ポリシーの妥当性についても判断することができない。このため、関連する審査意見への

対応を踏まえつつ、養成する人材像に整合したディプロマ・ポリシーや、ディプロマ・ポリシ

ーに整合したカリキュラム・ポリシーが適切に設定されていることについて、図や表を用いつ

つ具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

審査意見１（２）を踏まえて、「電気電子工学」の素養をどのように定義しているか明確にし

たうえで、養成する人材像を見直すとともに、養成する人材像に整合したディプロマ・ポリシー

や、ディプロマ・ポリシーに整合したカリキュラム・ポリシーが適切に設定されていることにつ

いて、図を用いつつ具体的に説明した。 

 

（説明） 

本学科の養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素養は、「電気電子工学に関する「電磁

気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信理論」

など」を身に付けることと定義している。 

このことから、養成する人材像について、「幅広く深い教養及び主体的な判断力と豊かな人間

性を身に付け、倫理観をもって理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点をもち、電気電子工

学に関する「電磁気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工

学」「情報通信理論」などの専門領域に係る教育研究から、基本原理の理解と基礎的な技術力、

問題解決能力をもって、現代社会の諸課題に対して電気電子の技術をもって取り組むことで社

会に貢献する職業人」として改めた。 

この本学科の養成する人材像の見直しに伴い、当初計画においてディプロマ・ポリシーとして

掲げていたうち、次のディプロマ・ポリシーについてとして、養成する人材像に整合したディプ

ロマ・ポリシーとなるよう改めたうえで、カリキュラム・ポリシーについても改めた。 

 

ディプロマ・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学に必要な自然科学の基本原理を習得し、学部共通となる基礎的な知識・技能、思
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考法を身に付けている。」 

（新） 

DP2「電気電子工学に必要な自然科学の基本を修得するとともに、倫理観をもって理学と工学の

両方の立場から物事を捉えるための基礎的な知識・技能、思考法を身に付けている。 

カリキュラム・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学に必要な自然科学の基本原理を習得するための科目群を設ける。」 

（新） 

CP2「電気電子工学に必要な自然科学の基本を修得するとともに、倫理観をもって理学と工学の

両方の立場から物事を捉えるための基礎的な知識と技能を修得するための科目群を設ける。」 

 

ディプロマ・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学分野に関する専門的な知識を習得しているとともに、電気電子工学の専門知識・

技能を駆使でき、課題解決や価値創造を行うにあたって基盤となる思考力を有している。」 

（新） 

DP3「電気電子工学に関する基礎的・実践的な知識の理解・技能の修得のもと、修得した知識・

技能を応用する能力を有するとともに、課題解決をするための思考力を有している。」 

カリキュラム・ポリシー 

（旧） 

「各々の興味関心に基づき、課題を発見し解決するための専門的な知識・技能を得るための科目

群を設ける。」 

（新） 

CP5「各々の興味関心に基づき、電気電子工学が社会にどのように応用されているのかを知ると

ともに、課題を発見し解決するための思考力を得るための科目群を設ける。」 

 

ディプロマ・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学分野との関連性や応用性を有する科学技術の諸分野に関する基礎的な知識や技

術を身に付けている。」 

（新） 

DP4「電気電子工学との関連性や応用性を有する数理科学、データサイエンス分野や情報分野、

工業分野に関する基礎的な知識や技能を身に付けている。」 

カリキュラム・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学分野との関連性や応用性が深い情報分野や工業分野に関する基礎的な教育内容
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を取り扱うための科目群を設ける。」 

（新） 

CP6「電気電子工学との関連性や応用性が深い数理科学、データサイエンス分野や情報分野、工

業分野に関する基礎的な教育内容を取り扱うための科目群を設ける。」 

 

 

ディプロマ・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学に関する課題を発見し、科学的な根拠に基づく課題の解決策を主体的に探究す

るための基礎的な研究能力を習得している。」 

（新） 

DP5「これまでに修得した知識・技能を活用して、電気電子工学に関する社会における課題を発

見し、主体的に向き合って解決する能力を修得している。」 

カリキュラム・ポリシー 

（旧） 

「電気電子工学に関連する研究意識や研究手法と問題発見方法や課題解決手法の習得及び批判

力、論理性、表現力を高めるための科目群を設ける。」 

（新） 

CP7「卒業研究を通して、電気電子工学に関連する問題発見方法や課題解決手法の修得及び批判

力、論理性、表現力を高めるための科目群を設ける。」 

 

 

 さらに審査意見１（１）への対応から、理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点と、理学

分野、工学分野においても倫理的規範をもつ人材を輩出することを目指すとしたことを踏まえ

て、「幅広く深い教養及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付け、倫理観をもって理学と工

学の両方の立場からの基礎的な視点をもち、電気電子工学に関する「電磁気学」「電気電子回路」

「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信理論」などの専門領域に係

る教育研究から、基本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能力をもって、現代社会の諸課題

に対して電気電子の技術をもって取り組むことで社会に貢献する職業人」として、本学科の養成

する人材像が判然となるよう改めた。 

 

 以上の対応により、養成する人材像とディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーの整合

性については次の表のように整理することができる。 

 

表 電気電子工学科の養成する人材像とディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの相

関 
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養成する人材像 ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー 

幅広く深い教養及び主体

的な判断力と豊かな人間

性を身に付け、倫理観をも

って理学と工学の両方の

立場からの基礎的な視点

をもち、電気電子工学に関

する「電磁気学」「電気電子

回路」「電気電子材料」「電

気電子計測」「電力工学」

「制御工学」「情報通信理

論」などの専門領域に係る

教育研究から、基本原理の

理解と基礎的な技術力、問

題解決能力をもって、現代

社会の諸課題に対して電

気電子の技術をもって取

り組むことで社会に貢献

する職業人 

DP1 

職業生活や社会生活で必要

となる汎用的技能や現代社

会に関する幅広い知識と主

体的な職能開発や自主的な

学習態度を修得している。 

 

CP1 

日本語と外国語によるコミ

ュニケーション能力、数的

処理能力や情報リテラシー

及び人と社会や自然との関

わりの理解、職能開発力を

高めるための科目群を設け

る。 

DP2  

電気電子工学に必要な自然

科学の基本を修得するとと

もに、倫理観をもって理学

と工学の両方の立場から物

事を捉えるための基礎的な

知識・技能、思考法を身に

付けている。 

CP2  

電気電子工学に必要な自然

科学の基本を修得するとと

もに、倫理観をもって理学

と工学の両方の立場から物

事を捉えるための基礎的な

知識と技能を修得するため

の科目群を設ける。 

DP3  

電気電子工学に関する基礎

的・実践的な知識の理解・

技能の修得のもと、修得し

た知識・技能を応用する能

力を有するとともに、課題

解決をするための思考力を

有している。 

CP3 

電気電子工学を修得するう

えでの基礎となる知識・技

能を修得するための科目群

を設ける。 

CP4  

電気電子工学に関する理論

とその実践に関する専門的

な知識・技能を得るための

科目群を設ける。 

CP5 

各々の興味関心に基づき、

電気電子工学が社会にどの

ように応用されているのか

を知るとともに、課題を発

見し解決するための思考力

を得るための科目群を設け

る。 

DP4  CP6 
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電気電子工学との関連性や

応用性を有する数理科学、

データサイエンス分野や情

報分野、工業分野に関する

基礎的な知識や技能を身に

付けている。 

電気電子工学との関連性や

応用性が深い数理科学、デ

ータサイエンス分野や情報

分野、工業分野に関する基

礎的な教育内容を取り扱う

ための科目群を設ける。 

DP5  

これまでに修得した知識・

技能を活用して、電気電子

工学に関する社会における

課題を発見し、主体的に向

き合って解決する能力を修

得している。 

CP7 

卒業研究を通して、電気電

子工学に関連する問題発見

方法や課題解決手法の修得

及び批判力、論理性、表現

力を高めるための科目群を

設ける。 

 

なお、カリキュラム・ポリシーにおいては到達目標を設定することで本学科の学生が身に付け

る知識・技能を明確に示すこととする。 

 

CP1 

日本語と外国語によるコミュニケーション能力、数的処理能力や情報リテラシー及び人と社会

や自然との関わりの理解、職能開発力を高めるための科目群を設ける。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 

【知識・理解】 

・日本語と外国語によるコミュニケーション能力、数的処理能力や情報リテラシーに関する知

識・技能を修得する。 

 →共通教育科目のうち「ファウンデーション科目群」は、市民教養および専門科目の学びの基

礎となるスキルやマインドを確保し実践に活かすことを目的とし、「初年次科目」、「外国言

語科目」、「体育科目」から編成する。「初年次科目」では、大学での学修に求められるコン

ピュータの基本スキル、数的処理能力、論理的な文章作成能力などの力を身に付けることを

目的として、「数的処理入門」「日本語表現」「コンピュータ入門１」「コンピュータ入門２」

の４科目６単位を選択科目として配置する。「外国言語科目」では、大学での学修・研究、

及び社会生活で必要となる外国語の知識と運用能力を修得する科目として、「総合英語１」

「総合英語２」など４科目６単位を必修科目として配置するとともに、１６科目１２単位を

選択科目として配置する。「体育科目」では、体力増進や健康維持のみならず、人間の心と

身体のあり方を探求する科目として、「スポーツ実習１」など４科目４単位を選択科目とし

て配置する。以上の教育課程によって、日本語と外国語によるコミュニケーション能力、数

的処理能力や情報リテラシーに関する知識・技能を修得するものとする。 
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・人と社会や自然とのかかわりを理解する。 

 →共通教育科目のうち「リベラルアーツ・サイエンス科目群」は人と社会と自然のかかわりを

理解し、現代社会の価値観の多様性や広がりについて学びを深めるとともに、多角的なもの

の見方ととらえ方、および様々な方法論に触れることで生活や社会に活かす経験を積むこ

とを目的とし、「リベラルアーツ・サイエンス系科目」「人文学系科目」「社会科学系科目」

「自然科学系科目」から編成する。「リベラルアーツ・サイエンス系科目」では、自身の興

味・関心領域の広げ方や、学びの進め方を修得する科目として、「知の探究」「未来課題」「Ｌ

＆Ｓゼミ」の３科目６単位を選択科目として配置する。「人文学系科目」「社会科学系科目」

および「自然科学系科目」では、人と社会と自然のかかわりを理解し、専門教育の枠を超え

た広い領域の知識を身に付ける科目として３０科目７６単位を主として 1 年次に配置する。

以上の教育課程によって、人と社会や自然とのかかわりを理解し知識を修得するものとす

る。 

・職能開発力を高めて身に付ける。 

 →共通教育科目のうち「主体的学び科目群」は学習者自らが行動する社会的な学びの場を設け

るとともに、中長期の目標に沿った自主的・自律的なキャリア開発・選択のためのスキル・

態度・方法論を身に付けることを目的とし、「キャリア形成系科目」「キャリア展開系科目」

から編成する。「キャリア形成系科目」では、生涯にわたって学び続けるために必要とされ

るキャリアを選択・開発するためのスキルと態度を修得することを目的とし、「キャリアデ

ザイン」「リーダーシップ入門」など９科目１７単位を選択科目として配置する。「キャリア

展開系科目」では、自らが行動する社会的な学びの場を広げて体験的かつ共同的に学ぶ経験

を積むことを目的とし、「リーダーシップゼミナール１」など２２科目４６単位を選択科目

とし、科目の特性に合わせて１～４年次に配置し、職能開発力を高めて身に付けるものとす

る。 

 

CP2  

電気電子工学に必要な自然科学の基本を修得するとともに、倫理観をもって理学と工学の両方

の立場から物事を捉えるための基礎的な知識と技能を修得するための科目群を設ける。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 

【倫理観】 

・技術にまつわる倫理的問題の理解とそれに対応するための知識や考え方を身に付ける。 

→１年次前期配当の必修科目「理工学概論」において基礎的な倫理観について概観するととも

に、３年次前期配当の必修科目「技術者倫理」において技術にまつわる倫理的問題の理解と

それに対応するための知識や考え方を身に付けるものとする。 

 

【理学と工学の両方の立場から物事を捉えるための基礎的な知識】 

・科学の歴史や社会との関係を学び、理学や工学の現代社会における役割や責任を理解し、その
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基礎となる数学や物理学の基礎的な知識を修得する。 

 １年次前期配当の必修科目「理工学概論」において数理科学・データサイエンス学、機械工学、

電気電子工学、情報工学の各分野を概観、その歴史や社会との関係を学び、理学や工学の現

代社会における役割や責任を理解するものとする。また、基礎となる数学について 1年次前

期・後期配当の必修科目「微分積分学Ⅰ」「微分積分学Ⅱ」「線形代数学Ⅰ」「線形代数学

Ⅱ」において知識を修得するとともに、基礎となる物理学については１年次前期配当の必修

科目「基礎物理学」において知識を修得、２年次後期配当の選択科目「科学技術英語」にお

いて専門分野で必要な英語力の向上させるための知識を修得するものとする。 

・デジタル社会の基礎的な素養としての統計やデータサイエンスの基礎的な知識を修得する。 

 →1 年次前期配当の必修科目「データサイエンス基礎」においてデータサイエンスのリテラシ

ーを含む基礎的な知識を修得するとともに、1年次後期配当の必修科目「入門統計学」にお

いてデータ処理に必要な統計学の基礎的な知識を修得するものとする。 

 

【理学と工学の両方の立場から物事を捉えるための基礎的な技能】 

・基礎的な数学、物理学の知識を応用するための技能を修得する。 

→1年次前期・後期配当の必修科目「微分積分演習Ⅰ」「微分積分演習Ⅱ」「線形代数学演習Ⅰ」

「線形代数学演習Ⅱ」において基礎的な数学の知識を応用する能力を涵養するとともに、1

年次後期配当の必修科目「基礎物理学実験」において基本的な物理現象の理解とデータの取

得・解析、それを基にレポートを作成する技能を修得するものとする。 

・プログラミングの基本文法の修得と理工系で必要となるモジュールの使い方を修得する。 

 →１年次前期配当の必修科目「プログラミングⅠ」において Python の基本文法の知識、理工

系で必要となるモジュールの使い方とその実践のための技能を修得するとともに、１年次

後期・２年次前期配当の選択科目「プログラミングⅡ」「プログラミングⅢ」においてＣ言

語についての学びを深めるものとする。 

・理学と工学のそれぞれの立場から物事を捉え、協働して課題を解決する技能を修得する。 

 →CP2「電気電子工学に必要な自然科学の基本を修得するとともに、倫理観をもって理学と工

学の両方の立場から物事を捉えるための基礎的な知識と技能を修得するための科目群を設け

る。」で身に付けてきた知識・技能および機械工学を修得するうえでの基礎となる知識を身に

付けたうえで、理工学部数理・データサイエンス学科、機械工学科、電気電子工学科、情報工

学科のそれぞれの立場から物事を捉え、協働して課題を解決する技能を修得するために３年

次前期配当の必修科目「理工学プロジェクト」を配置し、理学と工学の両方の立場から物事を

捉える技能を修得させるものとする。 

 

CP3 

電気電子工学を修得するうえでの基礎となる知識・技能を修得するための科目群を設ける。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 
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【基礎となる知識】 

・電気電子工学の社会との関わりを理解し、電気電子工学の基礎となる電磁気、回路、材料の基

礎的な知識を理解する。 

 →１年次後期配当の必修科目「電気電子工学概論」において電気電子工学と社会との関わりを

概観するとともに、２年次前期配当の必修科目「電磁気学Ⅰ」で電磁気の基礎的な知識を、

２年次前及び後期期配当の必修科目「電気回路Ⅰ」「電子回路Ⅰ」「デジタル回路」において

電気電子工学の基礎となる回路の知識を修得させるとともに、２年次前期配当の必修科目

「物性基礎論」で材料の基礎的な知識を理解させるものとする。 

 

【基礎となる技能】 

・電気電子工学の基礎的な実験装置の取り扱い、データの取得とその解析、それを基にレポート

を作成する技能を修得する。 

 →２年次前期配当として「電気電子工学演習」を必修科目として配置することで「電磁気学Ⅰ」

「電気回路Ⅰ」「電子回路Ⅰ」にて修得した知識を応用する技能を修得するとともに、２年

次後期・３年次前期配当の必修科目「電気電子工学実験Ⅰ」「電気電子工学実験Ⅱ」におい

て電気電子工学の基礎的な実験装置の取り扱い用法やデータの取得とその解析、それを基

にレポートを作成する技能を修得させるものとする。 

 

CP4 

電気電子工学に関する理論とその実践に関する専門的な知識・技能を得るための科目群を設け

る。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 

【実践に関する専門的な知識】 

・電気電子工学の基礎的な知識を理解したうえで、関連する専門的な知識を理解する。 

 →２年次後期に配当する選択科目「電気回路Ⅱ」「電子回路Ⅱ」において回路の実践的な知識

を修得するとともに、２年次前期から３年次後期に配当する選択科目は、電磁気に関する

「電磁気学Ⅱ」、材料に関する「量子力学」「電気電子材料Ⅰ」「電気電子材料Ⅱ」「電気機器

学」、計測に関する「電気電子計測」、電力工学に関する「電力工学」「エネルギー変換工学」、

制御工学に関する「制御工学Ⅰ」「制御工学Ⅱ」、情報通信理論に関する「波形処理」「情報

理論」とし、それぞれの実践に関する専門的な知識を修得し理解を深めるものとする。 

 

【実践に関する専門的な技能】 

・回路設計の基礎を理解し、アナログ回路やプリント基板を設計する技能を修得する。 

 →３年次前期配当の選択科目「電気電子回路設計Ⅰ」及び、３年次後期配当の選択科目「「電

気電子回路設計Ⅱ」において、回路設計の基礎を理解し、アナログ回路やプリント基板を設

計する技能を修得するものとする。 
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【電気電子工学に関する実践】 

・チームで課題解決にあたる技能と課題を解決するための発想力、思考力、その成果をまとめて

発表する技能の修得をする。 

 →電気電子工学の基礎的・実践的な知識の理解、技能の修得のもと、これらを応用する能力を

修得するために、チームで課題解決にあたる技能と課題を解決するための発想力、思考力、

その成果をまとめて発表する技能の修得することを目的とする「電気電子工学プロジェク

ト」を３年次前期に必修科目として配置し、課題解決をするための能力を涵養するものとす

る。 

 

CP5 

各々の興味関心に基づき、電気電子工学が社会にどのように応用されているのかを知るととも

に、課題を発見し解決するための思考力を得るための科目群を設ける。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 

【課題を発見し解決するための知識】 

・電気電子工学に関する技術が社会実装された事例を学び、電気電子工学がどのように社会課題

を解決しているかを理解する。 

→「専門基礎科目」「専門基幹科目」で修得した知識・技能が社会で応用されていることを知

るための授業科目として「量子エレクトロニクス」「放電・プラズマ工学」「半導体・電子デ

バイス工学」「次世代エネルギー工学」「パワーエレクトロニクス」「モータ制御工学」「情報

通信ネットワーク」「光通信」「無線通信システム」を選択科目として配置し、課題解決を行

うにあたっての基盤となる思考力を涵養するものとする。 

 

CP6 

電気電子工学との関連性や応用性が深い数理科学、データサイエンス分野や情報分野、工業分

野に関する基礎的な教育内容を取り扱うための科目群を設ける。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 

・電気電子工学との関連性や応用性が深い数理科学、データサイエンス分野や情報分野、工業分

野に関する基礎的な内容を理解する。 

→数理科学、データイエンス分野に関する授業科目として「確率・統計」「オペレーションズ・

リサーチ」「微分方程式」「機械学習Ⅰ」、情報分野に関する授業科目として「人工知能」「情

報セキュリティ」「自然言語処理」などの知識を修得する授業科目を配置することとする。

また、工業分野に関する授業科目として「機械力学Ⅰ」などの四力学や「機械材料」「機械

加工」「ロボットの機構と運動」などの知識を修得する授業科目を配置し、電気電子工学と

の関連性や応用性を有する数理科学、データサイエンス分野や情報分野、工業分野に関する

基礎的な知識や技術を身に付けることとする。 
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CP7 

卒業研究を通して、電気電子工学に関連する問題発見方法や課題解決手法の修得及び批判力、

論理性、表現力を高めるための科目群を設ける。 

＜到達目標と授業科目の関係性＞ 

・自主的に実験・解析・設計・試作等を計画し、継続して研究に取り組み、得られた成果に考察

を加えることができる。  

・成果を卒業論文または卒業制作としてまとめることができる。 

・研究成果を口頭で発表し、討議できる。 

→演習形式である「卒業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」「卒業研究Ⅲ」を配置することで、電気電子工

学の専門分野に関する包括的な理解を獲得し、そこにおける思考方法やスキルを理解し身

に付け、当該分野に関する分析力・理解力を養い、各人が主体的に取り組む研究活動の基礎

を養うことにより、電気電子工学に関する社会における課題を発見し、主体的に向き合って

解決する能力を修得するものとする。 

 

添付資料１ 電気電子工学科カリキュラムマップ 

添付資料２ 電気電子工学カリキュラムツリー 

 

（新旧対照表）「設置等の趣旨を記載した書類（本文）」１６ページ 

新 旧 

①設置の趣旨及び必要性 

（略） 

４ 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編

成・実施の方針及び入学者受け入れの方針 

（１）数理・データサイエンス学科 

（略）） 

（２）機械工学科 

（略） 

（３）電気電子工学科 

１）卒業認定・学位授与の方針 

DP1 職業生活や社会生活で必要となる汎用的

技能や現代社会に関する幅広い知識と主

体的な職能開発や自主的な学習態度を修

得している。 

DP2 電気電子工学に必要な自然科学の基本を

修得するとともに、倫理観をもって理学

①設置の趣旨及び必要性 

（略） 

４ 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編

成・実施の方針及び入学者受け入れの方針 

（１）数理・データサイエンス学科 

（略）） 

（２）機械工学科 

（略） 

（３）電気電子工学科 

１）卒業認定・学位授与の方針 

・職業生活や社会生活で必要となる汎用的技

能や現代社会に関する幅広い知識と主体的

な職能開発や自主的な学習態度を修得して

いる。 

・電気電子工学に必要な自然科学の基本原理

を習得し、学部共通となる基礎的な知識・
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と工学の両方の立場から物事を捉えるた

めの基礎的な知識・技能、思考法を身に

付けている。 

DP3 電気電子工学に関する基礎的・実践的な

知識の理解・技能の修得のもと、修得し

た知識・技能を応用する能力を有すると

ともに、課題解決をするための思考力を

有している。 

DP4 電気電子工学との関連性や応用性を有す

る数理科学、データサイエンス分野や情

報分野、工業分野に関する基礎的な知識

を身に付けている。 

DP5 これまでに修得した知識・技能を活用し

て、電気電子工学に関する社会における

課題を発見し、主体的に向き合って解決

する能力を修得している。 

 

２）教育課程編成・実施の方針 

（ⅰ）教育課程編成の方針 

 

CP1 日本語と外国語によるコミュニケーショ

ン能力、数的処理能力や情報リテラシー

及び人と社会や自然との関わりの理解、

職能開発力を高めるための科目群を設

ける。 

CP2 電気電子工学に必要な自然科学の基本を

修得するとともに、倫理観をもって理学

と工学の両方の立場から物事を捉える

ための基礎的な知識と技能を修得する

ための科目群を設ける。 

CP3 電気電子工学を修得するうえでの基礎と

なる知識・技能を修得するための科目群

を設ける。 

CP4 電気電子工学に関する理論とその実践に

関する専門的な知識・技能を得るための

科目群を設ける。 

技能、思考法を身に付けている。 

 

 

・電気電子工学分野に関する専門的な知識を

習得しているとともに、電気電子工学の専

門的知識・技能を駆使でき、課題解決や価

値創造を行うにあたって基盤となる思考力

を有している。 

・電気電子工学分野との関連性や応用性を有

する科学技術の諸分野に関する基礎的な知

識や技術を身に付けている。 

 

・電気電子工学に関する課題を発見し、科学

的な根拠に基づく課題の解決策を主体的に

探究するための基礎的な研究能力を習得し

ている。 

 

２）教育課程編成・実施の方針 

（ⅰ）教育課程編成の方針 

 

・日本語と外国語によるコミュニケーション

能力、数的処理能力や情報リテラシー及び

人と社会や自然との関わりの理解、職能開

発力を高めるための科目群を設ける。 

 

・電気電子工学に必要な自然科学の基本原理

を習得するための科目群を設ける。 

 

 

 

・電気電子工学を習得するうえでの基礎とな

る知識・技能を習得するための科目群を設

ける。 

・電気電子工学分野に関する理論とその実践

に関する専門的な知識・技能を得るための

科目群を設ける。 
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CP5 各々の興味関心に基づき、電気電子工学

が社会にどのように応用されているの

かを知るとともに、課題を発見し解決す

るための思考力を得るための科目群を

設ける。 

CP6 電気電子工学との関連性や応用性が深い

数理科学、データサイエンス分野や情報

分野、工業分野に関する基礎的な教育内

容を取り扱うための科目群を設ける。 

CP7 卒業研究を通して、電気電子工学に関連

する問題発見方法や課題解決手法の修得

及び批判力、論理性、表現力を高めるた

めの科目群を設ける。 

・各々の興味関心に基づき、課題を発見し解

決するための専門的な知識・技能を得るた

めの科目群を設ける。 

 

 

・電気電子工学分野との関連性や応用性が深

い情報分野や工業分野に関する基礎的な教

育内容を取り扱うための科目群を設ける。 

 

・電気電子工学に関連する研究意識や研究手

法と問題発見方法や課題解決手法の習得及

び批判力、論理性、表現力を高めるための

科目群を設ける。 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

１．－（４） 

設置の必要性、養成する人材像、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシーをいう。以下同じ。）について、以下の点を明確にすると

ともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（４）審査意見１（２）及び１（３）のとおり、本学科の養成する人材像及びディプロマ・ポ

リシー、カリキュラム・ポリシーの妥当性が判断できないことから、アドミッション・ポリシ

ーの妥当性も判断できないため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の教育をう

けるために必要な資質・能力等が明確になるよう、アドミッション・ポリシーを適切に改める

こと。その際、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」において説明されている本学科のアド

ミッション・ポリシーについて、「高等学校で履修した主要科目について、教科書レベルの基

本的な知識を有している者」と説明されているが、「主要科目」の内容が判然としないため、

明確にすること。 

 

（対応） 

審査意見１（２）及び１（３）を踏まえて、本学科の養成する人材像を見直すとともに、養成

する人材像に整合したディプロマ・ポリシーや、ディプロマ・ポリシーに整合したカリキュラム・

ポリシーを適切に設定したうえで、本学科の教育を受けるために必要な資質・能力等が明確にな

るよう、アドミッション・ポリシーを適切に改めた。 

 

（説明） 

本学科の養成する人材像に掲げる「電気電子工学」の素養は、「電気電子工学に関する「電磁

気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信理論」

など」を身に付けることと定義している。 

このことから、養成する人材像について、「幅広く深い教養及び主体的な判断力と豊かな人間

性を身に付け、倫理観をもって理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点をもち、電気電子工

学に関する「電磁気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工

学」「情報通信理論」などの専門領域に係る教育研究から、基本原理の理解と基礎的な技術力、

問題解決能力をもって、現代社会の諸課題に対して電気電子の技術をもって取り組むことで社

会に貢献する職業人」として改めた。 

この本学科の養成する人材像の見直しに伴い、当初計画においてディプロマ・ポリシーとして

掲げていた「電気電子工学分野に関する専門的な知識を習得しているとともに、電気電子工学の

専門知識・技能を駆使でき、課題解決や価値創造を行うにあたって基盤となる思考力を有してい

る」についても見直し、「電気電子工学に関する基礎的・実践的な知識の理解・技能の修得のも

と、修得した知識・技能を応用する能力を有するとともに、課題解決をするための思考力を有し
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ている」として、養成する人材像に整合したディプロマ・ポリシーとなるよう改めた。 

 また、養成する人材像に整合したディプロマ・ポリシーへの見直しに伴い、当初計画において

カリキュラム・ポリシーとして掲げていた「各々の興味関心に基づき、課題を発見し解決するた

めの専門的な知識・技能を得るための科目群を設ける」について見直し、「各々の興味関心に基

づき、電気電子工学が社会にどのように応用されているのかを知るとともに、課題を発見し解決

するための思考力を得るための科目群を設ける」として、養成する人材像およびディプロマ・ポ

リシーに整合したカリキュラム・ポリシーとなるよう改めた。 

加えて、当初計画においてディプロマ・ポリシーとして掲げていた「電気電子工学分野との関

連性や応用性を有する科学技術の諸分野に関する基礎的な知識や技術を身に付けている」につ

いて見直し、「電気電子工学との関連性や応用性を有する数理科学、データサイエンス分野や情

報分野、工業分野に関する基礎的な知識や技能を身に付けている」として改めた。 

そのうえで、本学科の養成する人材像及びディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを

踏まえた教育を受けるために必要な資質・能力等について明確となるよう、当初計画において掲

げていた、「本学科の養成する人材像を理解し、電気電子工学に対する興味を有している者」に

ついて見直し、「本学科の養成する人材像を理解し、電気電子の技術に興味を有している者」と

して改めた。 

また、当初計画において、「高等学校で履修した主要科目について、教科書レベルの基本的な知

識を有している者」と説明している「主要科目」の内容が判然となるよう、「高等学校で履修す

る数学などについて、内容を理解し、高等学校卒業相当の知識を有している者」として改めた。 

 

（新旧対照表）「設置等の趣旨を記載した書類（本文）」２１ページ 

新 旧 

３）入学者受入れの方針 

AP1  本学科の養成する人材像を理解し、電

気電子の技術に興味を有している者 

AP2  高等学校で履修した数学などについ

て、内容を理解し、高等学校卒業相当

の知識を有している者 

AP3  物事を正しく認識し、自分の考えを適

切に表現し、他者に対して的確に伝え

られる能力を有している者 

３）入学者受入れの方針 

・本学科の養成する人材像を理解し、電気電

子工学に対する興味を有している者 

・高等学校で履修した主要科目について、教

科書レベルの基本的な知識を有している者 

・物事を正しく認識し、自分の考えを適切に

表現し、他者に対して的確に伝えられる能

力を有している者 

 

 

 

  



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−37− 

 

（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

２．－（１） 

審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があることから、教育課

程全体の妥当性も判断できない。このため、審査意見１への対応や以下に例示する点を踏まえ

て、本学科の教育課程が適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づき、

修得すべき知識や能力等に係る教育が網羅され、体系性が担保された上で、適切に編成されて

いることを明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（１）本学のカリキュラム・ポリシーにおいて、例えば、「知識や技能を実践に応用する能力

の修得を目的とする教育内容は、演習形式及び実習形式による授業形態を採る」ことを掲げて

いるが、科目区分「専門基礎科目」「専門基幹科目」「専門発展科目」「専門展開科目」のうち

「演習」形式で実施する計画となっている授業科目はなく、「実験・実習」形式で実施する計

画となっている授業科目は「電気電子工学実験Ⅰ」及び「電気電子工学実験Ⅱ」の 2科目のみ

であり、ディプロマ・ポリシーに掲げる「機械工学の専門的知識・技能を駆使」できる能力を

修得できる教育課程が適切に編成されているのか疑義があることから、本学科のディプロマ・

ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づく適切な教育課程が編成されているとは判断す

ることができない。このため、ディプロマ・ポリシーに掲げる「電気電子工学の専門的知識・

技能を駆使」できる能力について、具体的にどのような能力を想定しているのか明確にしつ

つ、関連する審査意見への対応も踏まえた上で、当該能力を身に付けるために必要な科目が適

切に配置され、体系的な教育課程が編成されていることについて、具体的に説明するととも

に、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

ディプロマ・ポリシーに掲げている「電気電子工学の専門的知識・技能を駆使」できる能力に

ついて、具体的にどのような能力を想定しているかを明確にしたうえで、当該能力が明確となる

ようディプロマ・ポリシーを見直すとともに、当該能力を身に付けるために必要な科目が適切に

配置され、体系的な教育課程が編成されていることについて、具体的に説明するとともに、一部

の授業科目の授業形態について適切に改めた。 

 

（説明） 

本学科では、講義及び演習や実習で修得した電気電子工学に関する基礎的な知識と技術を実

際に活用できる能力として、ディプロマ・ポリシーにおいて「電気電子工学の専門的知識・技能

を駆使」できる能力として掲げたが、審査意見を踏まえて検討した結果、当該能力について、具

体的にどのような能力を想定しているのか明確となるよう見直し、「修得した知識・技能を応用

する能力」として改めることとした。 

そのうえで、本学科のカリキュラム・ポリシーにおいて、「知識や技能を実践に応用する能力
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の修得を目的とする教育内容は、演習形式及び実習形式による授業形態を採る」としていること

を踏まえて、科目区分「専門基礎科目」に必修科目として「電気電子工学演習」１科目１単位、

科目区分「専門基幹科目」に必修科目として「電気電子工学プロジェクト」１科目２単位の授業

科目について、演習形式の授業を行うこととして追加し、必修科目の「電気数学」及び選択科目

の「電気電子回路設計Ⅰ」「電子回路設計Ⅱ」の３科目４単位について授業形態を演習形式に改

めることにより、ディプロマ・ポリシーに掲げた「修得した知識・技能を応用する能力」を修得

できる適切な教育課程の編成とする。 

このことにより、当初計画における科目区分「専門基礎科目」「専門基幹科目」「専門発展科目」

「専門展開科目」のうち、「実験・実習」形式で実施する計画としている「電気電子工学実験Ⅰ」、

「電気電子工学実験Ⅱ」の２科目と合わせて、計７科目とすることにより、ディプロマ・ポリシ

ーに掲げる能力を修得できる適切な教育課程の編成とする。 

さらに、科目区分「専門基幹科目」に選択科目として配置している「電気回路Ⅱ」「電子回路

Ⅱ」「電磁気学Ⅱ」「電気電子計測」「電力工学」「電気機器学」「制御工学Ⅰ」「波形処理」「エネ

ルギー変換工学」「制御工学Ⅱ」１０科目２０単位、「専門発展科目」に選択科目として配置して

いる「無線通信システム」１科目２単位については講義形式と演習形式の二つ以上の授業形態で

実施することとして改めることとする。 

なお、科目区分「研究科目」に必修科目として配置している「演習」形式で実施する「卒業研

究Ⅰ」２単位、「卒業研究Ⅱ」４単位、「卒業研究Ⅲ」４単位の３科目、計１０単位は、「電気電

子工学に関連する研究意識や研究手法と問題発見方法や課題解決手法の修得及び批判力、論理

性、表現力を高めるための科目」として位置付けているが、当該授業科目の性質上、「知識や技

能を実践に応用する能力の修得」にもつながる教育内容であることから、当該能力については、

これらの授業科目の履修と合わせて、総合的に得られるものと考えている。 

 

なお、これに伴い、授業科目の内容について補正を行うこととする。 

 

科目名 補正内容の概要 補正の狙い 

電気電子工学演習 新設：電気回路Ⅰ、電子回路

Ⅰ、電磁気学Ⅰに関する基礎

的な問題演習と解法の解説

を通じて知識の理解を深め

るため、演習科目を追加し

た。 

CP で必要とされている基礎

となる知識の理解を深める

と共に、実践に応用する能力

を身につけるため演習科目

を新設した。 

電気数学 電気電子系の基礎科目であ

る電磁気学や電気回路など

に必要となる数学的事項の

理解をより深めるため、自分

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 
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の手で問題を解くなどの演

習要素を加えた。 

電気回路Ⅱ 回路の構成要素や交流回路

の解析方法をより理解する

ため、自分の手で問題を解く

などの演習要素を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

電子回路Ⅱ 増幅回路、発振回路の動作原

理と特性解析法をより理解

するため、回路の設計を行う

などの演習要素を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

電磁気学Ⅱ 電磁波の特性を定量的に評

価するための基礎をより理

解するため、回路図の作成や

特性の計算などの演習要素

を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

電気電子計測 測定誤差やアナログ・デジタ

ル量、電気の基礎量の計測法

および表面分析法をより理

解するため、自分の手で問題

を解くなどの演習要素を加

えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

電気電子回路設計Ⅰ アナログ回路および電源回

路の基礎的な設計方法をよ

り理解するため、回路シミュ

レーションを用いた動作確

認などの演習要素を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

電力工学 電力エネルギーの「発電」「送

電」「変電」「配電」の基本原

理と設備構成をより理解す

るため、演習問題に取り組む

などの演習要素を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 
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電気機器学 変圧器やモータに用いられ

ている構造や原理について

より理解するため、演習要素

を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

制御工学Ⅱ 知識の理解に加えて、制御の

数学モデル設計法について

の理解を深めるため演習要

素を加え 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるため授業内容

を見直した。 

波形処理 音声、画像、データや雑音等

の多様な波形とその処理方

法について、演習を用いて知

識の定着を図る内容とした。 

実践に応用する能力の修得

につながる授業内容である

ことを明確化する。 

電気電子工学プロジェ

クト 

新設：与えられた技術課題に

対して、グループでの実践を

通して、課題解決に取り組む

演習科目を追加した。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を取得させるため演習科目

を新設した。 

電気電子回路設計Ⅱ デジタル回路およびアナロ

グ・デジタル混在回路の基礎

的な設計方法をより理解す

るため、演習要素を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

エネルギー変換工学 講義の内容に対する理解を

深めると共に、それを実践に

応用する能力を修得させる

ために、現代社会における課

題や活用事例について、グル

ープ討議や発表、レポート作

成などの演習を加えた。 

CP で必要とされている課題

を発見し解決するための専

門的な知識・技能を修得させ

るために授業内容を見直し

た。 

制御工学Ⅰ 知識の理解に加えて、制御系

設計に必要なモデリング法

についての理解を深めるた

め演習要素を加えた。 

CP で必要とされている基礎

となる知識の理解を深める

と共に、実践に応用する能力

を身につけるため授業内容

を見直した。 
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無線通信システム 無線システムの概要と情報

の伝送処理の基本をより理

解するため、中間・期末の総

合演習の実施など演習要素

を加えた。 

CP で必要とされている実践

に関する専門的な知識・技能

を修得させるために授業内

容を見直した。 

 

新 旧 

電気電子工学演習 

新規 

 

電気数学 

（授業形態） 

演習 

 

（授業テーマ） 

電気回路、電子回路、電磁気学、信号処理な

どを理解する上で必要となる数学の基礎につ

いて演習形式で学習する 

電気数学 

（授業形態） 

講義 

 

（授業テーマ） 

電気回路、電子回路、電磁気学、信号処理な

どを理解する上で必要となる数学について学

習する 

（授業の目的） 

電気電子系の基礎科目である電磁気学や電気

回路などを理解する上で必要となる数学的事

項を身に付け、演習問題を自分の手で解くこ

とにより、諸定理についての理解を深め、そ

れらを用いて具体的な問題を解く能力を獲得

することを目的とする。 

（授業の目的） 

電気電子系の基礎科目である電磁気学や電気

回路などを理解する上で必要となる数学的事

項を身に付けることを目的とする。 

（授業の概要） 

本科目は、電磁気学を理解する上で必要不可

欠な数学である勾配(grad)・線積分と面積分・

発散(div)と回転(rot)などベクトル解析の基

礎、複素平面・極形式・オイラーの公式など

複素数の基礎、同次と非同次・一般解と特解・

求解法など線形微分方程式の基礎について学

習する。電気電子工学ではこれらの数学を実

際に活用できることが重要であるため、RLCの

フェーザ表示・簡単な回路の解析などの例を

通して線形回路解析への活用法について学習

（授業の概要） 

本科目は、電磁気学を理解する上で必要不可

欠な数学である勾配(grad)・線積分と面積分・

発散(div)と回転(rot)などベクトル解析の基

礎、複素平面・極形式・オイラーの公式など

複素数の基礎、同次と非同次・一般解と特解・

求解法など線形微分方程式の基礎について学

習する。電気電子工学ではこれらの数学を実

際に活用できることが重要であるため、RLCの

フェーザ表示・簡単な回路の解析などの例を

通して線形回路解析への活用法について学習
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する。 

教科書の演習問題を次回の授業までに解くこ

とを事前学習とし、授業では担当を決めて解

答を発表してもらう。問題解説と質疑応答を

行う。 

する。 

理解度を確認するため毎回授業の内容に関す

る課題を課す。内容が不十分である場合は再

提出を求めることがある。  

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

オリエンテーション/関数とグラフ 

学習内容 

講義・演習の進め方について説明する。次回

の演習のためにグラフで表現することでイメ

ージを掴みつつ関数に対して学ぶ。 

事後学習 

教科書１章の例題に回答して提出する 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

関数とグラフ 

学習内容 

グラフで表すことにより関数の意味を理解す

る 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第２回 

タイトル 

関数とグラフ 

事前学習 

教科書 1 章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ 1 章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のために自然界で広く現れる三角関

数が電力の解析にどの用に使われるのかを学

ぶ。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

第２回 

タイトル 

三角関数と正弦波交流 

事前学習 

教科書２章を予習 

学習内容 

自然界で広く現れる三角関数の基本を学び、

電気回路の正弦波交流が三角関数でどのよう

の表されるのかを学ぶ 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第３回 

タイトル 

三角関数と正弦波交流事前学習教科書２章の

演習問題を解く学習内容一人１問ずつ２章の

演習問題の解法を説明する。全問題終了後教

員が補足説明を行う。次回の演習のために電

気回路で登場するコイル・コンデンサに流れ

第３回 

タイトル 

微分と回路素子の働き事前学習教科書３章を

予習学習内容変化率を表す微分を理解する。

また電気回路で登場する代表的な素子（抵抗・

コイル・コンデンサ）について学ぶ事後学習

教科書の問題に回答して提出する 
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る電流・電圧を微分で表す方法を学ぶ。事後

学習事前学習で解けなかった問題を再回答し

て提出する 

第４回 

タイトル 

微分と回路素子の働き 

事前学習 

教科書３章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ３章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のために積分の概念交流の実効値の

求め方を学ぶ。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

 

第４回 

タイトル 

積分と交流の実効値 

事前学習 

教科書４章を予習 

学習内容 

積分の概念と基礎的な計算方法を学ぶ。それ

を用いて交流の実効値の求め方を学ぶ。 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第５回 

タイトル 

積分と交流の実効値 

事前学習 

教科書４章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ４章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のために正弦波交流の計算を簡単に

するために複素数で表す方法を学ぶ。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

第５回 

タイトル 

複素数と正弦波交流のフェーザ 

事前学習 

教科書５章を予習 

学習内容 

正弦波交流の計算を簡単にするために複素数

で表す方法を学ぶ 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第６回 

タイトル 

複素数と正弦波交流のフェーザ 

事前学習 

教科書５章の演習問題を解く 

学習内容 

第６回 

タイトル 

行列と回路網解析 

事前学習 

教科書６章を予習 

学習内容 
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一人１問ずつ５章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のために行列の基本演算と回路解析

の基本であるキルヒホッフの法則とその使い

方を学ぶ 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

行列の基本演算と回路解析の基本であるキル

ヒホッフの法則とその使い方を学ぶ 

 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第７回 

タイトル 

行列と回路網解析事前学習教科書６章の演習

問題を解く学習内容一人１問ずつ６章の演習

問題の解法を説明する。全問題終了後教員が

補足説明を行う。次回の演習のために回路方

程式をたて、行列式をつかって解く方法を学

ぶ。事後学習事前学習で解けなかった問題を

再回答して提出する 

第７回 

タイトル 

行列式事前学習教科書７章のうち行列式の部

分を予習学習内容行列式とそれを用いた連立

方程式の解法を学ぶ事後学習教科書の問題の

うち指定した問題（行式に関する問題）に回

答して提出する 

第８回 

タイトル 

行列式と回路方程式 

事前学習 

教科書７章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ７章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のために電気回路でよく出てくる定

係数線形微分方程式の解放を学ぶ。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

第８回 

タイトル 

回路方程式 

事前学習 

教科書７章の回路網解析の部分を予習 

学習内容 

回路方程式をたて、行列式をつかって解く方

法を学ぶ 

 

 

事後学習 

教科書の問題のうち回路網解析の部分に回答

して提出する 

第９回 

事前学習 

教科書８章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ７章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

第９回 

事前学習 

教科書８章を予習 

学習内容 

現象から微分方程式を立てる方法を学び、電

気回路でよく出てくる定係数線形微分方程式
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回の演習のために電気回路でよく出てくる定

係数線形微分方程式の解放を学ぶ。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

の解放を学ぶ。 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第 10 回 

事前学習 

教科書９章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ７章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のために電気回路でよく出てくる定

係数線形微分方程式の解放を学ぶ。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

第 10 回 

事前学習 

教科書９章を予習 

学習内容 

ベクトル場の概念を理解し、その表現方法を

学ぶ 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第 11 回 

事前学習 

教科書 10 章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ１０章の演習問題の解法を説明

する。全問題終了後教員が補足説明を行う。

次回の演習のために２変数、３変数（２次元

空間・３次元空間）の微分と方向微係数につ

いて学ぶ 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

第 11 回 

事前学習 

教科書 10 章を予習 

学習内容 

積分される量がベクトルである場合などいろ

いろな積分方法を学ぶ 

 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

第 12 回 

事前学習 

教科書 11 章の演習問題を解く学習内容一人

１問ずつ１１章の演習問題の解法を説明す

る。全問題終了後教員が補足説明を行う。次

回の演習のためにベクトル場の性質を表す発

散と回転について学ぶ事後学習事前学習で解

けなかった問題を再回答して提出する 

第 12 回 

事前学習 

教科書 11 章を予習学習内容２変数、３変数

（２次元空間・３次元空間）の微分と方向微

係数について学ぶ事後学習教科書の問題に回

答して提出する 
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第 13 回 

事前学習 

教科書 12 章の演習問題を解く 

学習内容 

一人１問ずつ１２章の演習問題の解法を説明

する。全問題終了後教員が補足説明を行う。

半年の演習全体を通して解法などの質問を受

け付ける。 

事後学習 

事前学習で解けなかった問題を再回答して提

出する 

第 12 回 

事前学習 

教科書 12 章を予習 

学習内容 

ベクトル場の性質を表す発散と回転について

学ぶ 

 

 

事後学習 

教科書の問題に回答して提出する 

電気回路Ⅱ 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

回路要素の直列並列接続 

事前学習 

直列接続並列接続とそのインピーダンスとア

ドミタンスについて予習する 

学習内容 

直列接続、並列接続とそのインピーダンスと

アドミタンスについて学ぶ 

電気回路Ⅱ 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

回路要素の直列接続 

事前学習 

直列接続そのインピーダンスとアドミタンス

について予習する 

学習内容 

直列接続とそのインピーダンスとアドミタン

スについて学ぶ 

第２回 

タイトル 

回路要素の直列並列接続の演習 

事前学習 

回路要素直列、並列接続について演習問題を

解いてくる。 

学習内容 

回路要素の直列、並列接続について板書にて

演習問題を回答後、内容の確認を行う。 

第２回 

タイトル 

回路要素の並列接続 

事前学習 

回路要素の並列接続について予習する 

 

学習内容 

回路要素の並列接続について学ぶ 

（中略） 

第４回 

タイトル 

2 端子回路の直列接続（インピーダンスの直

列、並列接続） 

（中略） 

第４回 

タイトル 

2 端子回路の直列接続 I（インピーダンスの直

列接続） 



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−47− 

 

学習内容 

2 端子回路のインピーダンスの直列、並列接

続を学ぶ 

学習内容 

2 端子回路のインピーダンスの直列接続を学

ぶ 

第５回 

タイトル 

2 端子回路の直列、並列接続の演習（アドミタ

ンスの直列接続） 

事前学習 

インピーダンスとアドミタンスの直列、並列

接続の演習問題を解いてくる。 

第５回 

タイトル 

2 端子回路の直列接続Ⅱ（アドミタンスの直

列接続） 

事前学習  

インピーダンスとアドミタンスの直列接続を

予習する 

 

第６回 

タイトル 

2 端子回路の直列、並列接続の演習 

事前学習 

2 端子回路の直列、並列接続について演習問

題を解いてくる。 

学習内容 

2 端子回路の直列、並列接続について板書に

て演習問題を回答後、内容の確認を行う。 

第６回 

タイトル 

2 端子回路の並列接続 

事前学習 

2 端子回路の並列接続について学習する 

 

学習内容 

2 端子回路の並列接続について学習する 

（中略） 

第 12 回 

タイトル 

2 端子対回路 I（F行列）と F行列の接続 

事前学習 

2 端子対回路の F 行列および接続について予

習する 

学習内容 

2 端子対回路の F 行列および接続について学

習する 

（中略） 

第 12 回 

タイトル 

2 端子対回路 I（F行列） 

事前学習 

2 端子対回路の F行列について予習する 

 

学習内容 

2 端子対回路の F行列について学習する 

第 13 回 

事前学習 

2 端子対回路の F 行列および接続について演

習問題を解く学習内容 2 端子対回路の F 行列

および接続について板書にて演習問題を回答

後、内容の確認を行う。 

第 13 回 

事前学習 

2 端子対回路の接続について予習する学習内

容 2端子対回路の接続ついて学習する 
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電子回路Ⅱ 

（授業の目的） 

本科目では、トランジスタ、FET の小信号増幅

回路を等価回路を用いて理解し、トランジス

タ、演算増幅器(OP アンプ)などによる増幅回

路、発振回路の動作原理と特性解析法につい

て学習する。本科目は電気電子工学実験２で

行うトランジスタ・オペアンプ実験と対応し

ており、実験で使う回路の計算を行い、実験

にて特性の確認することで理解を深める。 

電子回路Ⅱ 

（授業の目的） 

本科目では、トランジスタ、FET の小信号増幅

回路を等価回路を用いて理解し、トランジス

タ、演算増幅器(OP アンプ)などによる増幅回

路、発振回路の動作原理と特性解析法につい

て学習する。 

（授業計画） 

（略） 

第４回 

学習内容 

MOSFET 回路の特性を学び、バイポーラトラン

ジスタの増幅回路との特性の違いを理解する

とともに、実験で使う増幅回路の設計を行う 

（授業計画） 

（略） 

第４回 

学習内容 

MOSFET 回路の特性を学び、バイポーラトラン

ジスタの増幅回路との特性の違いを理解する 

（中略） 

第 10 回 

学習内容 

オペアンプを用いたアナログ演算回路につい

て学ぶとともに、実験で使う増幅回路の設計

を行う 

（中略） 

第 10 回 

学習内容 

オペアンプを用いたアナログ演算回路につい

て学ぶ 

（中略） 

第 13 回 

学習内容 

正帰還と発振回路の種類について学ぶととも

に、実験で使う発信回路の設計を行う 

（中略） 

第 13 回 

学習内容 

正帰還と発振回路の種類について学ぶ 

電磁気学Ⅱ 

（授業計画） 

（略） 

第９回 

タイトル 

スミスチャートを用いたインピーダンス整合

回路の設計 

学習内容 

電磁気学Ⅱ 

（授業計画） 

（略） 

第９回 

タイトル 

スミスチャート 

 

学習内容 
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グラフ（スミスチャート）を使ったインピー

ダンスの計算方法を学び、実際にインピーダ

ンス整合回路の設計を行う 

事後学習 

スミスチャートで設計したインピーダンス整

合回路の回路図と計算した特性を提出する 

グラフを使ってインピーダンスの計算をする 

 

 

事後学習 

スミスチャートの例題に回答して提出する 

第 10 回 

タイトル 

同軸ケーブル 

学習内容 

金属で囲まれた空間の電磁波の伝搬について

学び、同軸ケーブルの特性を調べる 

第 10 回 

タイトル 

導波管 

学習内容 

金属で囲まれた空間の電磁波 

（中略） 

第 13 回 

学習内容 

アンテナの基本特性を学び、実際のアンテナ

のカタログを調べて性能を読み取る 

（中略） 

第 13 回 

学習内容 

アンテナの基本特性と様々なアンテナの紹介 

電気電子計測 

（授業テーマ） 

電気電子工学で必要となる各種電気量の計測

技術とデータ処理法、電気・電子材料の表面

分析技術を学ぶ。 

電気電子計測 

（授業テーマ） 

電気電子工学で必要となる各種電気量の計測

技術と、電気・電子材料の表面分析技術を学

ぶ。 

（授業の概要） 

本科目は、電気的計測法の基礎知識として、

測定誤差やアナログ・デジタル量、および電

気の基礎量（電圧・電流、等）の計測法を講義

と演習を通じて理解し、さらに表面分析法の

原理と具体的な分析法（光、X 線、および電子

を用いた分析）について理解することを目的

とする。授業の前半では、電気的な計測を行

うにあたり必要となる知識（単位系、測定誤

差およびその統計的処理、アナログ量とデジ

タル量）の説明と演習、実際の電気諸量（電

圧、電流、電力、抵抗とインピーダンス、周波

数と位相）の測定法を説明する。後半では、

電気・電子材料を評価するために必要となる

（授業の概要） 

本科目は、電気的計測法の基礎知識として、

測定誤差やアナログ・デジタル量、および電

気の基礎量（電圧・電流、等）の計測法を理解

し、さらに表面分析法の原理と具体的な分析

法（光、X線、および電子を用いた分析）につ

いて理解することを目的とする。授業の前半

では、電気的な計測を行うにあたり必要とな

る知識（単位系、測定誤差およびその統計的

処理、アナログ量とデジタル量）の説明と、

実際の電気諸量（電圧、電流、電力、抵抗とイ

ンピーダンス、周波数と位相）の測定法を説

明する。後半では、電気・電子材料を評価す

るために必要となる表面分析法の概要を説明
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表面分析法の概要を説明し、光を使う分析法、

X 線を使う分析法、および電子線を使う分析

法の説明を行うとともに、表面分析の基礎過

程を理解するための演習を行う。 

し、光を使う分析法、X線を使う分析法、およ

び電子線を使う分析法の説明を行う。 

（授業計画） 

（略） 

第２回 

学習内容 

測定誤差とその原因、および精度の定義につ

いて説明する。 

（授業計画） 

（略） 

第２回 

学習内容 

測定誤差とその原因、および精度の定義につ

いて説明 

第３回 

タイトル 

測定データと誤差の処理（演習） 

学習内容 

測定誤差の統計的処理と最小二乗法について

説明し、理解を深めるための演習を行う。 

第３回 

タイトル 

測定データと誤差の処理 

学習内容 

測定誤差の統計的処理と最小二乗法について

説明 

第４回 

タイトル 

アナログ量とデジタル量（演習） 

学習内容 

アナログとデジタル量、および AD 変換につい

て説明し、理解を深めるための演習を行う。 

第４回 

タイトル 

アナログ量とデジタル量 

学習内容 

アナログとデジタル量、および AD 変換につい

て説明 

第５回 

学習内容 

直流・交流に対する電圧・電流測定の計器と

測定法について説明する。 

第５回 

学習内容 

直流・交流に対する電圧・電流測定の計器と

測定法について説明 

第６回 

学習内容 

直流・交流電力の測定法について説明する。 

第６回 

学習内容 

直流・交流電力の測定法について説明 

第７回学習内容抵抗・インピーダンスの測定

とネットワークアナライザについて説明す

る。 

第７回学習内容抵抗・インピーダンスの測定

とネットワークアナライザについて説明 

第８回 

学習内容 

周波数と位相の測定方法や周波数安定度につ

いて説明する。 

第８回 

学習内容 

周波数と位相の測定方法や周波数安定度につ

いて説明 
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第９回 

学習内容 

電気電子材料の表面分析法の目的と手法につ

いて説明する。 

第８回 

学習内容 

電気電子材料の表面分析法の目的と手法につ

いて説明 

第 10 回 

学習内容 

光学顕微鏡やラマン分光の原理と測定法につ

いて説明する。 

第 10 回 

学習内容 

光学顕微鏡やラマン分光の原理と測定法につ

いて説明 

第 11 回 

学習内容 

X 線電子分光と X 線回折の原理と測定法につ

いて説明する。 

第 11 回 

学習内容 

X 線電子分光と X 線回折の原理と測定法につ

いて説明 

第 12 回 

学習内容 

電子顕微鏡や電子線マイクロアナライザの原

理と測定法について説明する。 

第 12 回 

学習内容 

電子顕微鏡や電子線マイクロアナライザの原

理と測定法について説明 

第 13 回 

タイトル 

電磁波や電子と物質の相互作用（演習） 

事前学習 

表面分析法を復習 

 

学習内容 

表面分析の基礎となる電磁波や電子と物質の

相互作用の理解を深めるための演習を行う。 

第 13 回 

タイトル 

総括 

事前学習 

全体の授業内容を復習し、最終テストに備え

る 

学習内容 

電気電子計測の重要点について復習し、専門

分野の勉強・研究の基礎を固める 

電気電子回路設計Ⅰ 

（授業形態） 

演習 

 

（到達目標） 

アナログ回路の重要性を説明できる。 

各種アナログ回路の概要を説明できる。 

シミュレーションを活用した簡単なアナログ

回路を設計ができる。 

アナログ回路の実装方法を理解し、簡単なプ

リント基板の設計ができる。 

電気電子回路設計Ⅰ 

（授業形態） 

講義 

 

（到達目標） 

アナログ回路の重要性を説明できる。 

各種アナログ回路の概要を説明できる。 

簡単なアナログ回路を設計できる。 

アナログ回路のシミュレーションができる。 
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（授業計画） 

第１回 

学習内容 

授業の進め方と回路設計の概要について学習

を行う。 

 

第２回 

学習内容 

電子部品の分類および受動部品の種類と役割

について学習を行う。 

 

第３回 

学習内容 

能動部品の種類と役割について学習する。 

（授業計画） 

第１回 

学習内容 

授業の進め方と回路設計の概要 

 

 

第２回 

学習内容 

電子部品の分類および受動部品の種類と役割 

 

 

第３回 

学習内容 

能動部品の種類と役割 

 

第４回 

タイトル 

回路シミュレーションの基礎 

 

学習内容 

回路シミュレーションの必要性と方法につい

て学習する。実際に回路シミュレーションソ

フトウェアを使用して、基礎的な回路のシミ

ュレーションを行う。 

 

事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、トランジスタ増幅回路の設計に関する課

題を解く。 

第４回 

タイトル 

回路シミュレーション 

 

学習内容 

回路シミュレーションの必要性と方法 

 

 

 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第５回 

学習内容 

トランジスタを使った各種増幅回路の設計方

法を学習し、回路シミュレーションにより、

トランジスタを使った増幅回路の動作を確認

する。 

 

第５回 

学習内容 

トランジスタを使った各種増幅回路の設計方

法 
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事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、トランジスタ増幅回路の設計に関する課

題を解く。 

事後学習 

確認問題を解く。 

第６回 

学習内容 

オペアンプを使った各種増幅回路の設計方法

について学習し、回路シミュレーションによ

り、オペアンプを使った各種増幅回路の動作

を確認する。事後学習回路シミュレーション

ソフトウェアを用いて、オペアンプ増幅回路

の設計に関する課題を解く。  

第６回 

学習内容 

オペアンプを使った各種増幅回路の設計方法

事後学習確認問題を解く。 

第７回 

学習内容 

加減算、微積分、および比較回路の設計方法

について学習し、回路シミュレーションによ

り、アナログ演算回路の動作を確認する。 

 

事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、アナログ演算回路の設計に関する課題を

解く。 

第７回 

学習内容 

加減算、微積分、および比較回路の設計方法 

 

 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第８回 

学習内容 

各種フィルタ回路の設計方法について学習

し、回路シミュレーションにより、フィルタ

回路の動作を確認する。 

 

事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、フィルタ回路の設計に関する課題を解く。 

第８回 

学習内容 

各種フィルタ回路の設計方法 

 

 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第９回 

学習内容 

各種発振回路の設計方法について学習し、回

路シミュレーションにより、発振回路の動作

を確認する。 

第９回 

学習内容 

各種発振回路の設計方法 
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事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、発振回路の設計に関する課題を解く。 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第 10 回 

学習内容 

リニア電源回路の設計方法について学習し、

回路シミュレーションにより、電源回路の動

作を確認する。 

 

事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、リニア電源回路の設計に関する課題を解

く。 

第 10 回 

学習内容 

変圧器、整流、およびリニアレギュレータ回

路の設計方法 

 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第 11 回 

学習内容 

トランジスタ等のスイッチング動作を用いた

電源回路、モータ駆動回路等の設計方法につ

いて学習し、回路シミュレーションにより、

スイッチング回路の動作を確認する。 

 

事後学習 

回路シミュレーションソフトウェアを用い

て、スイッチング回路の設計に関する課題を

解く。 

第 11 回 

学習内容 

トランジスタ等のスイッチング動作を用いた

電源回路、モータ駆動回路等の設計方法 

 

 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第 12 回 

学習内容 

プリント基板の設計方法について学習し、実

際にプリント基板設計ソフトウェアにより、

設計を体験することで理解を深める。事後学

習プリント基板設計ソフトウェアを用いて、

プリント基板設計に関する課題を行う。 

第 12 回 

学習内容 

プリント基板の設計方法事後学習確認問題を

解く。 

第 13 回 

事後学習 

設計ソフトウェアを用いた回路設計を行い、

レポートにまとめて提出する。 

第 13 回 

事後学習 

レポートを提出する。 
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電力工学 

（授業計画） 

（略） 

第３回 

事前学習 

事前配布資料を読み、交流電力の概念と対称

三相交流回路について予習する。 

 

学習内容 

交流電力の概念と対称三相交流回路 

 

第４回 

タイトル 

演習（1）発電と三相電力 

 

 

事前学習 

事前配布資料を読み、発電と対称三相交流回

路に関する演習課題について予習する。 

 

学習内容 

発電と対称三相交流回路に関する演習課題に

取り組む。 

電力工学 

（授業計画） 

（略） 

第３回 

事前学習 

事前配布資料を読み、交流電力の概念と基本

的な取り扱い方法について予習する。 

 

学習内容 

交流電力の概念と基本的な取り扱い方法 

 

第４回 

タイトル 

三相交流回路と三相電力（２） 対称三相交

流と三相電力 

 

事前学習 

事前配布資料を読み、対称三相交流回路の計

算方法について予習する。 

 

学習内容 

対称三相交流回路の計算方法 

（中略） 

第６回 

タイトル 

送配電系統と電力設備（２） 送配電線路と

等価回路および電力設備 

 

学習内容 

送配電線路の等価回路表現と電力設備 

 

第７回 

タイトル 

演習（2）送配電系統と電力設備 

 

（中略） 

第６回 

タイトル 

送配電系統と電力設備（２） 送配電線路と

等価回路 

 

学習内容 

送配電線路の等価回路表現 

 

第７回 

タイトル 

送配電系統と電力設備（３） 電力設備 
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事前学習 

事前配布資料を読み、送配電系統と電力設備

に関する演習課題について予習する。 

 

学習内容 

送配電系統と電力設備に関する演習課題に取

り組む。 

 

事後学習 

演習課題について復習する。 

事前学習 

事前配布資料を読み、電力系統における電力

設備について予習する。 

 

学習内容 

電力系統における電力設備 

 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

(中略) 

第９回 

タイトル 

定電圧送電と無効電力の調整（２） 有効電

力・無効電力の送電・調整と電圧降下事前学

習 

事前配布資料を読み、有効電力・無効電力の

送電および調整と電力系統における電圧降下

について予習する。学習内容有効電力・無効

電力の送電および調整と電力系統における電

圧降下第 10 回タイトル演習（3）定電圧送電

と無効電力の調整事前学習事前配布資料を読

み、定電圧送電と無効電力の調整に関する演

習課題について予習する。学習内容定電圧送

電と無効電力の調整に関する演習課題に取り

組む。 

事後学習 

演習課題について復習する。 

(中略) 

第９回 

タイトル 

定電圧送電と無効電力の調整（２） 有効電

力・無効電力の送電と電圧降下 

事前学習 

事前配布資料を読み、有効電力・無効電力の

概念と電力系統における電圧降下について予

習する。学習内容有効電力・無効電力の概念

と電力系統における電圧降下第 10 回タイト

ル定電圧送電と無効電力の調整（３）無効電

力の調整と電圧事前学習事前配布資料を読

み、無効電力調整による電圧調整方法、電力

円線図について予習する。学習内容無効電力

調整による電圧調整方法、電力円線図 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

(中略) 

第 12 回 

タイトル 

電力系統の安定度 

 

 

第 13 回 

タイトル 

(中略) 

第 12 回 

タイトル 

電力系統の故障解析（２）三相対象座標法を

用いた故障解析、中性点接地方式 

 

第 13 回 

タイトル 
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演習（4）電力系統の故障解析と安定度 

 

事前学習 

事前配布資料を読み、電力系統の故障解析と

安定度に関する演習課題ついて予習する。 

 

学習内容 

電力系統の故障解析と安定度に関する演習課

題に取り組む。 

電力系統の安定度 

 

事前学習 

事前配布資料を読み、電力潮流計算と安定度

解析について予習する。 

 

学習内容 

電力潮流計算と安定度解析 

電気機器学 

（授業計画） 

（略） 

第２回  

学習内容 

(1)コイルのインダクタンス (2)磁気エネル

ギーとインダクタンス (3)電磁力の発生原

理 (4)電気系と機械系のエネルギー変換 

(5)演習問題 

電気機器学 

（授業計画） 

（略） 

第２回  

学習内容 

(1)コイルのインダクタンス (2)磁気エネル

ギーとインダクタンス (3)電磁力の発生原

理 (4)電気系と機械系のエネルギー変換 

第３回  

学習内容 

(1)DC モータの回転原理 (2)DC モータの特

性 (3)速度と効率(4)DC モータの加速・減速 

(5)DCモータのエレクトロニクス制御 (6)演

習問題 

第３回  

学習内容 

(1)DC モータの回転原理 (2)DC モータの特

性 (3)速度と効率(4)DC モータの加速・減速 

(5)DC モータのエレクトロニクス制御 

第４回  

学習内容 

(1)交流モータのコイル (2)交番磁界と回転

磁界 (3)回転磁界で回るモータ (4)演習問

題 

第４回  

学習内容 

(1)交流モータのコイル (2)交番磁界と回転

磁界 (3)回転磁界で回るモータ 

第５回  

学習内容 

(1)変圧器の原理 (2)変圧器のインダクタン

ス (3)変圧器の等価回路 (4)等価回路の回

路定数計測(5)演習問題 

第５回  

学習内容 

(1)変圧器の原理 (2)変圧器のインダクタン

ス (3)変圧器の等価回路 (4)等価回路の回

路定数計測 

第６回  

学習内容 

第６回  

学習内容 
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(1)変圧器の電圧・電流ベクトル (2)負荷に

よる電圧変動 (3)変圧器の効率 (4)三相結

線 (5)演習問題 

(1)変圧器の電圧・電流ベクトル (2)負荷に

よる電圧変動 (3)変圧器の効率 (4)三相結

線 

第７回  

学習内容 

(1)誘導モータの回転原理 (2)すべり (3)

誘導モータの構造 (4)回転子の誘導起電力 

(5)誘導モータの等価回路(6)等価回路定数の

求め方 (7)誘導モータの特性曲線 (8)演習

問題 

第７回  

学習内容 

(1)誘導モータの回転原理 (2)すべり (3)

誘導モータの構造 (4)回転子の誘導起電力 

(5)誘導モータの等価回路(6)等価回路定数の

求め方 (7)誘導モータの特性曲線 

第８回  

学習内容 

(1)純単相誘導モータの回転磁界 (2)二相誘

導モータの回転磁界 (3)単相誘導モータ(4)

制動方法 (5)演習問題 

第８回  

学習内容 

(1)純単相誘導モータの回転磁界 (2)二相誘

導モータの回転磁界 (3)単相誘導モータ(4)

制動方法 

第９回  

学習内容 

(1)同期機の回転原理 (2)同期機の分類 

(3)同期機の等価回路 (4)同期発電機の出力

電圧 (5)演習問題 

第９回  

学習内容 

(1)同期機の回転原理 (2)同期機の分類 

(3)同期機の等価回路 (4)同期発電機の出力

電圧 

第 10 回  

学習内容 

(1)負荷角と出力との関係 (2)同期モータの

ベクトル図 (3)始動法(4)演習問題 

第 10 回  

学習内容 

(1)負荷角と出力との関係 (2)同期モータの

ベクトル図 (3)始動法 

第 11 回 学習内容(1)同期モータの可変速制

御法 (2)ブラシレスモータのしくみと制御

法 (3)ステッピングモータ(4)演習問題 

第 11 回 学習内容(1)同期モータの可変速制

御法 (2)ブラシレスモータのしくみと制御

法 (3)ステッピングモータ 

第 12 回  

学習内容 

(1)リニアモータの種類とそれぞれの原理・特

徴 (2)リニアモータの産業・輸送・情報機器

等への応用 (3)演習問題 

第 12 回  

学習内容 

(1)リニアモータの種類とそれぞれの原理・特

徴 (2)リニアモータの産業・輸送・情報機器

等への応用 

第 13 回  

学習内容 

(1)家電など身の回りにある電気を利用した

機器全般を学ぶ(2)演習問題 

第 13 回  

学習内容 

家電など身の回りにある電気を利用した機器

全般を学ぶ 
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制御工学Ⅱ 

 

（授業の目的） 

目標値追従性および外乱抑制性、モデル誤差

を有したフィードバック制御系の設計方法を

学習する。 

制御工学Ⅱ 

 

（授業の目的） 

目標値追従性およびロバスト性を有したフィ

ードバック制御系の設計方法を学習する。 

（授業の概要） 

本科目は、目標値追従性および外乱抑制性、

モデル誤差を有したフィードバック制御系の

設計方法を学ぶことを目的に、フィードバッ

ク制御系安定解析結果を基にして、制御系の

各種改善方法とＰＩ、ＰＩＤ制御系の設計方

法を学習する。また、設計制御系の定常特性

を評価する。 

熱制御システム、流体制御システム、プロセ

ス制御システムの数学モデル設計法に関する

演習を 3 回設定する。 

（授業の概要） 

本科目は、フィードバック制御系安定解析結

果を基にして、制御系の各種改善方法とＰＩ

Ｄ制御の設計方法を学習することをテーマと

し、フィードバック制御系の安定解析法であ

る内部安定性、ナイキスト、ゲイン余裕・位

相余裕について学習する。設計制御系のロバ

スト性（実際の制御対象とモデルと誤差）を

評価する。ＰＩ、ＰＤ、ＰＩＤ制御系の設計

法を学習する。２自由度制御系の設計法を学

習する。Ｈ∞制御の設計法を学習する。 

(到達目標) 

内部安定性の解析方法を理解する。ロバスト

性および定常特性の評価ができる。ＰＩ、Ｐ

ＩＤ制御系を設計できる。 

(到達目標) 

内部安定性、ナイキスト、ゲイン余裕・位相

余裕の解析方法を理解する。ロバスト性の評

価ができる。ＰＩ、ＰＤ、ＰＩＤ制御系を設

計できる。２自由度制御系とＨ∞制御につい

て設計法を理解できる。 

(授業計画) 

第１回 

タイトル 

コントローラを設計するとは 

 

学習内容 

授業の進め方、教科書の使い方、成績評価方

法について解説する。また、コントローラの

設計法について学習する。学習内容に関連し

た基本問題の解法を解説する。 

(授業計画) 

第１回 

タイトル 

フィードバック制御の内部安定性 

 

学習内容 

フィードバック制御系について実際の設計例

を解説する。内部安定性の意味と、先進航空

機において不安定設計する事例について解説

する。また、授業の進め方、教科書の使い方、

成績評価方法について解説する。 

 

第２回 第２回 
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タイトル 

フィードフォワード制御系 

 

学習内容 

フィードフォワード制御系の目標値応答およ

び外乱に及ぼす影響について学習する。学習

内容に関連した基本問題の解法を解説する。 

タイトル 

ナイキストの安定判別 

 

学習内容 

ナイキスト安定判別の描き方と評価法につい

て学習する。学習内容に関連した基本問題の

解法を解説する。 

第３回 

タイトル 

フィードバック制御系学習内容フィードフォ

ワード制御系の内部安定性について学習す

る。学習内容に関連した基本問題の解法を解

説する。 

第３回 

タイトル 

ゲイン余裕、位相余裕学習内容ナイキスト線

図の軌跡が示すゲイン余裕と位相余裕につい

て評価法を学習する。学習内容に関連した基

本問題の解法を解説する。 

第４回 

タイトル 

フィードフォワード制御系の設計 

 

学習内容 

フィードフォワード制御系の安定性および定

常特性について学習する。学習内容に関連し

た基本問題の解法を解説する。 

第４回 

タイトル 

不確かさとロバスト性 

 

学習内容 

実際の制御対象とコントローラで用いるモデ

ル（模擬制御対象）は必ず異なる。モデルの

不確かさについて定量評価法を学習する。学

習内容に関連した基本問題の解法を解説す

る。 

第５回 

タイトル 

フィードフォワード制御系の特徴 

 

学習内容 

フィードフォワード制御系の特徴について学

習する。学習内容に関連した基本問題の解法

を解説する。 

第５回 

タイトル 

バスト安定性 

 

学習内容 

モデルの不確かさが失敗した制御系（目標値

追従できない）に繋がる場合がある。モデル

の不確かさが制御系の不安定に繋がる程度を

定量的に評価する。学習内容に関連した基本

問題の解法を解説する。 

 

第６回 

タイトル 

第６回 

タイトル 
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制御系の定常特性 

 

学習内容 

制御系の定常特性について評価計算法を学習

する。学習内容に関連した基本問題の解法を

解説する。 

制御性能のロバスト性 

 

学習内容 

モデル誤差が存在しても制御系の安定性を保

つ制御系設計法について学習する。学習内容

に関連した基本問題の解法を解説する。 

第７回 

タイトル 

制御対象の変動 

 

学習内容 

制御対象が変動した場合の制御系全体への影

響について学習する。学習内容に関連した基

本問題の解法を解説する。 

第７回 

タイトル 

設計手順と性能評価 

 

学習内容 

フィードバック制御系を設計するに当たっ

て、レギュレータ（定値制御）問題とサーボ

（追従制御）問題について学習する。学習内

容に関連した基本問題の解法を解説する。 

 

第８回タイトル P制御、PI 制御学習内容 P 制

御、PI 制御の設計法について学習する。学習

内容に関連した基本問題の解法を解説する。 

第８回タイトル PID 補償による制御系設計学

習内容各種制御方法の中で最も採用されてい

る PID 制御の設計法について学習する。学習

内容に関連した基本問題の解法を解説する。 

第９回 

タイトル 

PID 制御 

 

学習内容 

PID 制御の設計法について学習する。学習内

容に関連した基本問題の解法を解説する。 

第９回 

タイトル 

フィードフォワードとフィードバックの役割 

 

学習内容 

時間経過後にオフセットを残すか定常特性に

ついて学習する。学習内容に関連した基本問

題の解法を解説する。 

 

第 10 回 

タイトル 

フィードバック制御系の定常特性 

 

学習内容 

フィードバック制御系の定常特性について目

標値変化および外乱に対する定常偏差の評価

第 10 回 

タイトル 

2 自由度制御系の構造と設計法 

 

学習内容 

目標値追従性と外乱抑制性を共に達成する２

自由度制御系の設計法について学習する。学
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計算法を学習する。学習内容に関連した基本

問題の解法を解説する。 

習内容に関連した基本問題の解法を解説す

る。 

第 11 回 

タイトル 

熱制御システムの数学モデル演習 

 

事前学習 

指定参考書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

エアコンや電熱器の熱制御システムの数学モ

デル設計法を演習する。 

第 11 回 

タイトル 

安定化制御器のパラメータ表現 

 

事前学習 

指定教科書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

２自由度設計において安定化が保たれる安定

化制御器のパラメータ表現について学習す

る。学習内容に関連した基本問題の解法を解

説する。 

 

第 12 回 

タイトル 

流体制御システムの数学モデル演習 

 

事前学習 

指定参考書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

ポンプや飛行制御の流体制御システムの数学

モデル設計法を演習する。 

第 12 回 

タイトル 

H∞制御による自由パラメータ選択 

 

事前学習 

指定教科書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

モデル誤差に強い H∞制御の設計法について

学習する。学習内容に関連した基本問題の解

法を解説する。 

 

 

第 13 回 

タイトル 

プロセス制御の数学モデル演習事前学習指定

参考書の該当ページを事前に読む。学習内容

化学プラントのむだ時間システムに対する予

測制御法の設計法を演習する。事後学習授業

内で検討した内容を確認し、「課題レポート」

として提出する。 

第 13 回 

タイトル 

総括事前学習これまで学習した制御工学の基

礎問題について解法を理解する。学習内容授

業で学習した範囲について総括し、制御工学

Ⅱの基礎問題からなる確認問題を解答する。

事後学修解けなかった確認問題について復習

する。 
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教科書 

『はじめての制御工学』 （佐藤和也、平

元和彦、平田研二 著 講談社、平成 21

年） 

教科書 

『フィードバック制御入門』（杉江俊治、

藤田政之 著、コロナ社、平成 11年） 

参考書 

『解答力を高める機械 4 力学基礎演習』 

（土井正好 著、コロナ社、平成 30 年） 

参考書 

一部の授業で参考資料を配布する。 

評価方法 

① 第 11回～第13回の演習について各回

の内容に即した「課題レポート」を提出

し、理解度を測る。「課題レポート」は 10

点満点、計 30 点（3 回分）とする。 

② 第 1 回～10 回の講義について各回授

業の最終回で課される「基礎確認問題」の

解答を授業終了時に提出する。「基礎確認

問題」は 7 点満点で、計 70 点（10 回分）

とする。 

以上、①および②により総合的に成績評

価を行う。 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定め

るところによる。 

S：90～100(GP4)、Ａ：80～89(GP3)、Ｂ：

70～79(GP2)、Ｃ：60～69(GP1)、Ｄ：0～

59(GP0) 

 

評価方法 

①    各回の内容に即した「課題レポー

ト」を提出し、理解度を測る。「課題レポ

ート」は５点満点で、計 60 点満点（12回

分）とする。 

②授業の最終回で課される「基礎確認問

題」の解答を授業終了時に提出する。「基

礎確認問題」の解答は 40 点満点とする。 

以上、①および②により総合的に成績評

価を行う。 

 

 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定め

るところによる。 

S：90～100(GP4)、Ａ：80～89(GP3)、Ｂ：

70～79(GP2)、Ｃ：60～69(GP1)、Ｄ：0～

59(GP0) 

波形処理 

（授業の概要） 

本科目は、音声、画像、データや雑音等の多

様な波形の表現方法と、その処理の基本を学

ぶ。授業では、多様な波形の各々の性質と波

形処理の影響について、時間次元と周波数次

元の両方の表現により理解を深める。さらに

波形をデジタル化して数値化して波形処理を

行うデジタル信号処理の基礎も併せて学ぶ。

理解を確認し、知識の定着を図るため、毎回

の小演習、及び中間・期末の総合演習を実施

波形処理 

（授業の概要） 

本科目は、音声、画像、データや雑音等の多

様な波形の表現方法と、その処理の基本を学

ぶ。信号や雑音の波形は、電圧の時間変化を

表す関数として数式で表現され、適切な数学

的処理で、各周波数の大きさと角度で表現す

ることもできる。授業では、多様な波形の各々

の性質と波形処理の影響について、時間次元

と周波数次元の両方の表現により理解を深め

る。さらに波形をデジタル化して数値化して
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する。 波形処理を行うデジタル信号処理の基礎も併

せて学ぶ。 

（授業計画） 

（略） 

第７回 

タイトル 

中間総合演習 

（第 1回～6 回） 

 

学習内容 

第 1 回～6 回で学んだ内容に関して確認課題

について総合演習を行い、また演習内容や解

法について解説を加える。 

（中略） 

第 13 回 

タイトル 

期末総合演習 

（第 1回～6 回、8 回～12 回） 

 

学習内容 

本科目で学んだ内容に関して確認課題につい

て総合演習を行い、また演習内容や解法につ

いて解説を加える。 

（授業計画） 

（略） 

第７回 

タイトル 

中間まとめ 

（第 1回～6 回） 

 

学習内容 

第 1 回～6 回で学んだ内容に関して確認課題

を解くことで理解を確認し、解説を加える。 

 

（中略） 

第 13 回 

タイトル 

期末まとめ 

（第 1回～6 回、8 回～13 回） 

 

学習内容 

本科目で学んだ内容に関して確認課題を解く

ことで理解を確認し、解説を加える。 

（評価方法） 

宿題課題 40% 小演習 20% 中間総合演習 20% 

期末総合演習 20% 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。  

S：90～100（GP4）、A：80～89（GP3）、B：70～

79（GP2）、C：60～69（GP1）、D：0～59（GP0） 

（評価方法） 

宿題課題 60%・中間まとめの確認課題 20%・期

末まとめの確認課題 20% 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。  

S：90～100（GP4）、A：80～89（GP3）、B：70～

79（GP2）、C：60～69（GP1）、D：0～59（GP1） 

電気電子工学プロジェクト 

新規 

 

電気電子回路設計Ⅱ 

（授業形態） 

演習 

 

電気電子回路設計Ⅱ 

（授業形態） 

講義 
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（到達目標） 

デジタル回路の特徴を説明できる。 

デジタル回路の設計方法を説明できる。 

ハードウェア記述言語を用いて簡単なデジタ

ル回路を設計できる。 

マイコンの構成と役割を説明できる。 

簡単なマイコン用組込みソフトウェアの開発

ができる。 

アナログ・デジタル混在回路の実装に関する

注意点を説明できる。 

アナログ・デジタル混在回路における試験方

法について説明できる。 

（到達目標） 

デジタル回路の特徴を説明できる。 

デジタル回路の設計方法を説明できる。 

ハードウェア記述言語を用いて簡単な論理回

路を設計できる。 

アナログ・デジタル混在回路の実装に関する

注意点を説明できる。 

アナログ・デジタル混在回路における試験方

法について説明できる。 

（授業計画） 

（略） 

第５回  

学習内容 

論理回路の設計方法の種類と概要について学

習する。 

（授業計画） 

（略） 

第５回  

学習内容 

論理回路の設計方法の種類と概要 

第６回  

学習内容 

HDL を用いた論理回路の設計方法の概要を学

習し、論理合成ソフトウェアを用いて設計と

論理合成を体験する。 

第６回  

学習内容 

HDL を用いた論理回路の設計方法の概要 

第７回  

学習内容 

HDL を用いた組み合わせ論理回路の設計方法

を学習し、論理合成ソフトウェアによる論理

合成とシミュレータによる動作確認を行う。 

事後学習 

HDL を用いた組み合わせ論理回路の設計課題

を解く。 

第７回  

学習内容 

HDL を用いた組み合わせ論理回路の設計方法 

 

 

事後学習  

確認問題を解く。 

第８回  

学習内容 

HDL を用いた順序論理回路の設計方法を学習

し、論理合成ソフトウェアによる論理合成と

シミュレーションソフトウェアによる動作確

第８回  

学習内容 

HDL を用いた順序論理回路の設計方法 
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認を行う。 

事後学習 

HDLを用いた順序論理回路の設計課題を解く。 

 

事後学習 

確認問題を解く。 

第９回 

タイトル 

マイコンと組込みソフトウェア  

事前学習 

事前配布資料を読み、マイクロコンピュータ 

(マイコン）の構成と役割、組込みソフトウェ

アについて予習する。 

学習内容 

マイコンの構成と役割、組込みソフトウェア

について学習する。 

第９回 

タイトル 

マイクロコンピュータとソフトウェア 

事前学習 

事前配布資料を読み、HDL(ハードウェア記述

言語）を用いた論理回路の設計方法について

予習する。 

学習内容 

マイクロコンピュータの役割とソフトウェア

開発 

第 10 回 

タイトル 

マイコン用組込みソフトウェアの開発事前学

習事前配布資料を読み、マイコン用組込みソ

フトウェアの開発方法について予習する。学

習内容マイコン用組込みソフトウェア開発に

ついて学習し、開発ツールを用いてマイコン

用ソフトウェアの開発を体験する。事後学習

開発ツールを用いたマイコン用組込みソフト

ウェアの作成課題を解く。 

第 10 回 

タイトル 

アナログ・デジタル変換とアナログ・デジタ

ル混在回路事前学習事前配布資料を読み、DA

コンバータ、AD コンバータ、およびアナログ・

デジタル混在回路における注意点について予

習する。学習内容 DA コンバータ、AD コンバ

ータ、およびアナログデジタル混在回路にお

ける注意点事後学習教科書、配布資料、小テ

ストにより復習を行う。 

第 11 回 

タイトル 

アナログ・デジタル変換とアナログ・デジタ

ル混在回路 

事前学習 

事前配布資料を読み、DA コンバータ、AD コン

バータ、およびアナログ・デジタル混在回路

における注意点について予習する。 

学習内容 

DA コンバータ、AD コンバータ、およびアナロ

グデジタル混在回路における注意点を学習す

る。 

第 11 回 

タイトル 

アナログ・デジタル混在回路の実装技術 

 

事前学習 

事前配布資料を読み、DA コンバータ、AD コン

バータ、およびアナログ・デジタル混在回路

に基板設計・実装技術について予習する。 

学習内容 

アナログ・デジタル混在回路の基板設計・実

装技術 

第 12 回 第 12 回 
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タイトル 

アナログ・デジタル混在回路の実装技術 

事前学習 

事前配布資料を読み、アナログ・デジタル混

在回路に基板設計・実装技術について予習す

る。 

学習内容 

アナログ・デジタル混在回路の基板設計・実

装技術について学習し、プリント基板設計ソ

フトウェアを用いて、設計を体験することで

理解を深める。 

事後学習 

プリント基板設計ツールを用いて、アナログ・

デジタル混在回路のプリント基板設計に関す

る課題を行う。 

タイトル 

回路の試験方法 

事前学習 

事前配布資料を読み、回路の試験方法および

試験ツールついて予習する。 

学習内容 

回路の試験方法および試験ツール 

 

 

 

 

事後学習 

レポートを提出する。 

第 13 回 

タイトル 

アナログ・デジタル混在回路の試験事前学習

事前配布資料を読み、アナログ・デジタル混

在回路の試験方法および試験ツールついて予

習する。学習内容アナログ・デジタル混在回

路回路の試験方法および試験ツールについて

学習する。‘事後学習アナログ・デジタル混在

回路の設計を行い、レポートを提出する。 

第 13 回 

タイトル 

総括事前学習事前配布資料およびこれまでの

配布資料を読み、デジタル回路の設計方法に

ついてまとめる。学習内容授業の総括事後学

習レポートを提出する。 

エネルギー変換工学 

 

（授業テーマ） 

様々なエネルギーの形態とその変換方法およ

び実際の活用事例における課題について学

ぶ。 

エネルギー変換工学 

 

（授業テーマ） 

様々なエネルギーの形態とその変換方法と課

題について学ぶ。 

（授業計画） 

第４回 

タイトル 

エネルギー資源と SDGｓ 

 

事前学習 

（授業計画） 

第４回 

タイトル 

エネルギー資源 

 

事前学習 
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公開する講義ノートを事前に確認し、授業で

の演習テーマについて資料を調査する。 

 

学習内容 

エネルギー資源の形態と化石燃料の埋蔵量に

ついて学び、持続可能な利用法についてグル

ープ討議し、発表する。 

 

事後学習 

グループ討議の内容をまとめ、レポート提出

する。 

 

公開する講義ノートを事前に確認し、授業内

容について予習しておく。 

 

学習内容 

エネルギー資源の形態と化石燃料の埋蔵量に

ついて学ぶ。 

 

 

事後学習 

講義ノートおよび授業で説明した内容を復習

し、授業中に指示される課題に取り組む。 

第７回 

タイトル 

原子炉、核融合炉と原子力政策 

 

事前学習 

公開する講義ノートを事前に確認し、授業で

の演習テーマについて資料を調査する。 

 

学習内容 

核分裂からのエネルギー変換である原子炉と

核融合炉の原理について学び、日本および世

界での原子力の活用事例についてグループ討

議し、発表する。 

 

事後学習 

グループ討議の内容をまとめ、レポート提出

する。 

 

第７回 

タイトル 

核エネルギーからの変換（原子炉、核融合炉） 

 

事前学習 

公開する講義ノートを事前に確認し、授業内

容について予習しておく。 

 

学習内容 

核分裂からのエネルギー変換である原子炉と

核融合炉の原理について学ぶ。 

 

 

 

事後学習 

講義ノートおよび授業で説明した内容を復習

し、授業中に指示される課題に取り組む。 

 

第 10 回 

 

学習内容 

風力エネルギーの変換技術と日本および世界

での活用事例について学ぶ。 

第 10 回 

 

学習内容 

風力エネルギーの変換技術について学ぶ。 

第 11 回 第 11 回 



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−69− 

 

 

学習内容 

太陽光、地熱発電技術と日本および世界での

活用事例について学ぶ。 

 

学習内容 

太陽光、地熱発電技術について学ぶ。 

第 13 回 

タイトル 

アナログ・デジタル混在回路の試験 

事前学習 

事前配布資料を読み、アナログ・デジタル混

在回路の試験方法および試験ツールついて予

習する。 

学習内容 

アナログ・デジタル混在回路回路の試験方法

および試験ツールについて学習する。‘ 

事後学習 

アナログ・デジタル混在回路の設計を行い、

レポートを提出する。 

第 13 回 

タイトル 

総括 

事前学習 

事前配布資料およびこれまでの配布資料を読

み、デジタル回路の設計方法についてまとめ

る。 

学習内容 

授業の総括 

 

事後学習 

レポートを提出する。 

制御工学Ⅰ 

 

（授業テーマ） 

機械運動や電気現象を表す多様な制御対象に

ついてモデリング法とブロック線図の結合方

法を理解する。インパルス応答、ステップ応

答、極と安定性について用語の理解と計算方

法を理解する。 

制御工学Ⅰ 

 

（授業テーマ） 

機械運動や電気現象を表す多様な制御対象に

ついてモデリング法とブロック線図の結合方

法を理解する。インパルス応答、ステップ応

答、周波数応答および安定解析について用語

の理解と計算方法を理解する。 

（授業の概要） 

本科目は、機械運動や電気現象を表す多様な

制御対象についてモデリング法とブロック線

図の結合方法を理解し、インパルス応答、ス

テップ応答について用語の理解と計算方法を

理解することをテーマとする。入力に影響さ

れて応答出力が表れる制御対象について、制

御対象の応答出力を人為的に期待する目標値

へ追従させるには、制御対象の入出力値をリ

アルタイムに計測できるセンサが必要であ

る。そして出力と目標値との偏差を検出し、

（授業計画） 

本科目は、機械運動や電気現象を表す多様な

制御対象についてモデリング法とブロック線

図の結合方法を理解し、インパルス応答、ス

テップ応答、周波数応答および安定解析につ

いて用語の理解と計算方法を理解することを

テーマとする。入力に影響されて応答出力が

表れる制御対象について、制御対象の応答出

力を人為的に期待する目標値へ追従させるに

は、制御対象の入出力値をリアルタイムに計

測できるセンサが必要である。そして出力と
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その偏差を無くすフィードバックループを設

置する。制御系への入力として代表的なイン

パルス入力やステップ入力に対する応答性の

解析方法について学習する。また、制御系設

計に必要なモデリング法について演習を 4 回

設定する。 

目標値との偏差を検出し、その偏差を無くす

フィードバックループを設置する。制御系へ

の入力として代表的なインパルス入力やステ

ップ入力、周波数入力に対する応答性の解析

方法について学習する。 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

微分方程式とのつながり 

 

学習内容 

学習一直線上のモノの動きを表す位置、速度、

加速度、微分とは、微分方程式とは、指数関

数の性質について解説する。また、授業の進

め方、教科書の使い方、成績評価方法につい

て解説する。 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

制御とは 

 

学習内容 

制御工学が用いられている事例を解説する。

また、授業の進め方、教科書の使い方、成績

評価方法について解説する。 

第２回 

タイトル 

制御とは 

 

学習内容 

制御工学と微分方程式のつながり、システム

とモデル、手動制御と自動制御、フィードバ

ック制御とフィードバック制御について学習

する。学習内容に関連した基本問題の解法を

解説する。 

第２回 

タイトル 

ダイナミカルシステム 

 

学習内容 

ダイナミカルシステムである制御対象を運動

方程式として表現する方法について学習す

る。学習内容に関連した基本問題の解法を解

説する。 

第３回タイトルシステムの数学モデル演習事

前学習指定参考書の該当ページを事前に読

む。学習内容静的システム、動的システムの

数学モデル設計法を演習する。 

第３回タイトル伝達関数事前学習指定教科書

の該当ページを事前に読む。学習内容時間領

域である運動方程式をラプラス変換して周波

数領域とした伝達関数を導出すること、また

なぜ周波数領域とするのかについて学習す

る。学習内容に関連した基本問題の解法を解

説する。 

第４回 

タイトル 

第４回 

タイトル 
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直線運動の数学モデル設計演習 

 

事前学習 

指定参考書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

自動車走行の制御を表す直線運動の数学モデ

ル設計法を演習する。 

ブロック線図 

 

事前学習 

指定教科書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

制御システムを俯瞰できるブロック線図につ

いて学習する。フィードバック制御系の表し

方、合成伝達関数の計算法について特に解説

する。学習内容に関連した基本問題の解法を

解説する。 

第５回 

タイトル 

回転運動の数学モデル設計演習 

 

事前学習 

指定参考書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

自動車、船舶、航空機の旋回運動制御を表す

回転運動の数学モデル設計法を演習する。 

第５回 

タイトル 

インパルス応答とステップ応答 

 

事前学習 

指定教科書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

制御対象の伝達関数を得るには、制御対象に

対してインパルスやステップ入力信号を印可

した後の時間応答を観察する。この時間応答

の解析方法について学習する。学習内容に関

連した基本問題の解法を解説する。 

 

第６回 

タイトル 

電気回路の数学モデル設計演習 

 

事前学習 

指定参考書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

モーター制御や発電機を表す電気回路の数学

モデル設計法を演習する。 

第６回 

タイトル 

極・零点と過渡応答 

 

事前学習 

指定教科書の該当ページを事前に読む。 

 

学習内容 

制御系の極・零点を調べることで、制御運転

の事前に応答性を知ることができる。極・零

点の算出方法について学習する。学習内容に
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関連した基本問題の解法を解説する。 

第７回 

タイトル 

伝達関数の役割学習内容ラプラス変換の概

念、伝達関数とはについて学習する。学習内

容に関連した基本問題の解法を解説する。 

第７回 

タイトル 

ダイナミカルシステムの安定性学習内容制御

系の極が不安定であれば目標値追従するため

のコントローラ設計は不可である。安定極の

算出方法について学習する。学習内容に関連

した基本問題の解法を解説する。 

第８回 

タイトル 

伝達関数とブロック線図 

 

学習内容 

ブロック線図、システムのアナロジー、ラプ

ラス変換について学習する。学習内容に関連

した基本問題の解法を解説する。 

第８回 

タイトル 

感度特性 

 

学習内容 

制御パラメータ変化や外乱に対する感度につ

いて学習する。学習内容に関連した基本問題

の解法を解説する。 

第９回 

タイトル 

動的システムの応答 

 

学習内容 

インパルス応答、ステップ応答について学習

する。学習内容に関連した基本問題の解法を

解説する。 

第９回 

タイトル 

定常特性 

 

学習内容 

過渡応答特性を知る根軌跡の設計法について

学習する。学習内容に関連した基本問題の解

法を解説する。 

 

第 10 回 

タイトル 

システムの応答特性 

 

学習内容 

過渡特性、定常特性、1 次遅れ系について学習

する。学習内容に関連した基本問題の解法を

解説する。 

 

第 10 回 

タイトル 

根軌跡 

 

学習内容 

過渡応答特性を知る根軌跡の設計法について

学習する。学習内容に関連した基本問題の解

法を解説する。 

 

第 11 回 

タイトル 

第 11 回 

タイトル 
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2 次遅れ系のインパルス応答 

 

学習内容 

2 次遅れ系のインパルス応答について学習す

る。学習内容に関連した基本問題の解法を解

説する。 

ベクトル軌跡 

 

学習内容 

低周波数から高周波数入力を印可した場合の

応答特性を解析するベクトル軌跡について学

習する。学習内容に関連した基本問題の解法

を解説する。 

第 12 回 

タイトル 

2 次遅れ系のステップ応答学習内容 2 次遅れ

系のステップ応答について学習する。学習内

容に関連あした基本問題の解法を解説する。 

第 12 回 

タイトル 

ボード線図学習内容低周波数から高周波数入

力を印可した場合のゲインと位相変化を解析

するボード線図について学習する。学習内容

に関連した基本問題の解法を解説する。 

第 13 回 

タイトル 

極と安定性 

 

学習内容 

定常特性について学習する。学習内容に関連

した基本問題の解法を解説する。 

 

第 13 回 

タイトル 

総括 

 

学習内容 

授業で学習した範囲について総括し、制御工

学の基礎問題からなる確認問題を解答する。  

教科書 

『はじめての制御工学』 （佐藤和也、平元

和彦、平田研二 著 講談社、平成 21 年） 

教科書 

『フィードバック制御入門』（杉江俊治、藤田

政之 著、コロナ社、平成 11 年） 

参考書 

『解答力を高める機械 4力学基礎演習』 （土

井正好 著、コロナ社、平成 30 年） 

参考書 

一部の授業で参考資料を配布する。 

評価方法 

① 第 3 回～第 6 回の演習について各回の内

容に即した「課題レポート」を提出し、理解

度を測る。「課題レポート」は 9点満点（第６

回のみ 10 点満点）、計 37 点（4回分）とする。 

② 第 1回、2回、7回～13 回の講義について

各回授業の最終回で課される「基礎確認問題」

の解答を授業終了時に提出する。「基礎確認問

題」は 7点満点で、計 63 点（9 回分）とする。 

評価方法 

①各回の内容に即した「課題レポート」を提

出し、理解度を測る。「課題レポート」は５点

満点で、計 60 点満点（12 回分）とする。 

②授業の最終回で課される「基礎確認問題」

の解答を授業終了時に提出する。「基礎確認問

題」の解答は 40 点満点とする。 

以上、①および②により総合的に成績評価を

行う。 
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以上、①および②により総合的に成績評価を

行う。 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。 

S：90～100(GP4)、Ａ：80～89(GP3)、Ｂ：70～

79(GP2)、Ｃ：60～69(GP1)、Ｄ：0～59(GP0) 

 

 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。 

S：90～100(GP4)、Ａ：80～89(GP3)、Ｂ：70～

79(GP2)、Ｃ：60～69(GP1)、Ｄ：0～59(GP0) 

無線通信システム 

（授業の目的） 

放送、携帯電話、無線ＬＡＮなど、我々の社

会において不可欠な無線通信について、通信

媒体の性質を理解し、また情報をこれらの媒

体により伝送するための信号処理方式、媒体

を複数の利用者が分け合う多元接続技術等に

ついて、概念だけでなく数式で明確に表現で

きるようなるとともに，実際の（現在・将来）

システムでの実装の内容を理解することを目

的とする。 

無線通信システム 

（授業の目的） 

無線通信で用いられる媒体（電波、光、音波）

の性質を理解し、また情報をこれらの媒体に

より伝送するための信号処理方式を、概念だ

けでなく数式で明確に表現できるようなるこ

とを目的とする。また、変復調方式による性

能の違い、多くの無線システムで不可欠な多

元接続の手法についても理解することを目的

とする。 

（授業の概要） 

本科目は、無線通信システムについて、情報

を担う通信媒体の性質、信号波形で情報を表

現する変復調技術、限られた電波資源を分け

合うための多元接続技術について、単なる概

念ではなく数式により明確に表現できる深い

理解を得ることを目的とする。授業では、原

理原則だけでなく、実社会での実用システム

や将来のシステムでどのような技術が使われ

ているかにも重点を置く。理解を確認し、知

識の定着を図るため、毎回の小演習、及び中

間・期末の総合演習を実施する。 

（授業の概要） 

本科目は、無線通信で用いられる媒体の性質

を理解し、これらの媒体により伝送するため

の信号処理方式を数式で明確に表現できるよ

うなること、また、変復調方式による性能の

違い、多元接続の手法についても理解するこ

とを目的とする。無線通信システムの実現の

ためには、その用途に適した媒体や信号変調

方式の選択が必要である。複数の通信を一つ

のシステムで実現するための多元接続技術も

多くのシステムでは必須である。もちろんシ

ステムの通信性能の評価尺度は不可欠であ

る。この授業では、これらの無線通信システ

ムの基本となる各項目について学ぶ。 

（到達目標） 

無線通信で用いられる様々な波長の電波、光、

音波の性質を説明出来る。 

主要な変調方式と復調方法の実現方法を数式

で表現できる。 

（到達目標） 

無線通信で用いられる様々な波長の電波、光、

音波の性質を説明出来る。 

主要な変調方式と復調方法の実現方法を数式

で表現できる。 
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主要なアナログ・ディジタル変調信号の性能

評価方法の違いと原理を説明できる。 

多元接続の種類のそれぞれの概要を説明でき

る。 

実際に実用されている、あるいは今後実用さ

れる代表的な無線システムの方式を説明でき

る。 

主要なアナログ変調信号の信号対雑音比性能

の違いを説明できる。 

主要なディジタル変調信号の誤り率特性の違

いを説明できる。 

多元接続の種類のそれぞれの概要を説明でき

る。 

（授業計画） 

第 6回 

タイトル 

社会におけるアナログ変調 

学習内容 

アナログ変調がもちいられている社会基盤シ

ステムのいくつかについて内容を理解する．

放送・管制通信等． 

第 7回 

タイトル 

中間総合演習（第 1回～6回） 

学習内容 

第 1 回～6 回で学んだ内容に関して確認課題

について総合演習を行い、また演習内容や解

法について解説を加える。 

第 11 回 

タイトル 

スペクトル拡散と多元接続 

学習内容 

拡散方法、拡散率、拡散符号、多元接続、FDMA、 

TDMA、 CDMA、 ランダムアクセス 

第 12 回 

タイトル 

ディジタル無線技術と社会基盤 

事前学習 

事前配布授業用資料に基づき予習する。 

 

学習内容 

社会基盤となっている様々な無線システム 

（授業計画） 

第 6回 

タイトル 

ステレオ放送 

学習内容 

AM ステレオ、FM ステレオ 

 

 

第 7回 

タイトル 

中間まとめ（第 1回～6回） 

学習内容 

第 1 回～6 回で学んだ内容に関して確認課題

を解くことで理解を確認し、解説を加える。 

 

第 11 回 

タイトル 

スペクトル拡散 

学習内容 

拡散方法、拡散率、拡散符号 

 

第 12 回 

タイトル 

多元接続技術 

事前学習 

事前配布授業用資料および教科書の指示され

た部分を通読・予習する。 

学習内容 

多元接続、FDMA、 TDMA、 CDMA、 ランダムア



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−76− 

 

クセス 

第 13 回 

タイトル 

期末総合演習 

（第 1回～6 回、8 回～12 回） 

学習内容 

本科目で学んだ内容に関して確認課題につい

て総合演習を行い、また演習内容や解法につ

いて解説を加える。 

第 13 回 

タイトル 

期末まとめ 

（第 1回～6 回、8 回～12 回） 

学習内容 

授業全体の内容に関して確認課題を解くこと

で理解を確認し、解説を加える。 

（教科書） 

『新インターユニバーシティ 無線通信工学』

（片山正昭 編著、オーム社、平成 21 年） 

事前配布資料 

（教科書） 

『新インターユニバーシティ 無線通信工学』

（片山正明 編著、オーム社、平成 21 年） 

事前配布資料 

（評価方法） 

宿題課題 40% 小演習 20% 中間総合演習 20% 

期末総合演習 20% 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。  

S：90～100（GP4）、A：80～89（GP3）、B：70～

79（GP2）、C：60～69（GP1）、D：0～59（GP0） 

（評価方法） 

宿題課題 60%・中間まとめの確認課題 20%・期

末まとめの確認課題 20% 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。  

S：90～100（GP4）、A：80～89（GP3）、B：70～

79（GP2）、C：60～69（GP1）、D：0～59（GP0） 

 

添付資料３ 基本計画書 教育課程等の概要 

添付資料４ シラバス 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

２．－（２） 

審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があることから、教育課

程全体が妥当であるとの判断をすることができない。このため、審査意見１への対応や以下に

例示する点を踏まえて、本学科の教育課程が適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・

ポリシーに基づき、修得すべき知識や能力等に係る教育が網羅され、体系性が担保された上

で、適切に編成されていることを明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（２）審査意見２（１）への対応を踏まえ、「実験・実習」形式の授業科目について、実験・

実習室等の施設・設備や指導補助者・技術職員の有無等の教育体制が十分に整備されているこ

とについて、改めて具体的に説明すること。 

 

（対応） 

本学科の「実験・実習」形式の授業科目について、実験・実習室等の施設・設備や指導補助者・

技術職員の有無等の教育体制が十分に整備されていることについて、具体的に説明した。 

 

（説明） 

 「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「①設置の趣旨及び必要性 ４ 卒業認定・学位

授与の方針、教育課程編成・実施の方針及び入学者受入れの方針」において、指導補助者・技術

職員の有無の教育体制を十分整備することについて説明を加えた。 

 

また、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「⑨施設、設備等の整備計画 ２ 校舎等施

設の整備計画」において、指導補助者・技術職員の有無の教育体制を十分整備することについて

説明を加えるとともに、本学科の「実験・実習」形式の授業科目について、実験・実習室等の施

設設備について具体的な説明を加えた。 

 

具体的には、演習形式、実験・実習形式の授業科目の教育体制の充実及び実習工場・共同利用

機器室などにおける学生の安全に十分配慮する観点から、以下の資質・能力を持った技術職員４

名を理工学部として配置し、以下の業務・役割にあたることにより、安全かつ効果的な教育が実

施される体制を整備することとするとともに、必要に応じてティーチングアシスタント（ＴＡ）

を配置する方針とし、安全かつ効果的に授業が実践される体制を整備する。なお、ＴＡの採用に

あたっては、近隣国公私立大学大学院研究科の協力を得て、本学に派遣される体制をとることと

する。また、他大学院の学生を採用することになるため、実験機器等の操作方法の理解や安全確

保の方策を担保できるよう、採用時の研修および継続的な技術指導を行うこととし、安全かつ効

果的な演習授業、実習・実験授業が専任教員の指導のもと図られる体制を整備する。 
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＜資質・能力＞ 

① 理工系の大学学部または高等専門学校の卒業生又はこれと同等以上の能力を有する者。 

② 基礎的な物理学、機械工学、電気電子工学の実験・実習に関する理解と一定の経験があり、

実験・実習を中心とした教育支援に意欲的に取り組める者。 

③ 教員と緊密に連携した実験・実習の補助および指導法の改善に意欲的に取り組める者。 

④ 実験・実習用装置の保守、管理、改良に意欲的に取り組める者。 

＜業務・役割＞ 

① 実習工場・共同利用機器室の設備の維持管理業務 

② 実験・実習における教員の補助（実験設備等の準備と後片付け) 

③ 実験・実習における学生への指導補助、技術支援 

④ 卒業研究等における技術支援 

 

（新旧対照表）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」２０ページ／９７ページ 

新 旧 

（ⅱ）教育課程実施の方針 

・学説や物事などの意味や内容の理解を目的

とする教育内容は、講義形式による授業形態

を採り、知識や技能を実践に応用する能力の

修得を目的とする教育内容は、演習形式及び

実験・実習形式による授業形態を採る。なお、

演習形式、実験・実習形式の授業科目の教育

体制の充実及び実習工場・共同利用機器室な

どにおける学生の安全に十分配慮する観点か

ら、以下の資質・能力を持った技術職員４名

を理工学部として配置し、以下の業務・役割

にあたることにより、安全かつ効果的な教育

が実施される体制を整備することとするとと

もに、必要に応じてティーチングアシスタン

ト（ＴＡ）を配置する方針とし、安全かつ効

果的に授業が実践される体制を整備する。な

お、ＴＡの採用にあたっては、近隣国公私立

大学大学院研究科の協力を得て、本学に派遣

される体制をとることとする。また、他大学

院の学生を採用することになるため、実験機

器等の操作方法の理解や安全確保の方策を担

保できるよう、採用時の研修および継続的な

（ⅱ）教育課程実施の方針 

・学説や物事などの意味や内容の理解を目的

とする教育内容は、講義形式による授業形態

を採り、知識や技能を実践に応用する能力の

習得を目的とする教育内容は、演習形式及び

実習形式による授業形態を採る。 
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技術指導を行うこととし、安全かつ効果的な

演習授業、実習・実験授業が専任教員の指導

のもと図られる体制を整備する。 

＜資質・能力＞ 

① 理工系の大学学部または高等専門学校の

卒業生又はこれと同等以上の能力を有する

者。 

② 基礎的な物理学、機械工学、電気電子工学

の実験・実習に関する理解と一定の経験が

あり、実験・実習を中心とした教育支援に

意欲的に取り組める者。 

③ 教員と緊密に連携した実験・実習の補助お

よび指導法の改善に意欲的に取り組める

者。 

④ 実験・実習用装置の保守、管理、改良に

意欲的に取り組める者。 

＜業務・役割＞ 

① 実習工場・共同利用機器室の設備の維持

管理業務 

② 実験・実習における教員の補助（実験設

備等の準備と後片付け) 

③ 実験・実習における学生への指導補助、

技術支援 

④ 卒業研究等における技術支援 

 

２ 校舎等施設の整備計画 

理工学部の学生が１年次に学ぶ茨木総持寺

キャンパスでは、現在、２棟の校舎等施設を

有しており、その総面積は約２０，８４８㎡

で、大学教育に必要となる主要な教室等の内

訳としては、演習も可能な可動机と椅子を備

えている講義室５７室、語学学習室、情報処

理施設、教員研究室を設けており、その他、

教員控室、図書館、会議室、事務室、保健

室、学生食堂などを整備している。 

なお、茨木総持寺キャンパスでは、令和７

２ 校舎等施設の整備計画 

理工学部の学生が１年次に学ぶ茨木総持寺

キャンパスでは、現在、２棟の校舎等施設を

有しており、その総面積は約２０，８４８㎡

で、大学教育に必要となる主要な教室等の内

訳としては、演習も可能な可動机と椅子を備

えている講義室５７室、語学学習室、情報処

理施設、教員研究室を設けており、その他、

教員控室、図書館、会議室、事務室、保健

室、学生食堂などを整備している。 

なお、茨木総持寺キャンパスでは、令和７
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年４月に地上６階、延べ床面積約４４，８５

６㎡の新たな校舎等施設の建設を予定してお

り、新たに一般教室２０室、演習室７５室、

研究室２４４室、教員控室、学長室、会議

室、事務室、面談室、学生厚生施設などを整

備することによる教育研究環境のさらなる充

実を図ることとしている。（資料５６「校舎

等施設建設計画」） 

一方、理工学部の学生が２～４年次に学ぶ

茨木安威キャンパスでは、現在、１９棟の校

舎等施設を有しており、その総面積は約４

８，４８８㎡で、大学教育に必要となる主要

な教室等の内訳としては、一般教室５７室、

演習室６０室、実験実習室２７室、情報処理

施設７室、教員研究室１００室を設けてお

り、その他、教員控室、図書館、会議室、事

務室、保健室、学生食堂、学生厚生施設など

を整備している。 

理工学部の設置に伴う校舎等施設の整備計

画については、既存の茨木総持寺キャンパス

及び茨木安威キャンパスの校舎等施設を有効

的に利用することとしているが、一方で、理

工学部における学生数を踏まえた授業科目や

授業形態を実施するために必要となる校舎等

施設の改修を計画しており、教育研究環境の

整備を図ることとしている。また、実験・実

習形式の授業科目の教育体制の充実及び実習

工場・共同利用機器室などにおける学生の安

全に十分配慮する観点から、以下の資質・能

力を持った技術職員４名を理工学部として配

置し、以下の業務・役割にあたることによ

り、安全かつ効果的な教育が実施される体制

を整備することとするとともに、必要に応じ

てティーチングアシスタント（ＴＡ）を配置

する方針とし、安全かつ効果的に授業が実践

される体制を整備する。なお、ＴＡの採用に

年４月に地上６階、延べ床面積約４４，８５

６㎡の新たな校舎等施設の建設を予定してお

り、新たに一般教室２０室、演習室７５室、

研究室２４４室、教員控室、学長室、会議

室、事務室、面談室、学生厚生施設などを整

備することによる教育研究環境のさらなる充

実を図ることとしている。（資料４５「校舎

等施設建設計画」） 

一方、理工学部の学生が２～４年次に学ぶ

茨木安威キャンパスでは、現在、１９棟の校

舎等施設を有しており、その総面積は約４

８，４８８㎡で、大学教育に必要となる主要

な教室等の内訳としては、一般教室５７室、

演習室６０室、実験実習室２７室、情報処理

施設７室、教員研究室１００室を設けてお

り、その他、教員控室、図書館、会議室、事

務室、保健室、学生食堂、学生厚生施設など

を整備している。 

理工学部の設置に伴う校舎等施設の整備計

画については、既存の茨木総持寺キャンパス

及び茨木安威キャンパスの校舎等施設を有効

的に利用することとしているが、一方で、理

工学部における学生数を踏まえた授業科目や

授業形態を実施するために必要となる校舎等

施設の改修を計画しており、教育研究環境の

整備を図ることとしている。 
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あたっては、近隣国公私立大学大学院研究科

の協力を得て、本学に派遣される体制をとる

こととする。また、他大学院の学生を採用す

ることになるため、実験機器等の操作方法の

理解や安全確保の方策を担保できるよう、採

用時の研修および継続的な技術指導を行うこ

ととし、安全かつ効果的な演習授業、実習・

実験授業が専任教員の指導のもと図られる体

制を整備する。 

＜資質・能力＞ 

① 理工系の大学学部または高等専門学校

の卒業生又はこれと同等以上の能力を有する

者。 

② 基礎的な物理学、機械工学、電気電子工

学の実験・実習に関する理解と一定の経験が

あり、実験・実習を中心とした教育支援に意

欲的に取り組める者。 

③ 教員と緊密に連携した実験・実習の補助

および指導法の改善に意欲的に取り組める

者。 

④ 実験・実習用装置の保守、管理、改良に

意欲的に取り組める者。 

＜業務・役割＞ 

① 実習工場・共同利用機器室の設備の維持

管理業務 

② 実験・実習における教員の補助（実験設

備等の準備と後片付け) 

③ 実験・実習における学生への指導補助、

技術支援 

④ 卒業研究等における技術支援 

 

（１）茨木総持寺キャンパスにおける校舎

等施設の整備計画 

茨木総持寺キャンパスでは、設備の整備計

画については、既存の茨木総持寺キャンパス

で使用している教具・校具・備品１１，４８

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、茨木総持寺キャンパスでは、

理工学部の専用の施設として教室棟の１階部

分を改修し、収容人数１２０名の基礎物理実
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４点を有効的に転共用するとともに、理工学

部における教育課程、授業形態、学生人数等

を踏まえた設備として、理工学部数理・デー

タサイエンス学科、機械工学科、電気電子工

学科、情報工学科において基盤共通科目とし

て配置している「基礎物理学実験」を実施す

るための専用の施設として教室棟の 1 階部分

を改修し、収容人数１２０名の基礎物理学実

験室（約２８０㎡）を設ける。当該施設にお

いては、実験・実習形式の授業を実施するた

めの設備として、教具・校具・備品７１０点

を整備することとしている。 

【基礎物理学実験教室】 

ニュートンリング板、線スペクトル光源装

置、凸レンズＡ、重力加速度の大きさ実験機

器、ヤング率実験機器、水の粘性係数実験機

器、熱電対の熱起電力実験器、金属棒の熱膨

張係数実験機器、光の干渉と波長実験器、半

導体の活性化エネルギー、コイルのインビー

ダンスとインダクタンス実験機器、学生実験

台、丸椅子、収納戸棚、可動式モニター 

また、理工学部の教員共同研究室１室（約

４８㎡）をⅡ期棟の６階部分に設けることと

している。（資料５７「校舎改修等施設・設備

整備計画（茨木総持寺キャンパス）」） 

（２）茨木安威キャンパスにおける校舎等

施設の整備計画 

 

 

 

 

 

茨木安威キャンパスでは、設備の整備計画に

ついては、既存の茨木安威キャンパスで使用

している教具・校具・備品７，９０７点を有

効的に転共用するとともに、理工学部数理・

験室（約２８０㎡）を設けるとともに、茨木

安威キャンパスでは、理工学部の専用の施設

として既存の１号館を改修し、実験室３２

室、実習工場・共同利用機器室１室、学生自

習室１８室、技術職員控室１室を整備するこ

ととしている。（資料４６「校舎改修等整備

計画（施設）」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、教員研究室については、茨木安威

キャンパスにおいて、理工学部の教員組織

として計画している教員数３９名（教授２

４名、准教授６名、講師５名、助教４名）

に対して、１室当たり約２８㎡以上の教員

研究室３９室を設けるとともに、茨木総持

寺キャンパスでは、理工学部の教員共同研

究室１室（約４８㎡）をⅡ期棟の６階部分

に設けることとしている。（資料４７「校舎

改修等整備計画」 
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データサイエンス学科、機械工学科、電気電

子工学科、情報工学科について、施設・設備

を次の通り改修等を行い、教育研究環境の整

備を実施する計画である。 

 １）数理・データサイエンス学科 

（略） 

 ３）電気電子工学科 

理工学部電気電子工学科の教員組織として計

画している教員数９名（教授７名、准教授１

名、講師１名）に対して、１室当たり約２８

㎡以上の教員研究室９室を設けることとして

いる。また、既存の１号館を改修し、教員実

験室９室、学生自習室９室、機械工学科と共

同利用である実習工場・共同利用機器室１

室、技術職員控室１室を設けるとともに、

「電気電子工学実験Ⅰ」「電気電子工学実験

Ⅱ」の授業を実施するための電気電子工学実

験室４室を設け、実験・実習機器形式の授業

を実施するための設備として、機器・備品３

３５点を整備、電気電子工学科全体として合

計６８５点、機械工学科と共同利用となる機

器・備品を２２９点整備する計画である。 

  【電気電子工学科】 

オシロスコープ、波形発生器、低周波増

幅回路実習装置、演算増幅回路実習装

置、光可変減衰器、光パワーメータ、ス

ペクトラムアナライザー、ネットワーク

アナライザーなど 

  【機械工学科との共同利用】 

  ３Ｄプリンター、中型３Ｄプリンター、

小型３Ｄプリンター、３Ｄプリンター用

超音波洗浄機、走査型プローブ顕微鏡、

研究用ポータブル光脳機能イメージング
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装置、紫外可視分光高度計、３Ｄスキャ

ナ型三次元測定機など 

（資料６０「電気電子工学科 施設・設備

等の整備計画」） 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

２．－（３） 

審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があることから、教育課

程全体が妥当であるとの判断をすることができない。このため、審査意見１への対応や以下に

例示する点を踏まえて、本学科の教育課程が適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・

ポリシーに基づき、修得すべき知識や能力等に係る教育が網羅され、体系性が担保された上

で、適切に編成されていることを明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（３）教育課程について、例えば「日本語読解中級１」「日本語聴解中級１」「留学生キャリア

形成演習１」のように外国人留学生を対象としているように見受けられる授業科目が配置さ

れている。しかしながら、留学生の受け入れについては、「設置の趣旨等を記載した書類（本

文）」を確認する限り説明されていないため、留学生の受け入れを想定している場合には、「大

学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和７年度開設用）（以下、「手引」という。）に従

い、「設置の趣旨等に記載した書類（本文）」において、在籍管理の方法や入学後の履修指導、

生活指導等について説明するとともに、入学者選抜において留学生を対象とした特別選抜を

設ける場合には、選抜方法等を明確に説明すること。【学部共通】 

 

（対応） 

 理工学部としては外国人留学生の受け入れを行う予定はない計画だが、教育課程における「共

通教育科目」群については大学全体で共通の教育課程となっており、既設学部等において留学生

を受け入れていることから外国人留学生を対象としている授業科目を配置していたが、審査意

見を受けて、学則案を改めるとともに「基本計画書」「教育課程等の概要」において当該科目を

削除することとした。また、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」において、外国人留学生に

ついての記載をしていなかったことから、審査意見に基づき、外国人留学生の受け入れを行わな

い旨の説明を加えることとした。 

 

（説明） 

①学則案別表１において、大学全体で共通の教育課程となる「１ 共通教育科目」の各科目群の

うち「留学生等の大学が指定した者が対象とした科目」を追記することとして改めた。 

 

②「基本計画書」「教育課程等の概要」において当該科目を教育課程から削除することとして改

めた。なお、これに伴い、「基本計画書」「授業科目の概要」においても当該科目を削除すること

とし、教員組織においては当該科目を削除することにより、基幹教員以外（講師）の立堀 尚子

を削除することとし、基幹教員以外（准教授）稲冨（中村）百合子及び基幹教員以外（准教授）

大串 恵太の担当授業科目を減ずるとして改めた。 
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③「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」「⑥入学者選抜の概要」「３ 選抜方法」において、

理工学部数理・データサイエンス学科、機械工学科、電気電子工学科、情報工学科においては留

学生を受け入れないこととするため、留学生対象の選抜方法は実施しないことの説明を加えた。 

 

添付資料５ 学則案の全文、新旧対照表 

添付資料６ 基本計画書 教育課程等の概要 

 

（新旧対照表）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」７９ページ 

新 旧 

⑥ 入学者選抜の概要 

１ 入学者受入れの方針 

（略） 

２ 判定方法 

（略） 

３ 選抜方法 

入学者選抜の実施方法は、数理・データサ

イエンス学科、機械工学科、電気電子工学科、

情報工学科における入学者受入れの方針（ア

ドミッション・ポリシー）を踏まえたうえで、

一般選抜、総合型選抜、学校推薦型選抜によ

り実施する。 

なお、一般選抜及び学校推薦型選抜におい

ては、評価尺度の多元化を推進することから、

一般選抜では、一般入試、共通テスト利用入

試、共通テスト併用方式（一般入試内に方式

として設ける）により実施することとし、学

校推薦型選抜では、指定校推薦入試及び公募

制推薦入試により実施する。 

なお、今般設置を計画している理工学部数理・

データサイエンス学科、機械工学科、電気電

子工学科、情報工学科においては、留学生を

受け入れないこととするため、留学生を対象

とした入試選抜は実施しないこととする。 

⑥ 入学者選抜の概要 

１ 入学者受入れの方針 

（略） 

２ 判定方法 

（略） 

３ 選抜方法 

入学者選抜の実施方法は、数理・データサ

イエンス学科、機械工学科、電気電子工学科、

情報工学科における入学者受入れの方針（ア

ドミッション・ポリシー）を踏まえたうえで、

一般選抜、総合型選抜、学校推薦型選抜によ

り実施する。 

なお、一般選抜及び学校推薦型選抜において

は、評価尺度の多元化を推進することから、

一般選抜では、一般入試、共通テスト利用入

試、共通テスト併用方式（一般入試内に方式

として設ける）により実施することとし、学

校推薦型選抜では、指定校推薦入試及び公募

制推薦入試により実施する。 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

２．－（４） 

審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があることから、教育課

程全体が妥当であるとの判断をすることができない。このため、審査意見１への対応や以下に

例示する点を踏まえて、本学科の教育課程が適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・

ポリシーに基づき、修得すべき知識や能力等に係る教育が網羅され、体系性が担保された上

で、適切に編成されていることを明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（４）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の p.19 において、本学科の「教育・研究を通

して、『幅広い職業人養成』の機能を重点的に担うことによる特色の明確化を図る」と説明し

ているが、「幅広い職業人」を養成するための職業に関連する教育課程が判然としない。この

ため、どのような授業科目でどのような「幅広い職業人」を養成するのか、ディプロマ・ポリ

シー及びカリキュラム・ポリシーに基づき具体的に説明すること。【学部共通】 

 

（対応） 

当初計画において「幅広い職業人」の定義について見直しを行い、地域社会における職業人養

成を目指すものとした。一方で、本定義において『幅広い』職業人とすることについて改めて見

直しを行い、「幅広い職業人」について「職業人」改めることとした。 

また、「幅広い職業人」を改めたとともに、「職業人」として定義する具体的な産業分野を示す

とともに、職業に関連する教育課程について、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシ

ーに基づき、具体的に説明した。 

 

「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」のうち「①設置の趣旨及び必要性」において加える

こととして改めた。 

これに伴い、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「②学部、学科等の特色」において、

「幅広い職業人」を養成するための職業に関連する教育課程について、ディプロマ・ポリシー及

びカリキュラム・ポリシーに基づいて次のように説明を加えた。 

 

 

（説明） 

①現代社会における職業人養成の課題にいついて具体的に説明を加えることとした。 

中央教育審議会答申『個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現す

るための教育の多様化と質保証の在り方について』において、生産年齢人口の減少、職業人に求

められる能力の高度化・複雑化、雇用の流動化などが産業・職業と職業人の状況であるとしたう

えで、高等教育における職業人養成の課題として「産業競争力の維持・強化のため、現場レベル

での改善・革新の牽引役を担うことのできる人材の養成が重要」とされており、「変化への対応
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が求められる中で、基礎・教養や理論にも裏付けられた優れた技能等を強みに、事業の現場の中

核を担い、現場レベルの改善・革新を牽引していくことのできる人材」および「高等教育の終了・

入職の時点で、専門的な業務を担うことのできる実践的な能力とともに、変化に対応し、自らの

職業能力を継続的に高めていくための基礎（伸びしろ）を身に付けた人材を養成することが求め

られている。 

 

②本学が養成することとする「職業人養成」について具体的な説明を加えることとした。 

「本学の理工学部が担う機能と特色としては、中央教育審議会答申による「我が国の高等教

育の将来像」の提言する「高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化」を踏まえて、理学、

工学における教育・研究を通して、「変化への対応が求められる中で、基礎・教養や理論にも

裏付けられた優れた技能等を強みに、事業の現場の中核を担い、現場レベルの改善・革新を牽

引していくことのできる人材」及び「基礎・教養の理論に裏付けられた技能をもつとともに、

理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点を併せもつ」ことで「数理科学、データサイエン

ス、機械工学、電気電子工学、情報工学に跨るような産業分野や職種も含めた職業に対応でき

る職業人」を養成することとする。具体的には、今後の産業基盤を支えていく生産現場を作り

操業する機械工学、それを駆動し制御する電気電子工学、そしてそれらをコンピュータシステ

ムなどでＤＸを推進する情報工学の三分野およびこれらの三分野による情報通信技術やセン

サ技術の発達で得られたデータのみならずマーケティングなど様々なデータに内在する本質

的構造を見極め、数理的思考に基づいて解析・問題解決に導くデータサイエンスを活用できる

人材の育成・輩出するとともに、これらの分野に跨るような産業分野でも活躍できる人材を養

成・輩出し、地域社会におけるニーズだけでなく技術革新やＤＸなどによって生じることが予

測される将来的な産業構造の変化や雇用の流動化にも対応できる人材の輩出をすることを目

指すことで、「職業人養成」の機能を重点的に担うことによる特色の明確化を図ることとする。」

と説明を行っていたが、次の通り説明を加えることとした。 

 

③「職業人」を養成するうえでのディプロマ・ポリシーとの関係性についての説明を次のように

加えた。 

電気電子工学科では、組織として研究対象とする中心的な学問分野を「工学分野」として、

電気電子工学分野に関する教育研究を通して、「電気電子工学に関する基礎的・基本的な知識

と技能の修得のもと、電気電子工学の理論や手法を活用し、電気電子工学に関する諸活動を主

体的・合理的に行うことのできる能力と態度を育成する」ことを教育研究上の目的としてい

る。 

また、電気電子工学科では、「幅広く深い教養及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付

け、倫理観をもって理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点と電気電子工学に関する「電

磁気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信

理論」などの専門領域に係る教育研究から、基本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能力
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をもって、現代社会の諸課題に対して電気電子の技術をもって取り組むことで社会に貢献す

る職業人」を養成することとしている。 

このことから、電気電子工学科が担う機能と特色としては、中央教育審議会答申による「我

が国の高等教育の将来像」の提言する「高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化」を踏ま

えて、機械工学分野における教育・研究を通して、「職業人養成」の機能を重点的に担うこと

による特色の明確化を図ることとする。 

すなわち、地域社会の電気電子工学分野における生産年齢人口の減少に歯止めをかけ、経済

競争力の維持・向上に寄与するためにも、『現場レベルで必要とされる基礎的な基本原理の理

解と基礎的・実践的な技術力、問題解決能力を養成する』ために DP3「電気電子工学に関する

基礎的・実践的な知識の理解・技能の修得のもと、修得した知識・技能を応用する能力を有す

るとともに、課題解決をするための思考力を有している。」及び DP5「これまでに修得した知

識・技能を活用して、電気電子工学に関する社会における課題を発見し、主体的に向き合って

解決する能力を修得している。」ことを学位の授与方針とする。また、経済競争力の維持・向

上においては、雇用の流動化が求められる時代となることから、DP1「職業生活や社会生活で

必要となる汎用的技能や現代社会に関する幅広い知識と主体的な職能開発や自主的な学習態

度を修得している。」、DP2「電気電子工学に必要な自然科学の基本を修得するとともに、倫理

観をもって理学と工学の両方の立場から物事を捉えるための基礎的な知識・技能、思考法を身

に付けている。」および DP4「電気電子工学との関連性や応用性を有する数理科学、データサ

イエンス分野や情報分野、工業分野に関する基礎的な知識を身に付けている。」ことを学位の

授与方針とし、主に地域における現代社会のニーズに応えられる職業人の輩出をするものと

する。具体的には主に地域における機械・電機等のメーカー企業等の電気電子回路設計や電気

電子計測、ロボット制御などを行う電子機器技術者、電力・情報通信等の社会インフラ企業等

におけるメンテナンス技術者、分析されたデータをもとに現場レベルの改善・革新を牽引する

生産技術者等を想定している。 

 なお、電気電子工学科における「職業人」の養成に係るディプロマ・ポリシーとカリキュ

ラム・ポリシー及び授業科目配置との関係については下表に示す通りであるとともに、電気電

子工学科における教育課程と職業の関係について資料の通り示すこととする。（添付資料「電

気電子工学科における教育課程と職業の関係」）。 

 

 

表．電気電子工学科における「職業人」の養成に係るディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポ

リシー及び授業科目配置との関係 

※太字は特に職業人養成に係る授業科目 

 ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシ

ー 

授業科目 

現場レベルで必要と DP3  CP3 【専門基礎科目】 
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される基礎的な基本

原理の理解と基礎

的・実践的な技術力、

問題解決能力を養成 

電気電子工学に関す

る基礎的・実践的な知

識の理解・技能の修得

のもと、修得した知

識・技能を応用する能

力を有するとともに、

課題解決や価値創造

をするための思考力

を有している。 

電気電子工学を修得

するうえでの基礎と

なる知識・技能を修得

するための科目群を

設ける。 

＜必修科目＞ 

電気電子工学概論、力

学、物性基礎論、電気

回路Ⅰ、電子回路Ⅰ、

電磁気学Ⅰ、電気電子

工学演習、デジタル回

路、電気電子工学実験

Ⅰ、電気電子工学実験

Ⅱ 

 CP4  

電気電子工学に関す

る理論とその実践に

関する専門的な知識・

技能を得るための科

目群を設ける。 

【専門基幹科目】 

＜必修科目＞ 

電気数学、電気電子工

学プロジェクト 

＜選択科目＞ 

量子力学、電気回路

Ⅱ、電子回路Ⅱ、電磁

気学Ⅱ、電気電子計

測、電気電子材料Ⅰ、

電気電子材料Ⅱ、電気

電子回路設計Ⅰ、電気

電子回路設計Ⅱ、電力

工学、電気機器学、エ

ネルギー変換工学、制

御工学Ⅰ、制御工学

Ⅱ、波形処理、情報理

論 

 CP5 

各々の興味関心に基

づき、電気電子工学が

社会にどのように応

用されているのかを

知るとともに、課題を

発見し解決するため

の思考力を得るため

の科目群を設ける。 

【専門発展科目】 

＜選択科目＞ 

量子エレクトロニク

ス、放電・プラズマ工

学、情報通信ネットワ

ーク、次世代エネルギ

ー工学、パワーエレク

トロニクス、モータ制

御工学、半導体・電子

デバイス工学、電気・
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通信法規、光通信、無

線通信システム 

DP5  

これまでに修得した

知識・技能を活用し

て、電気電子工学に関

する社会における課

題を発見し、主体的に

向き合って解決する

能力を修得している。 

CP7 

卒業研究を通して、電

気電子工学に関連す

る問題発見方法や課

題解決手法の修得及

び批判力、論理性、表

現力を高めるための

科目群を設ける。 

【研究科目】 

＜必修科目＞ 

卒業研究Ⅰ、卒業研究

Ⅱ、卒業研究Ⅲ 

基礎・教養や理論に

も裏付けられた優れ

た技能等を強みに、

事業の現場の中核を

担い、現場レベルの

改善・革新を牽引し

ていくことのできる

人材を養成 

DP1 

職業生活や社会生活

で必要となる汎用的

技能や現代社会に関

する幅広い知識と主

体的な職能開発や自

主的な学習態度を修

得している。 

 

CP1 

日本語と外国語によ

るコミュニケーショ

ン能力、数的処理能力

や情報リテラシー及

び人と社会や自然と

の関わりの理解、職能

開発力を高めるため

の科目群を設ける。 

【共通教育科目】 

ファウンデーション

科目群 24科目 28単

位 

リベラルアーツ・サイ

エンス科目群 33 科

目 82 単位 

主 体的 学び 科目 群 

45 科目 63 単位 

DP2  

電気電子工学に必要

な自然科学の基本を

修得するとともに、倫

理観をもって理学と

工学の両方の立場か

ら物事を捉えるため

の基礎的な知識・技

能、思考法を身に付け

ている。 

CP2  

電気電子工学に必要

な自然科学の基本を

修得するとともに、倫

理観をもって理学と

工学の両方の立場か

ら物事を捉えるため

の基礎的な知識と技

能を修得するための

科目群を設ける。 

【基盤共通科目】 

＜必修科目＞ 

理工学概論、データサ

イエンス基礎、基礎物

理学、基礎物理学実

験、入門統計学、微分

積分学Ⅰ、微分積分学

Ⅱ、微分積分学演習

Ⅰ、微分積分学演習

Ⅱ、線形代数学Ⅰ、線

形代数学Ⅱ、線形代数

学演習Ⅰ、線形代数学

演習Ⅱ、プログラミン

グⅠ、技術者倫理、理

工学プロジェクト 

＜選択科目＞ 

プログラミングⅡ、プ
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ログラミングⅢ、科学

技術史、科学技術英

語、知的財産論、文献

講読 

DP4  

電気電子工学との関

連性や応用性を有す

る数理科学、データサ

イエンス分野や情報

分野、工業分野に関す

る基礎的な知識を身

に付けている。 

CP6 

電気電子工学との関

連性や応用性が深い

数理科学、データサイ

エンス分野や情報分

野、工業分野に関する

基礎的な教育内容を

取り扱うための科目

群を設ける。 

【専門展開科目】 

＜選択科目＞ 

機械力学Ⅰ、機械力学

Ⅱ、熱力学Ⅰ、熱力学

Ⅱ、流体力学Ⅰ、流体

力学Ⅱ、材料力学Ⅰ、

材料力学Ⅱ、機械材

料、機械加工、生産工

学、ロボットの機構と

運動、次世代自動車技

術、宇宙航空工学、マ

イクロ・ナノ工学、確

率・統計、オペレーシ

ョンズ・リサーチ、微

分方程式、代数系基

礎、複素関数論、機械

学習Ⅰ、フーリエ解

析、人工知能、情報デ

バイス、コンピュータ

インタラクション、情

報セキュリティ、デジ

タルメディア処理、自

然言語処理、ヒューマ

ンインタフェース、画

像・音声・情報処理 

 

 

以上が、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づく「職業人」を養成するた

めの教育課程、授業科目の具体的な説明とする。 

 

なお、これに伴い、授業科目の内容について補正を行うこととする。 

科目名 補正内容の概要 補正の狙い 
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量子エレクトロニクス 量子エレクトロニクス技

術が社会や産業界でどの

ように応用されているの

か、レーザーや太陽光電

池等の例を用いて解説す

ることとした。 

CP で必要とされている、電気電子

工学に関わる技術が社会実装され

た事例を紹介し、課題発見・解決に

つながる知識を得るための授業内

容であることを明確化する 

放電・プラズマ工学 高電圧を利用する産業に

おける放電現象やプラズ

マを用いた実用例を紹介

することとした。 

CP で必要とされている、電気電子

工学に関わる技術が社会実装され

た事例を紹介し、課題発見・解決に

つながる知識を得るための授業内

容であることを明確化する 

情報通信ネットワーク ブロックチェーンや次世

代無線通信技術を用いた

社会実装例について学ぶ

こととした。 

CP で必要とされている、電気電子

工学に関わる技術が社会実装され

た事例を紹介し、課題発見・解決に

つながる知識を得るための授業内

容であることを明確化する 

パワーエレクトロニクス 社会実装に必要なパワー

エレクトロニクスと磁性

の関係について学ぶこと

とした。 

CP で必要とされている、電気電子

工学に関わる技術が社会実装され

た事例を紹介し、課題発見・解決に

つながる知識を得るための授業内

容であることを明確化する 

光通信 光ファイバ通信が現代社

会に果たしている役割に

ついて学ぶこととした。 

CP で必要とされている、電気電子

工学に関わる技術が社会実装され

た事例を紹介し、課題発見・解決に

つながる知識を得るための授業内

容であることを明確化する 

無線通信システム 実際に実用されている、

あるいは今後実用される

代表的な無線システムの

方式について学ぶことと

した。 

CP で必要とされている、電気電子

工学に関わる技術が社会実装され

た事例を紹介し、課題発見・解決に

つながる知識を得るための授業内

容であることを明確化する 

 

 

新 旧 

量子エレクトロニクス 量子エレクトロニクス 
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（授業計画） 

（中略） 

第２回 

学習内容 

フォトダイオードの動作原理を学び、様々な

フォトダイオードや光導電デバイスについ

て、実例を通じて学ぶ。 

第３回 

学習内容 

太陽電池の動作原理を学び、様々な太陽電池

について、実例を通じて学ぶ。 

（中略） 

第８回 

学習内容 

産業において様々なレーザーがどのように利

用されているのか、実例を通じて学ぶ。 

（中略） 

第 10 回 

学習内容 

超伝導量子ビットおよびその他の超伝導デバ

イスが産業においてどのように利用されてい

るのか、実例を通じて学ぶ。 

（中略） 

第 12 回 

学習内容 

特に量子ドットを使った量子ビットが産業に

おいてどのように利用されているのか、実例

を通じて学ぶ。 

（授業計画） 

（中略） 

第２回 

学習内容 

フォトダイオードの動作原理を学び、様々な

フォトダイオードや光導電デバイスを知る。 

 

第３回 

学習内容 

太陽電池の動作原理を学び、様々な太陽電池

を知る。 

（中略） 

 

第８回 

学習内容 

様々なレーザーとその特徴を知る。 

（中略） 

第 10 回 

学習内容 

超伝導量子ビットおよびその他の超伝導デバ

イスを知る。 

 

（中略） 

第 12 回 

学習内容 

特に量子ドットを使った量子ビットを知る。 

第 13 回 

学習内容 

これからの量子エレクトロニクス技術とその

社会・産業への応用について外観する。 

第 13 回 

学習内容 

これからの量子エレクトロニクス技術につい

て外観する。 

放電・プラズマ工学 

（授業テーマ） 

異なった環境で生じる放電現象とそれによっ

て生じるプラズマの基礎的性質、および放電・

放電・プラズマ工学 

（授業テーマ） 

異なった環境で生じる放電現象とそれによっ

て生じるプラズマの基礎的性質、および放電・
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プラズマの産業応用について学ぶ プラズマの応用について学ぶ 

（授業の目的） 

放電現象と放電によって生じるプラズマにつ

いて、総合的に理解することを目的とし、放

電現象やプラズマの基礎、気体・液体・固体・

複合誘電体、等における具体的な放電につい

てその放電条件や放電の特徴を、高電圧を利

用する産業での実用例などを示しながら説明

する。これに加えて、代表的なプラズマの産

業応用事例として、半導体製造などで用いら

れているプラズマプロセスの基礎知識を得る

ことも目的とする。 

（授業の目的） 

放電現象と放電によって生じるプラズマにつ

いて、総合的に理解することを目的とし、放

電現象やプラズマの基礎、気体・液体・固体・

複合誘電体、等における具体的な放電につい

てその放電条件や放電の特徴を説明する。こ

れに加えて、代表的なプラズマ応用事例とし

て、プラズマプロセスの基礎知識を得ること

も目的とする。 

（授業の概要） 

本科目は、異なった環境で生じる放電現象と

それによって生じるプラズマの基礎的性質、

および放電・プラズマの応用について学ぶ。

まず、放電時に発生するプラズマの概要と原

子・イオン・電子の関わる基礎過程を説明す

る。その後、放電現象について、放電の開始

時の物理現象、様々な放電現象の特徴、およ

び高周波放電の基礎過程を説明する。これら

の知識を基礎として、高電圧印加により発生

する気体・液体・固体・複合誘電体の放電現

象を、絶縁破壊の理解という内容を含めて説

明する。最後に、プラズマの応用としてプラ

ズマプロセスを取り上げ、プラズマと固体の

相互作用と実際の産業における応用事例を説

明する。 

（授業の概要） 

本科目は、異なった環境で生じる放電現象と

それによって生じるプラズマの基礎的性質、

および放電・プラズマの応用について学ぶ。

まず、放電時に発生するプラズマの概要と原

子・イオン・電子の関わる基礎過程を説明す

る。その後、放電現象について、放電の開始

時の物理現象、様々な放電現象の特徴、およ

び高周波放電の基礎過程を説明する。これら

の知識を基礎として、高電圧印加により発生

する気体・液体・固体・複合誘電体の放電現

象を、絶縁破壊の理解という内容を含めて説

明する。最後に、プラズマの応用としてプラ

ズマプロセスを取り上げ、プラズマと固体の

相互作用と実際の応用事例を説明する。 

（到達目標） 

放電現象とそれによって生じるプラズマにつ

いて理解できる。 

高電圧による絶縁破壊現象を理解し、それを

抑制するための技術について理解できる。 

プラズマプロセスという産業応用の代表的な

事例について基礎的な知見を修得する。 

（到達目標） 

放電現象とそれによって生じるプラズマにつ

いて理解できる。 

高電圧による絶縁破壊現象を理解し、それを

抑制するための技術について理解できる。 

プラズマプロセスというプラズマ応用の代表

的な事例について基礎的な知見を修得する。 

（授業計画） （授業計画） 
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（略） 

第 13 回 

学習内容 

産業におけるプラズマプロセス技術の現状と

今後の展望 

（略） 

第 13 回 

学習内容 

プラズマプロセス応用分野の紹介と今後の展

望について説明 

情報通信ネットワーク 

（授業計画） 

（略） 

第 12 回  

学習内容 

ブロックチェーンの仕組みを学び、暗号資産

やスマートコントラクトの社会実装例につい

て学ぶ。 

第 13 回 

事前学習 

課題解決に必要な資料を準備する。 

学習内容 

IoT システム、Beyond5G/6G による将来像を把

握し、学生自ら様々な社会課題の解決や価値

創造に取り組み、分析結果や議論内容を発表

する。 

情報通信ネットワーク 

（授業計画） 

（略） 

第 12 回  

学習内容 

ブロックチェーンの仕組みについて学ぶ。 

 

 

第 13 回 

事前学習 

授業資料を事前に目を通しておく。 

学習内容 

IoT、Beyond5G/6G について学ぶ。 

パワーエレクトロニクス 

（授業計画） 

（略） 

第７回 

タイトル 

社会実装に必要なパワエレに必要な電磁気基

礎 

学習内容 

(1)電磁気の基礎 (2)社会実装に必要なパワ

エレと磁性の関係 

第８回 

タイトル 

社会実装のために必要なパワエレと磁性材料

関係 

学習内容 

パワーエレクトロニクス 

（授業計画） 

（略） 

第７回 

タイトル 

パワエレに必要な電磁気基礎 

 

学習内容 

(1)電磁気の基礎 

 

第８回 

タイトル 

パワエレに必要な磁性材料 

 

学習内容 



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−97− 

 

(1)磁性材料 (2)社会実装に必要なパワエレ

と磁性材料の関係 

（中略） 

第 13 回 

タイトル 

モータシステムの高効率化を用いた SDGｓ実

現による社会還元 

学習内容 

(1) SDGｓとは？ (2) モータシステムの高

効率化 (3) 研究成果を用いた社会還元方法 

(1)磁性材料 

 

（中略） 

第 13 回 

タイトル 

復習、総括 

 

学習内容 

全体の復習、まとめ 

光通信 光通信 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

光ファイバ通信と現代社会 

 

事前学習 

電気電子工学概論の光ファイバの回を見直し

ておく 

 

学習内容 

実際の適用分野ごとに光ファイバ通信が現代

社会に果たしている役割について学ぶ 

 

事後学習 

光ファイバ通信の利用シーンを一つ選んで特

徴をまとめる 

 

(中略) 

第５回 

学習内容 

光ファイバの製造方法の概要と日本の技術が

世界に及ぼした影響について学ぶ 

 

(中略) 

第 12 回 

（授業計画） 

第１回 

タイトル 

光ファイバの原理（幾何光学による説明） 

 

事前学習 

反射・屈折について復習しておく 

 

 

学習内容 

概論と幾何光学による導波原理を学ぶ 

 

 

事後学習 

２章の問題に解答して提出する 

 

 

(中略) 

第５回 

学習内容 

光ファイバの製造方法の概要を学ぶ 

 

 

(中略) 

第 12 回 
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学習内容 

現在最先端の通信技術であるデジタルコヒー

レント通信方式とそれが情報通信技術に及ぼ

した影響について学ぶ 

 

第 13 回 

学習内容 

現在研究開発が進められている空間多重通信

光ファイバとその導入例について学ぶ 

学習内容 

現在最先端の通信技術であるデジタルコヒー

レント通信方式について学ぶ 

 

 

第 13 回 

学習内容 

現在研究開発が進められている空間多重通信

光ファイバについて学ぶ 

無線通信システム 

（授業の目的） 

放送、携帯電話、無線ＬＡＮなど、我々の社

会において不可欠な無線通信について、通信

媒体の性質を理解し、また情報をこれらの媒

体により伝送するための信号処理方式、媒体

を複数の利用者が分け合う多元接続技術等に

ついて、概念だけでなく数式で明確に表現で

きるようなるとともに，実際の（現在・将来）

システムでの実装の内容を理解することを目

的とする。 

無線通信システム 

（授業の目的） 

無線通信で用いられる媒体（電波、光、音波）

の性質を理解し、また情報をこれらの媒体に

より伝送するための信号処理方式を、概念だ

けでなく数式で明確に表現できるようなるこ

とを目的とする。また、変復調方式による性

能の違い、多くの無線システムで不可欠な多

元接続の手法についても理解することを目的

とする。 

（授業の概要） 

本科目は、無線通信システムについて、情報

を担う通信媒体の性質、信号波形で情報を表

現する変復調技術、限られた電波資源を分け

合うための多元接続技術について、単なる概

念ではなく数式により明確に表現できる深い

理解を得ることを目的とする。授業では、原

理原則だけでなく、実社会での実用システム

や将来のシステムでどのような技術が使われ

ているかにも重点を置く。理解を確認し、知

識の定着を図るため、毎回の小演習、及び中

間・期末の総合演習を実施する。 

（授業の概要） 

本科目は、無線通信で用いられる媒体の性質

を理解し、これらの媒体により伝送するため

の信号処理方式を数式で明確に表現できるよ

うなること、また、変復調方式による性能の

違い、多元接続の手法についても理解するこ

とを目的とする。無線通信システムの実現の

ためには、その用途に適した媒体や信号変調

方式の選択が必要である。複数の通信を一つ

のシステムで実現するための多元接続技術も

多くのシステムでは必須である。もちろんシ

ステムの通信性能の評価尺度は不可欠であ

る。この授業では、これらの無線通信システ

ムの基本となる各項目について学ぶ。 

（到達目標） 

無線通信で用いられる様々な波長の電波、光、

（到達目標） 

無線通信で用いられる様々な波長の電波、光、



審査意見（6 ⽉）（本⽂）−99− 

 

音波の性質を説明出来る。 

主要な変調方式と復調方法の実現方法を数式

で表現できる。 

主要なアナログ・ディジタル変調信号の性能

評価方法の違いと原理を説明できる。 

多元接続の種類のそれぞれの概要を説明でき

る。 

実際に実用されている、あるいは今後実用さ

れる代表的な無線システムの方式を説明でき

る。 

音波の性質を説明出来る。 

主要な変調方式と復調方法の実現方法を数式

で表現できる。 

主要なアナログ変調信号の信号対雑音比性能

の違いを説明できる。 

主要なディジタル変調信号の誤り率特性の違

いを説明できる。 

多元接続の種類のそれぞれの概要を説明でき

る。 

（授業計画） 

第 6回 

タイトル 

社会におけるアナログ変調 

学習内容 

アナログ変調がもちいられている社会基盤シ

ステムのいくつかについて内容を理解する．

放送・管制通信等． 

第 7回 

タイトル 

中間総合演習（第 1回～6回） 

学習内容 

第 1 回～6 回で学んだ内容に関して確認課題

について総合演習を行い、また演習内容や解

法について解説を加える。 

第 11 回 

タイトル 

スペクトル拡散と多元接続学習内容拡散方

法、拡散率、拡散符号、多元接続、FDMA、 TDMA、 

CDMA、 ランダムアクセス 

第 12 回 

タイトル 

ディジタル無線技術と社会基盤 

 

事前学習 

事前配布授業用資料に基づき予習する。 

（授業計画） 

第 6回 

タイトル 

ステレオ放送 

学習内容 

AM ステレオ、FM ステレオ 

 

 

第 7回 

タイトル 

中間まとめ（第 1回～6回） 

学習内容 

第 1 回～6 回で学んだ内容に関して確認課題

を解くことで理解を確認し、解説を加える。 

 

第 11 回 

タイトル 

スペクトル拡散学習内容拡散方法、拡散率、

拡散符号 

 

第 12 回 

タイトル 

多元接続技術 

 

事前学習 

事前配布授業用資料および教科書の指示され
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学習内容 

社会基盤となっている様々な無線システム 

た部分を通読・予習する。 

学習内容 

多元接続、FDMA、 TDMA、 CDMA、 ランダムア

クセス 

第 13 回 

タイトル 

期末総合演習 

（第 1回～6 回、8 回～12 回） 

学習内容 

本科目で学んだ内容に関して確認課題につい

て総合演習を行い、また演習内容や解法につ

いて解説を加える。 

第 13 回 

タイトル 

期末まとめ 

（第 1回～6 回、8 回～12 回） 

学習内容 

授業全体の内容に関して確認課題を解くこと

で理解を確認し、解説を加える。 

（教科書） 

『新インターユニバーシティ 無線通信工学』

（片山正昭 編著、オーム社、平成 21 年） 

事前配布資料 

（教科書） 

『新インターユニバーシティ 無線通信工学』

（片山正明 編著、オーム社、平成 21 年） 

事前配布資料 

（評価方法） 

宿題課題 40% 小演習 20% 中間総合演習 20% 

期末総合演習 20% 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。  

S：90～100（GP4）、A：80～89（GP3）、B：70～

79（GP2）、C：60～69（GP1）、D：0～59（GP0） 

（評価方法） 

宿題課題 60%・中間まとめの確認課題 20%・期

末まとめの確認課題 20% 

成績評価基準は、以下の通り、大学の定める

ところによる。  

S：90～100（GP4）、A：80～89（GP3）、B：70～

79（GP2）、C：60～69（GP1）、D：0～59（GP0） 

 

添付資料７ 電気電子工学科における教育課程と職業の関係 

添付資料８ シラバス 

 

 

（新旧対照表）「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」３１ページ 

新 旧 

②学部、学科等の特色 

理工学部では、組織として研究対象とする

中心的な学問分野を「理工学分野」として、

理工学分野に関する教育研究を通して、「理

学と工学の両方の立場から、科学技術に関す

②学部、学科等の特色 

理工学部では、組織として研究対象とす

る中心的な学問分野を「理工学分野」とし

て、理工学分野に関する教育研究を通し

て、「理学と工学の両方の立場から、科学
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る研究と教育を実践する」ことを教育研究上

の目的としている。 

また、理工学部では、「幅広く深い教養及び

主体的な判断力と豊かな人間性を身に付け、

自然界の基本法則や仕組みについて探求さ

れた知見を応用できる能力と態度を育成す

る」とともに、「自然に存在する物質や現象の

原理・法則性を解明して、社会に還元できる

新たな科学技術を創造することのできる職

業人」を養成することとしている。 

さらに、中央教育審議会答申『個人の能力

と可能性を開花させ、全員参加による課題解

決社会を実現するための教育の多様化と質

保証の在り方について』において、生産年齢

人口の減少、職業人に求められる能力の高度

化・複雑化、雇用の流動化などが産業・職業

と職業人の状況であるとしたうえで、高等教

育における職業人養成の課題として「産業競

争力の維持・強化のため、現場レベルでの改

善・革新の牽引役を担うことのできる人材の

養成が重要」とされており、「変化への対応が

求められる中で、基礎・教養や理論にも裏付

けられた優れた技能等を強みに、事業の現場

の中核を担い、現場レベルの改善・革新を牽

引していくことのできる人材」および「高等

教育の終了・入職の時点で、専門的な業務を

担うことのできる実践的な能力とともに、変

化に対応し、自らの職業能力を継続的に高め

ていくための基礎（伸びしろ）を身に付けた

人材を養成することが求められている。 

このことから、本学の理工学部が担う機能

と特色としては、中央教育審議会答申による

「我が国の高等教育の将来像」の提言する

「高等教育の多様な機能と個性・特色の明確

化」を踏まえて、理学、工学における教育・

研究を通して、「変化への対応が求められる

技術に関する研究と教育を実践する」こと

を教育研究上の目的としている。 

また、理工学部では、「幅広く深い教養

及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に

付け、自然界の基本法則や仕組みについて

探求された知見を応用できる能力と態度を

育成する」とともに、「自然に存在する物

質や現象の原理・法則性を解明して、社会

に還元できる新たな科学技術を創造するこ

とのできる職業人」を養成することとして

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことから、理工学部が担う機能と特

色としては、中央教育審議会答申による

「我が国の高等教育の将来像」の提言する

「高等教育の多様な機能と個性・特色の明
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中で、基礎・教養や理論にも裏付けられた優

れた技能等を強みに、事業の現場の中核を担

い、現場レベルの改善・革新を牽引していく

ことのできる人材」及び「基礎・教養の理論

に裏付けられた技能をもつとともに、理学と

工学の両方の立場からの基礎的な視点を併

せもつ」ことで「数理科学、データサイエン

ス、機械工学、電気電子工学、情報工学に跨

るような産業分野や職種も含めた職業に対

応できる職業人」を養成することとする。具

体的には、今後の産業基盤を支えていく生産

現場を作り操業する機械工学、それを駆動し

制御する電気電子工学、そしてそれらをコン

ピュータシステムなどでＤＸを推進する情

報工学の三分野およびこれらの三分野によ

る情報通信技術やセンサ技術の発達で得ら

れたデータのみならずマーケティングなど

様々なデータに内在する本質的構造を見極

め、数理的思考に基づいて解析・問題解決に

導くデータサイエンスを活用できる人材の

育成・輩出するとともに、これらの分野に跨

るような産業分野でも活躍できる人材を養

成・輩出し、地域社会におけるニーズだけで

なく技術革新やＤＸなどによって生じるこ

とが予測される将来的な産業構造の変化や

雇用の流動化にも対応できる人材の輩出を

することを目指すことで、「職業人養成」の機

能を重点的に担うことによる特色の明確化

を図ることとする。 

 

１ 数理・データサイエンス学科 

（略） 

３ 電気電子工学科 

電気電子工学科では、組織として研究対象と

確化」を踏まえて、機械工学における教

育・研究を通して、「幅広い職業人養成」

の機能を重点的に担うことによる特色の明

確化を図ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 数理・データサイエンス学科 

（略） 
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する中心的な学問分野を「工学分野」として、

電気電子工学分野に関する教育研究を通して、

「電気電子工学に関する基礎的・基本的な知識

と技能の修得のもと、電気電子工学の理論や手

法を活用し、電気電子工学に関する諸活動を主

体的・合理的に行うことのできる能力と態度を

育成する」ことを教育研究上の目的としてい

る。 

また、電気電子工学科では、「幅広く深い教

養及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付

け、倫理観をもって理学と工学の両方の立場か

らの基礎的な視点と電気電子工学に関する「電

磁気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電

気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通

信理論」などの専門領域に係る教育研究から、

基本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能

力と倫理観を併せもち、現代社会の諸課題に対

して電気電子の技術をもって取り組むことで社

会に貢献する職業人」を養成することとしてい

る。 

このことから、電気電子工学科が担う機能と

特色としては、中央教育審議会答申による「我

が国の高等教育の将来像」の提言する「高等教

育の多様な機能と個性・特色の明確化」を踏ま

えて、電気電子工学分野における教育・研究を

通して、「幅広い職業人養成」の機能を重点的

に担うことによる特色の明確化を図ることとす

る。 

すなわち、生産年齢人口に歯止めをかけ、経

済競争力の維持・向上に寄与するためにも、現

場レベルで必要とされる基礎的な基本原理の理

３ 電気電子工学科 

電気電子工学科では、組織として研究対

象とする中心的な学問分野を「工学分野」

として、電気電子工学分野に関する教育研

究を通して、「電気電子工学に関する基礎

的・基本的な知識と技能の修得のもと、電

気電子工学の理論や手法を活用し、電気電

子工学に関する諸活動を主体的・合理的に

行うことのできる能力と態度を育成する」

ことを教育研究上の目的としている。 

また、電気電子工学科では、「幅広く深

い教養及び主体的な判断力と豊かな人間性

を身に付け、社会に貢献する職業人」を養

成することとしている。 

このことから、電気電子工学科が担う機

能と特色としては、中央教育審議会答申に

よる「我が国の高等教育の将来像」の提言

する「高等教育の多様な機能と個性・特色

の明確化」を踏まえて、電気電子工学分野

における教育・研究を通して、「幅広い職

業人養成」の機能を重点的に担うことによ

る特色の明確化を図ることとする。 
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解と基礎的・実践的な技術力、問題解決能力を

養成するために DP3「電気電子工学に関する基

礎的・実践的な知識の理解・技能の修得のも

と、修得した知識・技能を応用する能力を有す

るとともに、課題解決や価値創造をするための

思考力を有している。」及び DP5「これまでに

修得した知識・技能を活用して、電気電子工学

に関する社会における課題を発見し、主体的に

向き合って解決する能力を修得している。」こ

とを学位の授与方針とする。また、経済競争力

の維持・向上においては、雇用の流動化が求め

られる時代となることから、DP1「職業生活や

社会生活で必要となる汎用的技能や現代社会に

関する幅広い知識と主体的な職能開発や自主的

な学習態度を修得している。」、DP2「電気電子

工学に必要な自然科学の基本を修得するととも

に、倫理観をもって理学と工学の両方の立場か

ら物事を捉えるための基礎的な知識・技能、思

考法を身に付けている。」および DP4「電気電

子工学との関連性や応用性を有する数理科学、

データサイエンス分野や情報分野、工業分野に

関する基礎的な知識を身に付けている。」こと

を学位の授与方針とし、主に地域における現代

社会のニーズに応えられる職業人の輩出をする

ものとする。具体的には主に地域における機

械・電機等のメーカー企業等の電気電子回路設

計や電気電子計測、ロボット制御などを行う電

子機器技術者、電力・情報通信等の社会インフ

ラ企業等におけるメンテナンス技術者、分析さ

れたデータをもとに現場レベルの改善・革新を

牽引する生産技術者等を想定している。 
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 なお、電気電子工学科における「職業人」

の養成に係るディプロマ・ポリシーとカリキュ

ラム・ポリシー及び授業科目配置との関係につ

いては下表に示す通りであるとともに、電気電

子工学科における教育課程と職業の関係につい

て資料の通り示すこととする。（資料２８「電

気電子工学科における教育課程と職業の関

係」）。 

 

表．電気電子工学科における「職業人」の養

成に係るディプロマ・ポリシーとカリキュラ

ム・ポリシー及び授業科目配置との関係 

※太字は特に職業人養成に係る授業科目 

 ディプロマ・ポリ

シー 

カリキュラム・ポ

リシー 

授業科目 

現場レベルで必

要とされる基礎

的な基本原理の

理解と基礎的・実

践的な技術力、問

題解決能力を養

成 

DP3  

電気電子工学に関

する基礎的・実践

的な知識の理解・

技能の修得のも

と、修得した知識・

技能を応用する能

力を有するととも

に、課題解決や価

値創造をするため

の思考力を有して

いる。 

CP3 

電気電子工学を修

得するうえでの基

礎となる知識・技

能を修得するため

の科目群を設け

る。 

【専門基礎科目】 

＜必修科目＞ 

電気電子工学概

論、力学、物性基礎

論、電気回路Ⅰ、電

子回路Ⅰ、電磁気

学Ⅰ、電気電子工

学演習、デジタル

回路、電気電子工

学実験Ⅰ、電気電

子工学実験Ⅱ 

 CP4  

電気電子工学に関

する理論とその実

践に関する専門的

な知識・技能を得

るための科目群を

設ける。 

【専門基幹科目】 

＜必修科目＞ 

電気数学、電気電

子工学プロジェク

ト 

＜選択科目＞ 

量子力学、電気回

路Ⅱ、電子回路Ⅱ、

電磁気学Ⅱ、電気

電子計測、電気電

子材料Ⅰ、電気電

子材料Ⅱ、電気電

子回路設計Ⅰ、電

気電子回路設計

Ⅱ、電力工学、電気

機器学、エネルギ

ー変換工学、制御

工学Ⅰ、制御工学

Ⅱ、波形処理、情報

理論 
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 CP5 

各々の興味関心に

基づき、電気電子

工学が社会にどの

ように応用されて

いるのかを知ると

ともに、課題を発

見し解決するため

の思考力を得るた

めの科目群を設け

る。 

【専門発展科目】 

＜選択科目＞ 

量子エレクトロニ

クス、放電・プラズ

マ工学、情報通信

ネットワーク、次

世代エネルギー工

学、パワーエレク

トロニクス、モー

タ制御工学、半導

体・電子デバイス

工学、電気・通信法

規、光通信、無線通

信システム 

DP5  

これまでに修得し

た知識・技能を活

用して、電気電子

工学に関する社会

における課題を発

見し、主体的に向

き合って解決する

能力を修得してい

る。 

CP7 

卒業研究を通し

て、電気電子工学

に関連する問題発

見方法や課題解決

手法の修得及び批

判力、論理性、表現

力を高めるための

科目群を設ける。 

【研究科目】 

＜必修科目＞ 

卒業研究Ⅰ、卒業

研究Ⅱ、卒業研究

Ⅲ 

基礎・教養や理論

にも裏付けられ

た優れた技能等

を強みに、事業の

現場の中核を担

い、現場レベルの

改善・革新を牽引

していくことの

できる人材を養

成 

DP1 

職業生活や社会生

活で必要となる汎

用的技能や現代社

会に関する幅広い

知識と主体的な職

能開発や自主的な

学習態度を修得し

ている。 

 

CP1 

日本語と外国語に

よるコミュニケー

ション能力、数的

処理能力や情報リ

テラシー及び人と

社会や自然との関

わりの理解、職能

開発力を高めるた

めの科目群を設け

る。 

【共通教育科目】 

ファウンデーショ

ン科目群 24 科目

28 単位 

リベラルアーツ・

サイエンス科目群 

33 科目 82単位 

主体的学び科目群 

45 科目 63単位 

DP2  

電気電子工学に必

要な自然科学の基

本を修得するとと

もに、倫理観をも

って理学と工学の

両方の立場から物

事を捉えるための

基礎的な知識・技

能、思考法を身に

付けている。 

CP2  

電気電子工学に必

要な自然科学の基

本を修得するとと

もに、倫理観をも

って理学と工学の

両方の立場から物

事を捉えるための

基礎的な知識と技

能を修得するため

の科目群を設け

る。 

【基盤共通科目】 

＜必修科目＞ 

理工学概論、デー

タサイエンス基

礎、基礎物理学、基

礎物理学実験、入

門統計学、微分積

分学Ⅰ、微分積分

学Ⅱ、微分積分学

演習Ⅰ、微分積分

学演習Ⅱ、線形代

数学Ⅰ、線形代数

学Ⅱ、線形代数学

演習Ⅰ、線形代数

学演習Ⅱ、プログ

ラミングⅠ、技術

者倫理、理工学プ

ロジェクト 

＜選択科目＞ 

プログラミング

Ⅱ、プログラミン

グⅢ、科学技術史、

科学技術英語、知

的財産論、文献講

読 
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DP4  

電気電子工学との

関連性や応用性を

有する数理科学、

データサイエンス

分野や情報分野、

工業分野に関する

基礎的な知識を身

に付けている。 

CP6 

電気電子工学との

関連性や応用性が

深い数理科学、デ

ータサイエンス分

野や情報分野、工

業分野に関する基

礎的な教育内容を

取り扱うための科

目群を設ける。 

【専門展開科目】 

＜選択科目＞ 

機械力学Ⅰ、機械

力学Ⅱ、熱力学Ⅰ、

熱力学Ⅱ、流体力

学Ⅰ、流体力学Ⅱ、

材料力学Ⅰ、材料

力学Ⅱ、機械材料、

機械加工、生産工

学、ロボットの機

構と運動、次世代

自動車技術、宇宙

航空工学、マイク

ロ・ナノ工学、確

率・統計、オペレー

ションズ・リサー

チ、微分方程式、代

数系基礎、複素関

数論、機械学習Ⅰ、

フーリエ解析、人

工知能、情報デバ

イス、コンピュー

タインタラクショ

ン、情報セキュリ

ティ、デジタルメ

ディア処理、自然

言語処理、ヒュー

マンインタフェー

ス、画像・音声・情

報処理 
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（改善事項）理工学部 電気電子工学科 

３．科目区分「専門展開科目」について、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「２ 教

育課程の編成の考え方」において、「電気電子工学分野との関連性や応用性が深い情報分野や

工分野に関する基礎的な教育内容を取り扱うための科目」と説明しているが、「基本計画書」

の「教育課程等の概要」を確認すると、他の学科と同様の授業科目が配置しており、当該授業

科目が「電気電子工学分野との関連性や応用性が深い」科目であることの説明がないことか

ら、学生にとって当該科目区分を履修する意義が伝わりにくいことが懸念される。このため、

学生に対して、当該科目を学修する意義が明確に伝わるよう、シラバス等において「電気電子

工学分野との関連性や応用性」について明示すること。 

 

（対応） 

 授業科目の概要のうち、科目区分「専門展開科目」について、学生に対して、当該科目を学

修する意義が明確に伝わるよう、授業科目の概要において「電気電子工学分野との関連性や応用

性」について明示するよう改めることとする。なお、学生に提示する予定のシラバスにおける「授

業の概要」においても当該科目と電気電子工学分野との関連性や応用性を示すこととする。 

 

基本計画書 授業科目の概要 １７２ページ～１７９ページ 

資料９ シラバス 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

４．審査意見１（４）のとおり、アドミッション・ポリシーが判然としないことから、入学者

の選抜方法の妥当性も判断できないため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学が掲

げるアドミッション・ポリシーに基づき、本学科の教育を受けるために必要な資質・能力を適

切に評価・判定できる選抜方法になっていることについて明確に説明するとともに、必要に応

じて適切に改めること。 

 

（対応） 

 審査意見１（４）を踏まえて、本学科の養成する人材像を見直すとともに、養成する人材像に

整合したディプロマ・ポリシーや、ディプロマ・ポリシーに整合したカリキュラム・ポリシーを

適切に設定したうえで、本学科の教育を受けるために必要な資質・能力等が明確になるよう、ア

ドミッション・ポリシーを適切に改めた。 

 このことに伴い、本学科の教育を受けるために必要な資質・能力を適切に評価・判定できる選

抜方法についても見直し、適切に改めた。 

 

（説明） 

 本学科の教育を受けるために必要な資質・能力を適切に評価・判定できる選抜方法については、

「電気電子の技術に興味と関心持っている」ことは、書類審査又は面接試験により判定する。 

また、「高等学校で履修する数学などについて、内容を理解し、高等学校卒業相当の知識を有し

ている」ことは、書類審査又は学力検査により判定することとし、「物事を正しく認識し、自分

の考えを適切に表現し、他者に対して的確に伝えられる」ことは、書類審査又は面接試験により

判定する。 

なお、「設置等の趣旨を記載した書類（本文）」９２ページの「⑥入学者選抜の概要」「５ 選

抜基準」のうち、「一般入試 共通テスト併用方式」においては、一般選抜おいて数学を必須受

験科目として設定して選抜することに改めることとした。 

 

（旧） 

一般入試 共通テスト併用方式では、大学入学共通テストの成績と本学による学力試験の結

果により合否を判定することとし、大学入学共通テストでは、国語・外国語・地理歴史及び公

民・数学・理科・情報から採用された高得点１科目または２科目及び本学による一般入試の学

力試験高得点２教科または１教科の結果により、アドミッション・ポリシーに示している「高

等学校で履修した主要科目について、教科書レベルの基本的な知識を有している」ことの評価

を行う。 

 

（新） 

一般入試 共通テスト併用方式では、大学入学共通テストの成績と本学による学力試験の結
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果により合否を判定することとする。すなわち、本学による一般入試において数学を必須とし

て英語もしくは理科のうち高得点１教科の計２教科の結果を採用する。これに加え、大学入学

共通テストでは、国語・外国語・地理歴史及び公民・数学・理科・情報から高得点１科目を採

用する。この合計得点により、アドミッション・ポリシーに示している「高等学校で履修した

数学などについて、内容を理解し、高等学校卒業相当の知識を有している」ことの評価を行

う。 

 

また、総合型選抜の方法について、アサーティブ入試と学部独自入試の両方を受験する必要が

あるという誤解を招く恐れがあることから、「３ 選抜方法」において総合型選抜についての説

明を加えるとともに、 

 

「３ 選抜方法」 

（旧） 

なお、一般選抜及び学校推薦型選抜においては、評価尺度の多元化を推進することから、一般

選抜では、一般入試、共通テスト利用入試、共通テスト併用方式（一般入試内に方式として設け

る）により実施することとし、学校推薦型選抜では、指定校推薦入試及び公募制推薦入試により

実施する。 

（新） 

なお、一般選抜及び学校推薦型選抜においては、評価尺度の多元化を推進することから、一般

選抜では、一般入試、共通テスト利用入試、共通テスト併用方式（一般入試内に方式として設け

る）により実施することとし、総合型選抜では、アサーティブ入試及び学部独自入試により実施、

学校推薦型選抜では、指定校推薦入試及び公募制推薦入試により実施する。 

 

「５ 選抜基準」 

（旧） 

総合型選抜では、書類確認、書類審査と面接、学力検査を行うことで、入学志願者の目的意

識や学習意欲及び基礎学力や適性能力について総合的に評価し判定する。 

（新） 

（削除） 

 

添付資料１０ 入学者受入れ方針と入学者選抜方法の関係 
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（新旧対照表）「設置等の趣旨を記載した書類（本文）」８８ページ 

新 旧 

⑥ 入学者選抜の概要 

１ 入学者受入れの方針 

（１）数理・データサイエンス学科 

(略) 

（２）機械工学科 

(略) 

（３）電気電子工学科 

電気電子工学科では、教育研究上の目的や

養成する人材と教育課程との関連性を踏まえ

たうえで、具体的な入学者受入れの方針につ

いて、以下の通りとする。  

AP1 本学科の養成する人材像を理解し、電気

電子の技術に興味を有している者 

AP2 高等学校で履修した数学などについて、

内容を理解し、高等学校卒業相当の知識を

有している者 

AP3 物事を正しく認識し、自分の考えを適切

に表現し、他者に対して的確に伝えられる

能力を有している者 

（４）情報工学科 

（略） 

２ 判定方法 

（１）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（２）機械工学科 

（略） 

（３）電気電子工学科 

電気電子工学科の入学者の受入れの方針に

対する入学者選抜における判定方法について

は、「本学科の養成する人材像を理解し、電気

電子の技術に興味を有している」ことは、出

願時に明示し理解及び興味を有していること

について同意しているか確認する。 

また、「高等学校で履修した数学などについ

⑥ 入学者選抜の概要 

１ 入学者受入れの方針 

（１）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（２）機械工学科 

（略） 

（３）電気電子工学科 

電気電子工学科では、教育研究上の目的や

養成する人材と教育課程との関連性を踏まえ

たうえで、具体的な入学者受入れの方針につ

いて、以下の通りとする。  

・本学科の養成する人材像を理解し、電気電

子工学に対する興味を有している者 

・高等学校で履修した主要科目について、教

科書レベルの基本的な知識を有している者 

 

・物事を正しく認識し、自分の考えを適切に

表現し、他者に対して的確に伝えられる能

力を有している者 

（４）情報工学科 

（略） 

２ 判定方法 

（１）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（２）機械工学科 

（略） 

（３）電気電子工学科 

電気電子工学科の入学者の受入れの方針に

対する入学者選抜における判定方法について

は、「本学科の養成する人材像を理解し、電気

電子工学に対する興味を有している」ことは、

出願時に明示し理解及び興味を有しているこ

とについて同意しているか確認する。 

また、「高等学校で履修した主要科目につい
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て、内容を理解し、高等学校卒業相当の知識

を有している」ことは、書類審査又は学力検

査のいずれかにより判定することとし、「物事

を正しく認識し、自分の考えを適切に表現し、

他者に対して的確に伝えられる」ことは、書

類確認、書類審査、面接試験のいずれかによ

り判定する。 

（４）情報工学科 

（略） 

３ 選抜方法 

入学者選抜の実施方法は、数理・データサ

イエンス学科、機械工学科、電気電子工学

科、情報工学科における入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）を踏まえたう

えで、一般選抜、総合型選抜、学校推薦型選

抜により実施する。 

なお、一般選抜及び学校推薦型選抜にお

いては、評価尺度の多元化を推進すること

から、一般選抜では、一般入試、共通テス

ト利用入試、共通テスト併用方式（一般入

試内に方式として設ける）により実施する

こととし、総合型選抜では、アサーティブ

入試及び学部独自入試により実施、学校推

薦型選抜では、指定校推薦入試及び公募制

推薦入試により実施する。 

なお、今般設置を計画している理工学部数

理・データサイエンス学科、機械工学科、電

気電子工学科、情報工学科においては、留学

生を受け入れないこととするため、留学生を

対象とした入試選抜は実施しないこととす

る。 

４ 選抜体制（学校推薦型選抜と一般選抜

の募集定員の割合等） 

（略） 

５ 選抜基準 

（１）一般選抜 

て、教科書レベルの基本的な知識を有してい

る」ことは、書類審査又は学力検査のいずれ

かにより判定することとし、「物事を正しく認

識し、自分の考えを適切に表現し、他者に対

して的確に伝えられる」ことは、書類確認、

書類審査、面接試験のいずれかにより判定す

る。 

（４）情報工学科 

（略） 

３ 選抜方法 

入学者選抜の実施方法は、数理・データサ

イエンス学科、機械工学科、電気電子工学

科、情報工学科における入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）を踏まえたう

えで、一般選抜、総合型選抜、学校推薦型選

抜により実施する。 

なお、一般選抜及び学校推薦型選抜におい

ては、評価尺度の多元化を推進することか

ら、一般選抜では、一般入試、共通テスト利

用入試、共通テスト併用方式（一般入試内に

方式として設ける）により実施することと

し、学校推薦型選抜では、指定校推薦入試及

び公募制推薦入試により実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 選抜体制（学校推薦型選抜と一般選抜

の募集定員の割合等） 

（略） 

５ 選抜基準 

（１）一般選抜 
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 １）一般入試 

一般入試では、学力検査として数学を必須

とし、数学・英語・理科を課す３教科方式の

もの、英語と数学または数学と理科を課す２

教科方式のもの、数学を課す１教科方式のも

のを設けることで、アドミッション・ポリシ

ーに示している「高等学校で履修した数学な

どについて、内容を理解し、高等学校卒業相

当の知識を有している」ことの評価を行う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

技術等に興味を有している」ことについて

は、出願資格に「本学の教育理念および各学

部等のアドミッション・ポリシーを十分に理

解すること」を募集要項に明記するととも

に、出願時に全員が必ず利用する出願サイト

においてアドミッション・ポリシーについて

確認していることを必須回答とし、「確認し

た」者のみが出願することができるシステム

を導入することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

２）共通テスト利用入試及び一般入試 共

通テスト併用方式 

共通テスト利用入試における大学入学共通

テストの成績の利用方法は、数学を必須と

し、国語・外国語・地理歴史及び公民・数学

（必須科目として採用された科目を除く）・

理科・情報から高得点１科目、２科目が採用

されることとし、その試験結果を基に評価す

ることで、アドミッション・ポリシーに示し

ている「高等学校で履修した数学などについ

て、内容を理解し、高等学校卒業相当の知識

を有している」ことの評価を行う。 

 １）一般入試 

一般入試では、学力検査として数学を必須

とし、数学・英語・理科を課す３教科方式の

もの、英語と数学または数学と理科を課す２

教科方式のもの、数学を課す１教科方式のも

のを設けることで、アドミッション・ポリシ

ーに示している「高等学校で履修した主要科

目について、教科書レベルの基本的な知識を

有している」ことの評価を行う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

学問分野に対する興味を有している」ことに

ついては、出願資格に「本学の教育理念およ

び各学部等のアドミッション・ポリシーを十

分に理解すること」を募集要項に明記すると

ともに、出願時に全員が必ず利用する出願サ

イトにおいてアドミッション・ポリシーにつ

いて確認していることを必須回答とし、「確

認した」者のみが出願することができるシス

テムを導入することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

 

２）共通テスト利用入試及び一般入試 共

通テスト併用方式 

共通テスト利用入試における大学入学共通

テストの成績の利用方法は、数学を必須と

し、国語・外国語・地理歴史及び公民・数学

（必須科目として採用された科目を除く）・

理科・情報から高得点１科目、２科目が採用

されることとし、その試験結果を基に評価す

ることで、アドミッション・ポリシーに示し

ている「高等学校で履修した主要科目につい

て、教科書レベルの基本的な知識を有してい
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また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

技術等に興味を有している」ことについて

は、出願資格に「本学の教育理念および各学

部等のアドミッション・ポリシーを十分に理

解すること」を明記するとともに、出願時に

全員が必ず利用する出願サイトにおいてアド

ミッション・ポリシーについて確認している

ことを必須回答とし、「確認した」者のみが

出願することができるシステムを導入するこ

とにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

一般入試 共通テスト併用方式では、大学

入学共通テストの成績と本学による学力試験

の結果により合否を判定することとする。す

なわち、本学による一般入試において数学を

必須として英語もしくは理科のうち高得点１

教科の計２教科の結果を採用する。これに加

え、大学入学共通テストでは、国語・外国

語・地理歴史及び公民・数学・理科・情報か

ら高得点１科目を採用する。この合計得点に

より、アドミッション・ポリシーに示してい

る「高等学校で履修した数学などについて、

内容を理解し、高等学校卒業相当の知識を有

している」ことの評価を行う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

技術等に興味を有している」ことについて

は、出願資格に「本学の教育理念および各学

部等のアドミッション・ポリシーを十分に理

解すること」を募集要項に明記するととも

に、出願時に全員が必ず利用する出願サイト

においてアドミッション・ポリシーについて

る」ことの評価を行う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

学問分野に対する興味を有している」ことに

ついては、出願資格に「本学の教育理念およ

び各学部等のアドミッション・ポリシーを十

分に理解すること」を明記するとともに、出

願時に全員が必ず利用する出願サイトにおい

てアドミッション・ポリシーについて確認し

ていることを必須回答とし、「確認した」者

のみが出願することができるシステムを導入

することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

一般入試 共通テスト併用方式では、大学

入学共通テストの成績と本学による学力試験

の結果により合否を判定することとし、大学

入学共通テストでは、国語・外国語・地理歴

史及び公民・数学・理科・情報から採用され

た高得点１科目または２科目及び本学による

一般入試の学力試験高得点２教科または１教

科の結果により、アドミッション・ポリシー

に示している「高等学校で履修した主要科目

について、教科書レベルの基本的な知識を有

している」ことの評価を行う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

学問分野に対する興味を有している」ことに

ついては、出願資格に「本学の教育理念およ

び各学部等のアドミッション・ポリシーを十

分に理解すること」を募集要項に明記すると

ともに、出願時に全員が必ず利用する出願サ

イトにおいてアドミッション・ポリシーにつ

いて確認していることを必須回答とし、「確
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確認していることを必須回答とし、「確認し

た」者のみが出願することができるシステム

を導入することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

なお、共通テスト利用入試では、大学入学

共通テストの結果を重視した判定を行うこと

とし、一般入試 共通テスト併用方式では、

大学入学共通テスト結果と本学の学力検査の

結果の両方を重視した判定を行うこととして

いる。 

（２）総合型選抜 

総合型選抜では、アサーティブ入試及び学

部独自入試を設け、出願時に提出する詳細な

書類の確認や審査及び丁寧な面接、学力検査

を組み合わせることによって、入学志願者の

目的意識や学習意欲及び基礎学力や適性能力

を総合的に評価することとしており、入学手

続きを行った者に対しては、出身高等学校と

協力しつつ、入学までに取り組むべき課題を

課すなど、入学後の学習のための準備をあら

かじめ用意することとしている。 

１） アサーティブ入試 

アサーティブ入試では、出願時に「志望理

由書」、「自己ＰＲ書」、「学習認定証明書」の

提出を求めることとしており、志望理由書に

より、アドミッション・ポリシーに示した

「本学科の養成する人材像を理解し、各技術

等に興味を有している」ことについて評価

し、自己ＰＲ書により「物事を正しく認識

し、自分の考えを適切に表現し、他者に対し

て的確に伝えられる」ことの評価を行うこと

としている。 

また、本学では出願にあたって「基礎学力

認した」者のみが出願することができるシス

テムを導入することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

なお、共通テスト利用入試では、大学入学

共通テストの結果を重視した判定を行うこと

とし、一般入試 共通テスト併用方式では、

大学入学共通テスト結果と本学の学力検査の

結果の両方を重視した判定を行うこととして

いる。 

 

 

（２）総合型選抜 

総合型選抜では、出願時に提出する詳細な

書類の確認や審査及び丁寧な面接、学力検査

を組み合わせることによって、入学志願者の

目的意識や学習意欲及び基礎学力や適性能力

を総合的に評価することとしており、入学手

続きを行った者に対しては、出身高等学校と

協力しつつ、入学までに取り組むべき課題を

課すなど、入学後の学習のための準備をあら

かじめ用意することとしている。 

１） アサーティブ入試 

アサーティブ入試では、出願時に「志望理

由書」、「自己ＰＲ書」、「学習認定証明書」の

提出を求めることとしており、志望理由書に

より、アドミッション・ポリシーに示した

「本学科の養成する人材像を理解し、各学問

分野に対する興味を有している」ことについ

て評価し、自己ＰＲ書により「物事を正しく

認識し、自分の考えを適切に表現し、他者に

対して的確に伝えられる」ことの評価を行う

こととしている。 

また、本学では出願にあたって「基礎学力
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確認・養成システムＭＡＮＡＢＯＳＳ」を利

用して基礎学力の養成を支援しており、出願

時に提出を求める「学習認定証明書」をもっ

て本学が求める基準に到達したことの証明と

し、この「学習認定証明書」により、アドミ

ッション・ポリシーに示している「高等学校

で履修した数学などについて、内容を理解

し、高等学校卒業相当の知識を有している」

ことの評価を行うこととしている。 

なお、アサーティブ入試では、面接及び基

礎学力適性検査を課すこととしている。志望

動機や学習意欲などに関する丁寧な面接を行

うことにより、アドミッション・ポリシーに

示した「本学科の養成する人材像を理解し、

各技術等に興味を有している」こと及び「物

事を正しく認識し、自分の考えを適切に表現

し、他者に対して的確に伝えられる」ことの

評価を行うこととしている。基礎学力適性検

査の結果により、アドミッション・ポリシー

に示している「高等学校で履修した数学など

について、内容を理解し、高等学校卒業相当

の知識を有している」ことの評価を行うこと

としている。 

 ２）学部独自入試 

学部独自入試は、出願時に「事前課題」の

提出を求めることとしている。事前課題で

は、入学志願者が目的意識や学習意欲を記載

するのみにとどまらず、志望する学部学科に

関するテーマについて、様々な手段を用いて

調べたことをまとめることを予定している。

事前課題により、アドミッション・ポリシー

に示した「本学科の養成する人材像を理解

し、各技術等に興味を有している」こと及び

「高等学校で履修した数学などについて、内

容を理解し、高等学校卒業相当の知識を有し

ている」ことの評価を行うこととしている。 

確認・養成システムＭＡＮＡＢＯＳＳ」を利

用して基礎学力の養成を支援しており、出願

時に提出を求める「学習認定証明書」をもっ

て本学が求める基準に到達したことの証明と

し、この「学習認定証明書」により、アドミ

ッション・ポリシーに示している「高等学校

で履修した主要科目について、教科書レベル

の基本的な知識を有している」ことの評価を

行うこととしている。 

なお、アサーティブ入試では、面接及び基

礎学力適性検査を課すこととしている。志望

動機や学習意欲などに関する丁寧な面接を行

うことにより、アドミッション・ポリシーに

示した「本学科の養成する人材像を理解し、

各学問分野に対する興味を有している」こと

及び「物事を正しく認識し、自分の考えを適

切に表現し、他者に対して的確に伝えられ

る」ことの評価を行うこととしている。基礎

学力適性検査の結果により、アドミッショ

ン・ポリシーに示している「高等学校で履修

した主要科目について、教科書レベルの基本

的な知識を有している」ことの評価を行うこ

ととしている。 

 

 ２）学部独自入試 

学部独自入試は、出願時に「事前課題」の

提出を求めることとしている。事前課題で

は、入学志願者が目的意識や学習意欲を記載

するのみにとどまらず、志望する学部学科に

関するテーマについて、様々な手段を用いて

調べたことをまとめることを予定している。

事前課題により、アドミッション・ポリシー

に示した「本学科の養成する人材像を理解

し、各学問分野に対する興味を有している」

こと及び「高等学校で履修した主要科目につ

いて、教科書レベルの基本的な知識を有して
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また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

なお、学部独自入試では、面接を課すこと

としている。志望動機や学習意欲などに関す

る丁寧な面接を行うことにより、アドミッシ

ョン・ポリシーに示した「本学科の養成する

人材像を理解し、各技術等に興味を有してい

る」こと及び「物事を正しく認識し、自分の

考えを適切に表現し、他者に対して的確に伝

えられる」ことの評価を行うこととしてい

る。 

 

 

 

 

（３）学校推薦型選抜 

 １）指定校推薦入試 

学校推薦型選抜における指定校推薦入試

は、本学が指定した高等学校に在籍している

者で、本学の出願条件を満たし、高等学校長

からの推薦を受けた者に対して、入学志願者

の学業成績などが記載されている「調査書」

と「志望理由書」による書類審査及び基礎学

力適性検査を課すこととしており、入学志願

者の目的意識や学習意欲及び基礎学力や適性

能力を多面的かつ総合的に評価する。 

指定校推薦入試では、「基礎学力適性検

査」によりアドミッション・ポリシーに示し

ている「高等学校で履修した数学などについ

て、内容を理解し、高等学校卒業相当の知識

を有している」ことの評価を行う。 

また、「志望理由書」により、アドミッシ

ョン・ポリシーに示した「本学科の養成する

人材像を理解し、各技術等に興味を有してい

いる」ことの評価を行うこととしている。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

なお、学部独自入試では、面接を課すこと

としている。志望動機や学習意欲などに関す

る丁寧な面接を行うことにより、アドミッシ

ョン・ポリシーに示した「本学科の養成する

人材像を理解し、各学問分野に対する興味を

有している」こと及び「物事を正しく認識

し、自分の考えを適切に表現し、他者に対し

て的確に伝えられる」ことの評価を行うこと

としている。 

総合型選抜では、書類確認、書類審査と面

接、学力検査を行うことで、入学志願者の目

的意識や学習意欲及び基礎学力や適性能力に

ついて総合的に評価し判定する。 

 

（３）学校推薦型選抜 

 １）指定校推薦入試 

学校推薦型選抜における指定校推薦入試

は、本学が指定した高等学校に在籍している

者で、本学の出願条件を満たし、高等学校長

からの推薦を受けた者に対して、入学志願者

の学業成績などが記載されている「調査書」

と「志望理由書」による書類審査及び基礎学

力適性検査を課すこととしており、入学志願

者の目的意識や学習意欲及び基礎学力や適性

能力を多面的かつ総合的に評価する。 

指定校推薦入試では、「基礎学力適性検

査」によりアドミッション・ポリシーに示し

ている「高等学校で履修した主要科目につい

て、教科書レベルの基本的な知識を有してい

る」ことの評価を行う。 

また、「志望理由書」により、アドミッシ
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る」ことの評価を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

 ２）公募制推薦入試 

学校推薦型選抜における公募制推薦入試

は、高等学校長からの推薦を受けた者に対し

て、入学志願者の学業成績などが記載されて

いる「調査書」と学力検査を課すこととして

いる。 

学力検査は、数学を必須とし、数学・英語

を課す２教科方式のものと、数学を課す１教

科方式のものを設けている。書類審査及び学

力検査の結果を総合的に勘案して、アドミッ

ション・ポリシーに示している「高等学校で

履修した数学などについて、内容を理解し、

高等学校卒業相当の知識を有している」こと

の評価を行う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

技術等に興味を有している」ことについて

は、出願資格に「本学の教育理念および各学

部等のアドミッション・ポリシーを十分に理

解すること」を募集要項に明記するととも

に、出願時に全員が必ず利用する出願サイト

においてアドミッション・ポリシーについて

確認していることを必須回答とし、「確認し

た」者のみが出願することができるシステム

を導入することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

入学者受入れの方針と入学者選抜方法の関

係については別紙資料４６に示す通りであ

ョン・ポリシーに示した「本学科の養成する

人材像を理解し、各学問分野に対する興味を

有している」ことの評価を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 

 ２）公募制推薦入試 

学校推薦型選抜における公募制推薦入試

は、高等学校長からの推薦を受けた者に対し

て、入学志願者の学業成績などが記載されて

いる「調査書」と学力検査を課すこととして

いる。 

学力検査は、数学を必須とし、数学・英語

を課す２教科方式のものと、数学を課す１教

科方式のものを設けている。書類審査及び学

力検査の結果を総合的に勘案して、アドミッ

ション・ポリシーに示している「高等学校で

履修した主要科目について、教科書レベルの

基本的な知識を有している」ことの評価を行

う。 

また、アドミッション・ポリシーに示して

いる「本学科の養成する人材像を理解し、各

学問分野に対する興味を有している」ことに

ついては、出願資格に「本学の教育理念およ

び各学部等のアドミッション・ポリシーを十

分に理解すること」を募集要項に明記すると

ともに、出願時に全員が必ず利用する出願サ

イトにおいてアドミッション・ポリシーにつ

いて確認していることを必須回答とし、「確

認した」者のみが出願することができるシス

テムを導入することにより確認を行う。 

また、「物事を正しく認識し、自分の考え

を適切に表現し、他者に対して的確に伝えら

れる」ことについては、調査書によって確認

を行う。 
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る。（資料４６「入学者受入れ方針と入学者

選抜方法の関係」） 

 

入学者受入れの方針と入学者選抜方法の関

係については別紙資料３５に示す通りであ

る。（資料３５「入学者受入れ方針と入学者

選抜方法の関係」） 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

５．校舎等施設の整備計画について、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の「２ 校舎等

施設の整備計画」において、本学部全体としての整備状況について説明しているものの、学科

ごとに必要な施設・設備やその整備計画が説明されていない。特に、各学科のカリキュラム・

ポリシーにおいて、「知識や技能を実践に応用する能力の修得を目的とする教育内容は、演習

形式及び実習形式による授業形態を採る」ことを掲げているが、そのための必要な施設・設備

が十分に整備されているのか、判然としない。このため、学科ごとの教育内容、教育方法等を

踏まえた上で、それぞれに必要な施設・設備が整備されていることを明確かつ具体的に説明す

ること。【学部共通】 

 

（対応） 

 当初は理工学部全体としての校舎等施設の整備状況について説明を行っていたが、審査意見

を踏まえ、学科ごとの教育内容、教育方法等を踏まえた上で、それぞれに必要な施設・設備が整

備されていることを具体的に説明することとした。 

 

（説明） 

当初は理工学部全体としての校舎等施設の整備状況について説明を行っていた。 

 

理工学部の学生が１年次に学ぶ茨木総持寺キャンパスでは、現在、２棟の校舎等施設を有して

おり、その総面積は約２０，８４８㎡で、大学教育に必要となる主要な教室等の内訳としては、

演習も可能な可動机と椅子を備えている講義室５７室、語学学習室、情報処理施設、教員研究室

を設けており、その他、教員控室、図書館、会議室、事務室、保健室、学生食堂などを整備して

いる。 

なお、茨木総持寺キャンパスでは、令和７年４月に地上６階、延べ床面積約４４，８５６㎡の

新たな校舎等施設の建設を予定しており、新たに一般教室２０室、演習室７５室、研究室２４４

室、教員控室、学長室、会議室、事務室、面談室、学生厚生施設などを整備することによる教育

研究環境のさらなる充実を図ることとしている。 

一方、理工学部の学生が２～４年次に学ぶ茨木安威キャンパスでは、現在、１９棟の校舎等施

設を有しており、その総面積は約４８，４８８㎡で、大学教育に必要となる主要な教室等の内訳

としては、一般教室５７室、演習室６０室、実験実習室２７室、情報処理施設７室、教員研究室

１００室を設けており、その他、教員控室、図書館、会議室、事務室、保健室、学生食堂、学生

厚生施設などを整備している。 

理工学部の設置に伴う校舎等施設の整備計画については、既存の茨木総持寺キャンパス及び

茨木安威キャンパスの校舎等施設を有効的に利用することとしているが、一方で、理工学部にお

ける学生数を踏まえた授業科目や授業形態を実施するために必要となる校舎等施設の改修を計

画しており、教育研究環境の整備を図ることとしている。 
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これに加えて、各学科ごとの教育内容、教育方法等を踏まえた上で、それぞれに必要な施設・

設備が整備される計画であることの説明を加えた。 

 

（１）茨木総持寺キャンパスにおける校舎等施設の整備計画 

茨木総持寺キャンパスでは、設備の整備計画については、既存の茨木総持寺キャンパスで使用

している教具・校具・備品１１，４８４点を有効的に転共用するとともに、理工学部における教

育課程、授業形態、学生人数等を踏まえた設備として、理工学部数理・データサイエンス学科、

機械工学科、電気電子工学科、情報工学科において基盤共通科目として配置している「基礎物理

学実験」を実施するための専用の施設として教室棟の 1 階部分を改修し、収容人数１２０名の基

礎物理学実験室（約２８０㎡）を設ける。当該施設においては、実験・実習形式の授業を実施す

るための設備として、教具・校具・備品７１０点を整備することとしている。 

【基礎物理学実験教室】 

ニュートンリング板、線スペクトル光源装置、凸レンズＡ、重力加速度の大きさ実験機器、ヤン

グ率実験機器、水の粘性係数実験機器、熱電対の熱起電力実験器、金属棒の熱膨張係数実験機器、

光の干渉と波長実験器、半導体の活性化エネルギー、コイルのインビーダンスとインダクタンス

実験機器、学生実験台、丸椅子、収納戸棚、可動式モニター 

また、理工学部の教員共同研究室１室（約４８㎡）をⅡ期棟の６階部分に設けることとしてい

る。 

 

（２）茨木安威キャンパスにおける校舎等施設の整備計画 

茨木安威キャンパスでは、設備の整備計画については、既存の茨木安威キャンパスで使用して

いる教具・校具・備品７，９０７点を有効的に転共用するとともに、理工学部数理・データサイ

エンス学科、機械工学科、電気電子工学科、情報工学科について、施設・設備を次の通り改修等

を行い、教育研究環境の整備を実施する計画である。 

 

なお、茨木安威キャンパスにおける理工学部機械工学科の施設・設備については次の通り、整

備を実施する計画である。 

 

理工学部電気電子工学科の教員組織として計画している教員数９名（教授７名、准教授１名、

講師１名）に対して、１室当たり約２８㎡以上の教員研究室９室を設けることとしている。また、

既存の１号館を改修し、教員実験室９室、学生自習室９室、電気電子工学科と共同利用である実

習工場・共同利用機器室１室、技術職員控室１室を設けるとともに、「電気電子工学実験Ⅰ」「電

気電子工学実験Ⅱ」の授業を実施するための電気電子工学実験室４室を設け、実験・実習機器形

式の授業を実施するための設備として、機器・備品３３５点を整備、電気電子工学科全体として

合計６８５点、電気電子工学科と共同利用となる機器・備品を２２９点整備する計画である。      
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【電気電子工学科】 

オシロスコープ、波形発生器、低周波増幅回路実習装置、演算増幅回路実習装置、光可変減衰

器、光パワーメータ、スペクトラムアナライザー、ネットワークアナライザーなど 

【電気電子工学科との共同利用】 

 ３Ｄプリンター、中型３Ｄプリンター、小型３Ｄプリンター、３Ｄプリンター用超音波洗浄機、

走査型プローブ顕微鏡、研究用ポータブル光脳機能イメージング装置、紫外可視分光高度計、３

Ｄスキャナ型三次元測定機など 

 

資料１１ 校舎改修等施設・設備整備計画（茨木総持寺キャンパス） 

資料１２ 電気電子工学科 施設・設備等の整備計画 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（１０３ページ） 

新 旧 

⑨ 施設、設備等の整備計画 

１ 校地、運動場の整備計画 

（略） 

２ 校舎等施設の整備計画 

理工学部の学生が１年次に学ぶ茨木総持寺

キャンパスでは、現在、２棟の校舎等施設を

有しており、その総面積は約２０，８４８㎡

で、大学教育に必要となる主要な教室等の内

訳としては、演習も可能な可動机と椅子を備

えている講義室５７室、語学学習室、情報処

理施設、教員研究室を設けており、その他、

教員控室、図書館、会議室、事務室、保健

室、学生食堂などを整備している。 

なお、茨木総持寺キャンパスでは、令和７

年４月に地上６階、延べ床面積約４４，８５

６㎡の新たな校舎等施設の建設を予定してお

り、新たに一般教室２０室、演習室７５室、

研究室２４４室、教員控室、学長室、会議

室、事務室、面談室、学生厚生施設などを整

備することによる教育研究環境のさらなる充

実を図ることとしている。（資料５１「校舎

⑨ 施設、設備等の整備計画 

１ 校地、運動場の整備計画 

（略） 

２ 校舎等施設の整備計画 

理工学部の学生が１年次に学ぶ茨木総持寺

キャンパスでは、現在、２棟の校舎等施設を

有しており、その総面積は約２０，８４８㎡

で、大学教育に必要となる主要な教室等の内

訳としては、演習も可能な可動机と椅子を備

えている講義室５７室、語学学習室、情報処

理施設、教員研究室を設けており、その他、

教員控室、図書館、会議室、事務室、保健

室、学生食堂などを整備している。 

なお、茨木総持寺キャンパスでは、令和７

年４月に地上６階、延べ床面積約４４，８５

６㎡の新たな校舎等施設の建設を予定してお

り、新たに一般教室２０室、演習室７５室、

研究室２４４室、教員控室、学長室、会議

室、事務室、面談室、学生厚生施設などを整

備することによる教育研究環境のさらなる充

実を図ることとしている。（資料４５「校舎
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等施設建設計画」） 

一方、理工学部の学生が２～４年次に学ぶ

茨木安威キャンパスでは、現在、１９棟の校

舎等施設を有しており、その総面積は約４

８，４８８㎡で、大学教育に必要となる主要

な教室等の内訳としては、一般教室５７室、

演習室６０室、実験実習室２７室、情報処理

施設７室、教員研究室１００室を設けてお

り、その他、教員控室、図書館、会議室、事

務室、保健室、学生食堂、学生厚生施設など

を整備している。 

理工学部の設置に伴う校舎等施設の整備計

画については、既存の茨木総持寺キャンパス

及び茨木安威キャンパスの校舎等施設を有効

的に利用することとしているが、一方で、理

工学部における学生数を踏まえた授業科目や

授業形態を実施するために必要となる校舎等

施設の改修を計画しており、教育研究環境の

整備を図ることとしている。また、実験・実

習形式の授業科目の教育体制の充実及び実習

工場・共同利用機器室などにおける学生の安

全に十分配慮する観点から、以下の資質・能

力を持った技術職員４名を配置し、以下の業

務・役割にあたることにより、安全かつ効果

的な教育が実施される体制を整備することと

するとともに、必要に応じてティーチングア

シスタント（ＴＡ）を配置する方針とし、安

全かつ効果的に授業が実践される体制を整備

する。なお、ＴＡの採用にあたっては、近隣

国公私立大学大学院研究科の協力を得て、本

学に派遣していただく体制をとることとす

る。また、他大学院の学生を採用することに

なるため、実験機器等の操作方法の理解や安

全確保の方策を担保できるよう、採用時の研

修および継続的な技術指導を行うこととし、

安全かつ効果的な演習授業、実習・実験授業

等施設建設計画」） 

一方、理工学部の学生が２～４年次に学ぶ

茨木安威キャンパスでは、現在、１９棟の校

舎等施設を有しており、その総面積は約４

８，４８８㎡で、大学教育に必要となる主要

な教室等の内訳としては、一般教室５７室、

演習室６０室、実験実習室２７室、情報処理

施設７室、教員研究室１００室を設けてお

り、その他、教員控室、図書館、会議室、事

務室、保健室、学生食堂、学生厚生施設など

を整備している。 

理工学部の設置に伴う校舎等施設の整備計

画については、既存の茨木総持寺キャンパス

及び茨木安威キャンパスの校舎等施設を有効

的に利用することとしているが、一方で、理

工学部における学生数を踏まえた授業科目や

授業形態を実施するために必要となる校舎等

施設の改修を計画しており、教育研究環境の

整備を図ることとしている。 
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が専任教員の指導のもと図られる体制を整備

する。 

＜資質・能力＞ 

① 理工系の大学学部または高等専門学校

の卒業生又はこれと同等以上の能力を有する

者。 

② 基礎的な物理学、機械工学、電気電子

工学の実験・実習に関する理解と一定の経験

があり、実験・実習を中心とした教育支援に

意欲的に取り組める者。 

③ 教員と緊密に連携した実験・実習の補

助および指導法の改善に意欲的に取り組める

者。 

④ 実験・実習用装置の保守、管理、改良

に意欲的に取り組める者。 

＜業務・役割＞ 

① 実習工場・共同利用機器室の設備の維

持管理業務 

② 実験・実習における教員の補助（実験

設備等の準備と後片付け) 

③ 実験・実習における学生への指導補

助、技術支援 

④ 卒業研究等における技術支援 

 

（１）茨木総持寺キャンパスにおける校舎

等施設の整備計画 

茨木総持寺キャンパスでは、設備の整備計

画については、既存の茨木総持寺キャンパス

で使用している教具・校具・備品１１，４８

４点を有効的に転共用するとともに、理工学

部における教育課程、授業形態、学生人数等

を踏まえた設備として、理工学部数理・デー

タサイエンス学科、機械工学科、電気電子工

学科、情報工学科において基盤共通科目とし

て配置している「基礎物理学実験」を実施す

るための専用の施設として教室棟の 1階部分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、茨木総持寺キャンパスでは、

理工学部専用の施設として教室棟の１階部分

を改修し、収容人数１２０名の基礎物理実験

室（約２８０㎡）を設けるとともに、茨木安

威キャンパスでは、理工学部の専用の施設と

して既存の１号館を改修し、実験室３２室、

実習工場・共同利用機器室１室、学生自習室

１８室、技術職員控室１室を整備することと

している。（資料４６「校舎改修等整備計画

（施設）」） 
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を改修し、収容人数１２０名の基礎物理学実

験室（約２８０㎡）を設ける。当該施設にお

いては、実験・実習形式の授業を実施するた

めの設備として、教具・校具・備品７１０点

を整備することとしている。 

【基礎物理学実験教室】 

ニュートンリング板、線スペクトル光源装

置、凸レンズＡ、重力加速度の大きさ実験機

器、ヤング率実験機器、水の粘性係数実験機

器、熱電対の熱起電力実験器、金属棒の熱膨

張係数実験機器、光の干渉と波長実験器、半

導体の活性化エネルギー、コイルのインビー

ダンスとインダクタンス実験機器、学生実験

台、丸椅子、収納戸棚、可動式モニター 

また、理工学部の教員共同研究室１室（約

４８㎡）をⅡ期棟の６階部分に設けることと

している。（資料５７「校舎改修等施設・設

備整備計画（茨木総持寺キャンパス）」） 

２）茨木安威キャンパスにおける校舎等施設

の整備計画 

茨木安威キャンパスでは、設備の整備計画

については、既存の茨木安威キャンパスで使

用している教具・校具・備品７，９０７点を

有効的に転共用するとともに、理工学部数

理・データサイエンス学科、機械工学科、電

気電子工学科、情報工学科について、施設・

設備を次の通り改修等を行い、教育研究環境

の整備を実施する計画である。 

１）数理・データサイエンス学科 

（略） 

２）機械工学科 

（略） 

３）電気電子工学科 

また、教員研究室については、茨木安威

キャンパスにおいて、理工学部の教員組織

として計画している教員数３９名（教授２

４名、准教授６名、講師５名、助教４名）

に対して、１室当たり約２８㎡以上の教員

研究室３９室を設けるとともに、茨木総持

寺キャンパスでは、理工学部の教員共同研

究室１室（約４８㎡）をⅡ期棟の６階部分

に設けることとしている。（資料４７「校

舎改修等整備計画」） 
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理工学部電気電子工学科の教員組織として計

画している教員数９名（教授７名、准教授１

名、講師１名）に対して、１室当たり約２８

㎡以上の教員研究室９室を設けることとして

いる。また、既存の１号館を改修し、教員実

験室９室、学生自習室９室、電気電子工学科

と共同利用である実習工場・共同利用機器室

１室、技術職員控室１室を設けるとともに、

「電気電子工学実験Ⅰ」「電気電子工学実験

Ⅱ」の授業を実施するための電気電子工学実

験室４室を設け、実験・実習機器形式の授業

を実施するための設備として、機器・備品３

３５点を整備、電気電子工学科全体として合

計６８５点、電気電子工学科と共同利用とな

る機器・備品を２２９点整備する計画であ

る。 

 【電気電子工学科】 

オシロスコープ、波形発生器、低周波増幅回

路実習装置、演算増幅回路実習装置、光可変

減衰器、光パワーメータ、スペクトラムアナ

ライザー、ネットワークアナライザーなど 

 【電気電子工学科との共同利用】 

  ３Ｄプリンター、中型３Ｄプリンター、

小型３Ｄプリンター、３Ｄプリンター用超音

波洗浄機、走査型プローブ顕微鏡、研究用ポ

ータブル光脳機能イメージング装置、紫外可

視分光高度計、３Ｄスキャナ型三次元測定機

など 

（資料６０「電気電子工学科 施設・設備等

の整備計画」） 

４）情報工学科 
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（略） 

なお、茨木総持寺キャンパスと茨木安威キ

ャンパスとの学生や教員の移動に関しては、

スクールバスを３０分に１本程度運行してお

り、移動に要する時間は片道約８分程度であ

ることから教育活動及び研究活動に支障をき

たすことはない。 

設備の整備計画については、既存の茨木総

持寺キャンパス及び茨木安威キャンパスで使

用している教具・校具・備品１９，１１０点

を有効的に転共用するとともに、理工学部に

おける教育課程、授業形態、学生人数等を踏

まえた設備として、新たに教具・校具・備品

３７５品目、５，２６５点を購入することと

している。 

 

 

 

 

 

 

なお、茨木総持寺キャンパスと茨木安威キ

ャンパスとの学生や教員の移動に関しては、

スクールバスを３０分に１本程度運行してお

り、移動に要する時間は片道約８分程度であ

ることから教育活動及び研究活動に支障をき

たすことはない。 

設備の整備計画については、既存の茨木総

持寺キャンパス及び茨木安威キャンパスで使

用している教具・校具・備品１９，１１０点

を有効的に転共用するとともに、理工学部に

おける教育課程、授業形態、学生人数等を踏

まえた設備として、新たに教具・校具・備品

３７５品目、５，２６５点を購入することと

している。（資料４８「追手門学院大学理工

学部機器備品購入一覧」） 

なお、実習工場・共同利用機器室などに配

備する設備・備品については大型機器等もあ

ることもあり、学生の安全に十分配慮する観

点から技術職員を４名配置することとする。 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

６．「基本計画書」における基幹教員の配置状況について、既設分として「共通教育機構」に

27 名の基幹教員を配置しているが、「共通教育機構」は学位プログラムを有する組織ではない

ことから、当該 27 名について、基幹教員として算入する学科において計上するよう適切に改

めること。【学部共通】 

 

 

（対応） 

  既設分として「共通教育機構」に配置されていた基幹教員 27 名について、既設分である文

学部人文学科、国際学部国際学科、心理学部心理学科、社会学部社会学科、経済学部経済学科、

経営学部経営学科、地域創造学部地域創造学科の基幹教員として計上することとした。 

 

添付資料１３ 基本計画書 
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（是正事項）理工学部 電気電子工学科 

７．「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」において、「（３）①学生確保に向けた具体

的な取組と見込まれる効果」について、「イ 新設組織における取組とその目標」及び「ウ 当

該取組の実績の分析結果に基づく、新設組織での入学者の見込み数」が「該当なし」として説

明がないが、手引において必須で説明を求めている項目であるため、改めて説明すること。ま

た、学生確保の見通しに関する分析・説明が、関連する審査意見への対応によって明らかにさ

れる各学科の特色等を踏まえたものになっているか、全体的に確認し、必要に応じて改めるこ

と。 

 

（対応） 

 「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」の「（３）①学生確保に向けた具体的な取組と

見込まれる効果」において、学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果の項目を「該当な

し」と記載した理由は、本学では、近接する学問分野を持つ既設組織の学科等がなく、また、新

設組織の基礎となる専門学校などもないことから、当該項目については「該当なし」と記載した。 

しかしながら、「既設組織での実績がない場合には、新設組織における学生募集のためのＰＲ

活動を実施するに当たり何を根拠としたかを具体的に説明すること」との意見を踏まえ、本学の

既設組織の学生募集のためのＰＲ活動の過去の実績を示すことにより、新設組織における学生

募集のためのＰＲ活動を実施する際の根拠として説明することした。 

また、審査意見１（３）、審査意見２（１）、審査意見２（４）への対応によって教育課程を改

めることとなったことにより、「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」の「２ 競合校と

の比較分析」の記載内容を改めることとした。 

 

（説明） 

①「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」「（３）学生確保の見通し」「①学生確保に向け

た具体的な取組と見込まれる効果」「ア 既設組織における取組とその目標」において、既設組

織における取組とその目標として、令和４年度入学生および令和５年度入学生における本学全

体の「オープンキャンパス」「進学相談会」「大学案内・資料請求」の実績を示した。 

また「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」「（３）学生確保の見通し」「①学生確保に

向けた具体的な取組と見込まれる効果」「イ 新設組織における取組とその目標」において、学

生確保のためのＰＲ活動の方針等を説明するとともに、各取組について具体的な説明を加える

ことと改めた。 

 

＜オープンキャンパス＞ 

新設組織への入学を希望・検討している高等学校生やその保護者を対象として、施設内

を積極的に公開し、本学への関心を深めてもらうための入学促進イベントとして、オープ

ンキャンパスの実施を予定しており、学部長候補による学部紹介、オープンキャンパス学
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生スタッフによるキャンパスツアー、就任予定教員による模擬授業、大学で学べる学問内

容、入学者選抜制度、大学生活についての個別相談や質問を受け付けるなど、受験生や保

護者との対面による丁寧な説明を行うことにより、新設組織への関心を深めてもらうとと

もに、ミスマッチの少ない学生を入学させることの効果が期待される。 

 

＜進学相談会＞ 

西日本の主要な都市で開催される民間業者が主催する進学相談会への参加を予定してお

り、新設組織の資料の配付や学部紹介ムービーの放映から、学位授与の方針・教育課程編

成の方針・入学者受入の方針、授業科目や授業等の内容、期待される卒業後の進路などに

関する情報を広く提供することにより、広域から学生を確保することの効果が期待され

る。 

 

＜高等学校訪問＞ 

新設組織における募集戦略の強化を図ることを目的として高等学校訪問を実施すること

としている。具体的には、入試業務全般を所管し、募集広報に係る高等学校訪問を専門と

する担当部署の職員が中心となって、高等学校を中心とした重点募集対象地域の選定から

最重点訪問校や重点訪問校のセグメントによる高等学校募集訪問計画の策定により、高等

学校からの確実な入学者の確保を目指すこととする。 

高等学校訪問は、募集対象者が多数在籍している高等学校の教員に対して、新設組織の

様々な教育情報を直接的に周知することができるとともに、継続的な訪問活動を行うこと

で、高等学校の教員との信頼関係を築くことができるものであり、高等学校の教員との信

頼関係が構築できた場合には、高等学校内での生徒に対する進学説明会の実施をはじめ、

当該専門分野に進学を希望している生徒の紹介をしてもらえるなどの効果が期待される。 

 

＜高等学校教員対象説明会＞ 

高等学校の教員を対象とする説明会の開催を通して、学長による大学紹介、学部・学科

別の個別説明、開設初年度の入試概要、奨学金制度、大学施設の見学など、高等学校の教

員と本学の教職員との対面による丁寧な説明を行うこととしており、新設組織の教育・研

究活動等に関する理解を深めてもらうための情報提供の機会を設けることで、特に高等学

校の教員が本学への進学を希望する生徒に対する進路指導の際に役立ててもらうことの効

果が期待される。 

 

 新設組織の入学者数の見込みに関する分析について、次のように説明を加えた。 

 

既設組織における過去の取組実績を踏まえた新設組織の入学者数の見込みに関する分析

については、次の通りである。 
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当該取組に関する参加者等総数については既設組織のうち設置認可された令和５年４月

開設の法学部法律学科（入学定員２３０人）の実績に近く入学者見込数を確保できるもの

と考える。また、届出認可された令和４年４月開設の文学部人文学科（入学定員１８０

人）、国際学部国際学科（入学定員１５０人）と比較した場合においても改組による認知

度の差はあるもの妥当性のある目標値であると考える。 
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追手門学院大学既設学科における学生確保の取り組み実績と新設組織における参加者総数目標 

 

 

②審査意見１（２）への対応により、養成する人材像を改めることとしたことにより、「学生確

保の見通し等を記載した書類（本文）」の「①新設組織の概要」「２ 新設組織の特色」の内容を

次の通り改めることとした。 

 

４ 電気電子工学科 

【教育研究上の目的】 

電気電子工学科では、研究対象とする中心的な学問分野を「工学分野」として、電気電子工

学分野に関する教育研究を通して、「電気電子工学に関する基礎的・基本的な知識と技能の修得

のもと、電気電子工学の理論や手法を活用し、電気電子工学に関する諸活動を主体的・合理的

に行うことのできる能力と態度を育成する」ことを教育研究上の目的とする。 

【養成する人材像】 

電気電子工学科では、「幅広く深い教養及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付け、倫理

観をもって理学と工学の両方の立場からの基礎的な視点をもち、電気電子工学に関する「電磁

気学」「電気電子回路」「電気電子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御工学」「情報通信理

論」などの専門領域に係る教育研究から、基本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決能力を

もって、現代社会の諸課題に対して電気電子の技術をもって取り組むことで社会に貢献する職

業人」を養成する。 

 

 

③教育課程を改めることとなったことにより、「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」の

「２ 競合校との比較分析」の内容を次の通り改めることとした。 

 

 当初計画では「さらに、本学においてはＳ／Ｔ比が小さいこと、取得できる資格に該当はない

ものの本来の教育課程に専念することにより修学の質を維持することができる点において特長

を持つものと考えている。また奨学制度などの就学支援の内容においても本学は独自の支援制

度を複数備えており、学修意欲のある学生を多様な側面で支援している」として競合校に対する
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度を複数備えており、学修意欲のある学生を多様な側面で支援している」として競合校に対する

優位性を記載していたが、審査意見１（３）、審査意見２（１）、審査意見２（４）への対応によ

って教育課程を改めることとなったことにより、次の記載内容について加えることとした。 

 

 本学が設置する理工学部電気電子工学科と競合が想定される大学との比較を行ったところ、

本学と競合校との間で、教育内容と方法、受験期間・入学手続時期、学生納付金、就職支援の内

容においては大きな差異はない一方で、「理学と工学の両方の立場から物事を捉える」ことを概

観することで基礎的な知識を修得する「理工学概論」を 1 年次前期に配置するとともに、理学、

工学ぞれぞれの基本となる数学、物理学を講義形式及び演習形式もしくは実験・実習形式とした

授業科目を配置することで、知識として修得するだけでなく実践に応用する能力を修得し、「理

学と工学の両方の立場から物事を捉える」能力を養成することとする。さらに、「データサイエ

ンス基礎」「入門統計学」といったデータサイエンス学の基礎的知識、「プログラミングⅠ」など

の情報工学の基礎的技能を演習形式での修得により「超スマート社会」の基盤技術となる主要分

野の基礎的な知識・技能を理解することで社会においてより応用性がある人材を養成するまた、

倫理観をもって的確な判断を下すことができる人材を育成することを目的として「技術者倫理」

を必修科目として配置することにより専門的な視点による倫理観を修得することとする。加え

て、本学科における課題解決型授業である「電気電子工学プロジェクト」だけでなく、本学科の

学生だけでなく理工学部数理・データサイエンス学科、機械工学科、情報工学科のそれぞれの学

生を交えて、自ら課題を設定し理学と工学の両方の立場を理解しあいながら解決してく課題解

決型授業として「理工学プロジェクト」を３年次前期において必修科目として配置することでも

のづくりの技術の視点だけでなく、より広い視点をもった実践的な能力を涵養することとする。

加えて、数学の基礎的な知識を修得するために「入門統計学」「微分積分学Ⅰ」「微分積分学Ⅱ」

「微分積分学Ⅰ演習」「微分積分学演習Ⅱ」「線形代数学Ⅰ」「線形代数学Ⅱ」「線形代数学演習Ⅰ」

「線形代数学演習Ⅱ」９科目１４単位を必修科目として配置している一方、競合校である関西学

院大学工学部電気電子応用工学課程や摂南大学理工学部電気電子工学科においては数学に関す

る必修科目の配置はなく、電気電子工学を学ぶ上でも重要な基礎となる数学に関する教育を充

実させることで学科科目の理解をはかることとすることは競合校と比較しても十分な優位性が

あるものと考える。また、本学科には電気－機械エネルギー変換やモータ制御の知識を身に付け

る「電気機器学」「モータ制御学」２科目４単位を選択科目として配置しており、電気電子の立

場からの機械の制御を身に付けることができる教育課程としている。さらに、本学においてはＳ

／Ｔ比が小さいこと、取得できる資格に該当はないものの本来の教育課程に専念することによ

り修学の質を維持することができる点において特長を持つものと考えている。また奨学制度な

どの就学支援の内容においても本学は独自の支援制度を複数備えており、学修意欲のある学生

を多様な側面で支援している。 

 

資料１４ 既設学科等の学生募集のためのＰＲ活動の過去の実績（別紙３） 
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資料１５ ２０２２年度・２０２３年度オープンキャンパスプログラム 

資料１６ 進学相談会の月別実施計画 

資料１７ 高等学校訪問の具体的計画 

資料１８ 本学主催 高等学校教員向け入試説明会開催日一覧 

資料１９ 新設組織における入学者の見込み数と学生募集のためのＰＲ活動の目標人数 

資料２０ 追手門学院大学既設学科における学生確保に係る取組実績と新設組織における 

参加者総数目標設定の関係 

資料２１ 電気電子工学科 競合校との比較分析 

 

（新旧対照表）「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」（８ページ） 

新 旧 

（３）学生確保の見通し 

① 学生確保に向けた具体的な取組と見込ま

れる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

新設組織を設置する本学の既設組織の学生募

集のためのＰＲ活動の過去２年間の実績につ

いては、資料２１（別紙３）の通りとなって

おり、オープンキャンパスにおいては、令和

４年度は、受験対象者数２，４０２人のうち

約２８．１％に当たる６７４人が入学してお

り、令和５年度は、受験対象者数２，８１６

人のうち約２７．９％に当たる７８５人が入

学している。 

また、進学相談会においては、令和４年度は、

受験対象者数１，０２７人のうち約２１．６％

に当たる２２２人が入学しており、令和５年

度は、受験対象者数１，４０３人のうち約１

９．５％に当たる２７３人が入学している。 

さらに、大学案内及び学生募集要項等の資料

請求においては、令和４年度は、受験対象者

数２８，２３９人のうち約６．２％に当たる

１，７４４人が入学しており、令和５年度は、

受験対象者数３１，４５６人のうち約６．０％

に当たる１，８９９人が入学している。 

このように、既設組織における学生確保に向

（３）学生確保の見通し 

① 学生確保に向けた具体的な取組と見込ま

れる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

－該当なし－ 
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けた取組では、１８歳人口の減少期において

も安定した学生確保の状況を維持しているこ

とから、今後の学生確保についても十分な見

通しがあると考えており、新設組織における

学生募集のためのＰＲ活動の実施に当たって

は、既設組織における学生確保に向けた取組

を根拠とするものである。（資料２１：「既設

学科等の学生募集のための PR 活動の過去の

実績（別紙３）」） 

 

イ 新設組織における取組とその目標 

１ 学生確保のためのＰＲ活動の方針等 

新設組織における学生確保のためのＰＲ活動

については、大学案内や入試ガイド等の印刷

物の配布をはじめ、ホームページや高校生向

けのＳＮＳ等の電子媒体による情報の提供、

新聞、雑誌、車内広告等の各種メディアを活

用したＰＲ活動を行うとともに、資料等請求

者に対するダイレクトメールによる各種情報

の提供を行うこととしている。 

また、オープンキャンパス、各地域における

進学相談会をはじめ、高等学校訪問、高等学

校教員・塾対象説明会などの開催を通じて、

新設組織における理念や養成する人材像、学

位授与方針・教育課程編成の方針・入学者の

受入方針、学生生活を通した活動や期待され

る進路など、様々な教育情報について、高等

学校生徒や高等学校教員・塾講師及び保護者

に対して広く周知を図ることとしている。 

 

２ オープンキャンパス 

新設組織への入学を希望・検討している高等

学校生やその保護者を対象として、施設内を

積極的に公開し、本学への関心を深めてもら

うための入学促進イベントとして、オープン

キャンパスの実施を予定しており、学部長候

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新設組織における取組とその目標 

－該当なし－ 
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補による学部紹介、オープンキャンパス学生

スタッフによるキャンパスツアー、就任予定

教員による模擬授業、大学で学べる学問内容、

入学者選抜制度、大学生活についての個別相

談や質問を受け付けるなど、受験生や保護者

との対面による丁寧な説明を行うことによ

り、新設組織への関心を深めてもらうととも

に、ミスマッチの少ない学生を入学させるこ

との効果が期待される。（資料２２：「２０２

２年度・２０２３年度オープンキャンパスプ

ログラム」） 

 

３ 進学相談会 

西日本の主要な都市で開催される民間業者が

主催する進学相談会への参加を予定してお

り、新設組織の資料の配付や学部紹介ムービ

ーの放映から、学位授与の方針・教育課程編

成の方針・入学者受入の方針、授業科目や授

業等の内容、期待される卒業後の進路などに

関する情報を広く提供することにより、広域

から学生を確保することの効果が期待され

る。（資料２３：「進学相談会の月別実施計画」） 

 

４ 高等学校訪問 

新設組織における募集戦略の強化を図ること

を目的として高等学校訪問を実施することと

している。具体的には、入試業務全般を所管

し、募集広報に係る高等学校訪問を専門とす

る担当部署の職員が中心となって、高等学校

を中心とした重点募集対象地域の選定から最

重点訪問校や重点訪問校のセグメントによる

高等学校募集訪問計画の策定により、高等学

校からの確実な入学者の確保を目指すことと

する。 

高等学校訪問は、募集対象者が多数在籍して

いる高等学校の教員に対して、新設組織の
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様々な教育情報を直接的に周知することがで

きるとともに、継続的な訪問活動を行うこと

で、高等学校の教員との信頼関係を築くこと

ができるものであり、高等学校の教員との信

頼関係が構築できた場合には、高等学校内で

の生徒に対する進学説明会の実施をはじめ、

当該専門分野に進学を希望している生徒の紹

介をしてもらえるなどの効果が期待される。

（資料２４：「高等学校訪問の具体的計画」） 

 

５ 高等学校教員対象説明会 

高等学校の教員を対象とする説明会の開催を

通して、学長による大学紹介、学部・学科別

の個別説明、開設初年度の入試概要、奨学金

制度、大学施設の見学など、高等学校の教員

と本学の教職員との対面による丁寧な説明を

行うこととしており、新設組織の教育・研究

活動等に関する理解を深めてもらうための情

報提供の機会を設けることで、特に高等学校

の教員が本学への進学を希望する生徒に対す

る進路指導の際に役立ててもらうことの効果

が期待される。（資料２５：「本学主催 高等学

校教員向け入試説明会開催日一覧」） 

 

なお、既設組織における過去の取組実績を踏

まえた新設組織の入学者数の見込みに関する

分析については、資料２６の通りとなってい

る。（資料２６：「新設組織における入学者の

見込数と学生募集のためのＰＲ活動の目標人

数」）当該取組に関する参加者等総数について

は既設組織のうち設置認可された令和５年４

月開設の法学部法律学科（入学定員２３０人）

の実績に近く入学者見込数を確保できるもの

と考える。また、届出認可された令和４年４

月開設の文学部人文学科（入学定員１８０

人）、国際学部国際学科（入学定員１５０人）
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と比較した場合においても改組による認知度

の差はあるもの妥当性のある目標値であると

考える。（資料２７：「追手門学院大学既設学

科における学生確保に係る取組実績と新設組

織における参加者総数目標設定の関係」） 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、新

設組織での入学者の見込み数 

新設組織における取組とその目標を踏まえ

て、当該取組に関する参加者等総数の見込み

から予想される入学者の数は、数理・データ

サイエンス学科２５名（オープンキャンパス

７名、進学相談会５名、資料請求者１３名）、

機械工学科４２名（オープンキャンパス１２

名、進学相談会９名、資料請求者２２名）、電

気電子工学科４２名（オープンキャンパス１

２名、進学相談会９名、資料請求者２２名）、

情報工学科５９名（オープンキャンパス１６

名、進学相談会１２名、資料請求者３０名）

となる。 

また、既設組織における過去の実績より、当

該取組（オープンキャンパス、進学相談会、

資料請求者）当該取組以外からの入学者数が

約１６％となることから、当該取組と合わせ

たみた場合、新設組織における定員充足にお

いても十分な見込みがあると考えている。（資

料２８：「新設組織のける学生募集のためのPR

活動の目標と入学者の見込数」 

 

 

 

 

 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、新

設組織での入学者の見込み数 

－該当なし－ 

 

（新旧対照表）「学生確保の見通し等を記載した書類（本文）」２ページ／１３ページ 

新 新 

（１）新設組織の概要 

①新設組織の概要 

（略） 

②新設組織の特色 

１ 理工学部 

（１）新設組織の概要 

①新設組織の概要 

（略） 

②新設組織の特色 

１ 理工学部 
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（略） 

２ 数理・データサイエンス学科 

（略） 

３ 機械工学科 

（略） 

４ 電気電子工学科 

【教育研究上の目的】 

電気電子工学科では、研究対象とする中心

的な学問分野を「工学分野」として、電気電

子工学分野に関する教育研究を通して、「電

気電子工学に関する基礎的・基本的な知識と

技能の修得のもと、電気電子工学の理論や手

法を活用し、電気電子工学に関する諸活動を

主体的・合理的に行うことのできる能力と態

度を育成する」ことを教育研究上の目的とす

る。 

【養成する人材像】 

電気電子工学科では、「幅広く深い教養及

び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付

け、倫理観をもって理学と工学の両方の立場

からの基礎的な視点をもち、電気電子工学に

関する「電磁気学」「電気電子回路」「電気電

子材料」「電気電子計測」「電力工学」「制御

工学」「情報通信理論」などの専門領域に係

る教育研究から、基本原理の理解と基礎的な

技術力、問題解決能力をもって、現代社会の

諸課題に対して電気電子の技術をもって取り

組むことで社会に貢献する職業人」を養成す

る。 

（略） 

２ 数理・データサイエンス学科 

（略） 

３ 機械工学科 

（略） 

４ 電気電子工学科 

【教育研究上の目的】 

電気電子工学科では、研究対象とする中心的

な学問分野を「工学分野」として、電気電子

工学分野に関する教育研究を通して、「電気電

子工学に関する基礎的・基本的な知識と技能

の習得のもと、電気電子工学の理論や手法を

活用し、電気電子工学に関する諸活動を主体

的・合理的に行うことのできる能力と態度を

育成する」ことを教育研究上の目的とする。 

【養成する人材像】 

電気電子工学科では、「幅広く深い教養及び主

体的な判断力と豊かな人間性を身に付け、電

気電子工学の専門領域に係る教育研究から、

基本原理の理解と基礎的な技術力、問題解決

能力をもって社会に貢献する職業人」を養成

する。 

２ 競合校との比較分析 

（ⅰ）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（ⅱ）機械工学科 

（略） 

（ⅲ）電気電子工学科 

本学が設置する理工学部電気電子工学科と

２ 競合校との比較分析 

（ⅰ）数理・データサイエンス学科 

（略） 

（ⅱ）機械工学科 

（略） 

（ⅲ）電気電子工学科 

本学が設置する理工学部電気電子工学科と
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競合が想定される大学との比較を行ったとこ

ろ、本学と競合校との間で、教育内容と方法、

受験期間・入学手続時期、学生納付金、就職

支援の内容においては大きな差異はない一方

で、「理学と工学の両方の立場から物事を捉え

る」ことを概観することで基礎的な知識を修

得する「理工学概論」を 1 年次前期に配置す

るとともに、理学、工学ぞれぞれの基本とな

る数学、物理学を講義形式及び演習形式もし

くは実験・実習形式とした授業科目を配置す

ることで、知識として修得するだけでなく実

践に応用する能力を修得し、「理学と工学の両

方の立場から物事を捉える」能力を養成する

こととする。さらに、「データサイエンス基礎」

「入門統計学」といったデータサイエンス学

の基礎的知識、「プログラミングⅠ」などの情

報工学の基礎的技能を演習形式での修得によ

り「超スマート社会」の基盤技術となる主要

分野の基礎的な知識・技能を理解することで

社会においてより応用性がある人材を養成す

るまた、倫理観をもって的確な判断を下すこ

とができる人材を育成することを目的として

「技術者倫理」を必修科目として配置するこ

とにより専門的な視点による倫理観を修得す

ることとする。加えて、本学科における課題

解決型授業である「電気電子工学プロジェク

ト」だけでなく、本学科の学生だけでなく理

工学部数理・データサイエンス学科、機械工

学科、情報工学科のそれぞれの学生を交えて、

自ら課題を設定し理学と工学の両方の立場を

理解しあいながら解決してく課題解決型授業

として「理工学プロジェクト」を３年次前期

において必修科目として配置することでもの

づくりの技術の視点だけでなく、より広い視

点をもった実践的な能力を涵養することとす

る。加えて、数学の基礎的な知識を修得する

競合が想定される大学との比較を行ったとこ

ろ、本学と競合校との間で、教育内容と方法、

受験期間・入学手続時期、学生納付金、就職

支援の内容においては大きな差異はない一方

で、本学においてはＳ／Ｔ比が小さいこと、

取得できる資格に該当はないものの本来の教

育課程に専念することにより修学の質を維持

することができる点において特長を持つもの

と考えている。また奨学制度などの就学支援

の内容においても本学は独自の支援制度を複

数備えており、学修意欲のある学生を多様な

側面で支援している。（資料２３「機械工学科 

競合校との比較分析」） 
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ために「入門統計学」「微分積分学Ⅰ」「微分

積分学Ⅱ」「微分積分学Ⅰ演習」「微分積分学

演習Ⅱ」「線形代数学Ⅰ」「線形代数学Ⅱ」「線

形代数学演習Ⅰ」「線形代数学演習Ⅱ」９科目

１４単位を必修科目として配置している一

方、競合校である関西学院大学工学部電気電

子応用工学課程や摂南大学理工学部電気電子

工学科においては数学に関する必修科目の配

置はなく、電気電子工学を学ぶ上でも重要な

基礎となる数学に関する教育を充実させるこ

とで学科科目の理解をはかることとすること

は競合校と比較しても十分な優位性があるも

のと考える。また、本学科には電気－機械エ

ネルギー変換やモータ制御の知識を身に付け

る「電気機器学」「モータ制御学」２科目４単

位を選択科目として配置しており、電気電子

の立場からの機械の制御を身に付けることが

できる教育課程としている。さらに、本学に

おいてはＳ／Ｔ比が小さいこと、取得できる

資格に該当はないものの本来の教育課程に専

念することにより修学の質を維持することが

できる点において特長を持つものと考えてい

る。また奨学制度などの就学支援の内容にお

いても本学は独自の支援制度を複数備えてお

り、学修意欲のある学生を多様な側面で支援

している。（資料３５「電気電子工学科 競合

校との比較分析」） 
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